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「川崎市多文化共生社会推進指針（改定版）（案）」に関する 

パブリックコメント手続の実施結果について 

 
１ 概要 

本市は、外国人市民代表者会議条例の制定をはじめ、外国人市民を共にまちづくりを進めるかけが

えのない一員と考え、外国人市民を包摂した地域社会づくりを推進するなど、多様性のまちとして発

展してまいりました。2005（平成１７）年に外国人市民施策の基本理念となる基本方針として、国籍

や民族、文化の違いを豊かさとして生かし、すべての人が互いに認め合い、人権が尊重され、自立し

た市民として共に暮らすことができる「多文化共生社会」の実現をめざし、「人権の尊重」、「社会参加

の促進」、「自立に向けた支援」の３つの基本理念のもと、５つの施策推進の基本方向を示した「川崎

市多文化共生社会推進指針」を策定し、その後、2008（平成２０）年及び 2015（平成２７）年に改定

の上、施策を推進しています。 
 今回、これまでの取組状況や社会状況の変化等に対応するため、本指針の改定案を取りまとめ、市

民の皆様の御意見を募集いたしました。 
 その結果、２３通（意見総数６５件）の御意見をいただきましたので、その内容と市の考え方を次

のとおり公表します。 
 
２ 意見募集の概要 

題名 川崎市多文化共生社会推進指針（改定版）（案）に関する意見募集について 
意見の募集期間 令和５年１１月２７日（月）から令和５年１２月２７日（水）まで 
意見の提出方法 電子メール、ファクス、郵送、持参 
募集の周知方法 ・市政だより（令和５年１２月１日号掲載） 

・市ホームページ 
・かわさき情報プラザ（市役所本庁舎 2 階） 
・各区役所、各支所、出張所（閲覧コーナー） 
・各市民館、図書館（分館を含む）、川崎市国際交流センター 
・市民文化局市民生活部多文化共生推進課事務室 

結果の公表方法 ・市ホームページ 
・かわさき情報プラザ（市役所本庁舎 2 階） 
・各区役所、各支所、出張所（閲覧コーナー） 
・各市民館、図書館（分館を含む）、川崎市国際交流センター 
・市民文化局市民生活部多文化共生推進課事務室 

 
３ 結果の概要 

意見提出数（意見数）  ２３通（６５件） 
（内訳） 電子メール   ２３通（６５件） 

 ファクス    ０通（ ０件） 

 郵送    ０通（ ０件） 

 持参    ０通（ ０件） 

資料１ 
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４ 意見の内容と対応 

パブリックコメント手続では、「行政サービスの充実」の項目で外国人市民向けの相談体制や情

報提供の充実を求めるもの、「多文化共生教育の推進」の項目で学習支援の充実を求めるもの、「社

会参加の促進」や「共生社会の形成」の項目で外国人市民の社会参画や日本人市民との共生につい

ての意見などをいただきました。これらを踏まえ、「行政サービスの充実」の住宅の課題の表現につ

いて見直すとともに外国人住民人口の統計数値など必要な時点修正を行った上で、「川崎市多文化

共生社会推進指針（改定版）」を策定します。 
【御意見に対する対応区分】 

Ａ：御意見を踏まえ、案に反映させるもの 
Ｂ：御意見の趣旨が案に沿ったものであり、御意見の趣旨を踏まえ、取組を推進するもの 

   Ｃ：今後の施策を進めていく上で参考とするもの 
   Ｄ：案に関する質問・要望の御意見であり、案の内容を説明するもの 
   Ｅ：その他 

【御意見の件数と対応区分】 

具体的な御意見の内容と市の考え方については、次ページ以降を御参照ください。 

 項目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 計 

指針全般に関すること  ６  ３  ９ 

Ⅰ 指針の趣旨  

 １「多文化共生社会」の実現に向けて      ０ 

２ 本市の外国人市民の状況と施策の推移    １  １ 

３ 施策の推進体制       ０ 

４ 指針の改定について      ０ 

５ 指針の基本的な考え方      ０ 

Ⅱ 施策の具体的推進内容  

 １ 行政サービスの充実 ２ ５ ４ １２  ２３ 

２ 多文化共生教育の推進  ５ ３ ６  １４ 

３ 社会参加の促進  ２ １ ７  １０ 

４ 共生社会の形成  １ １ ４  ６ 

５ 施策の推進体制の整備  １    １ 

その他    １  １ 

合計 ２ ２０ ９ ３４ ０ ６５ 
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５ 具体的な御意見の内容と市の考え方 

（１）指針全般に関する意見 

№ 意見の要旨 意見に対する市の考え方 区分 

１ 

 

外国人市民を共にまちづくりを進め

るかけがえのない一員と考え、外国人市

民を包摂した地域社会づくりを多様性

のまち川崎として推進するための指針

が、これまでの取組状況や課題、社会状

況の変化等を踏まえ改訂されることを

歓迎し、応援します。 

国籍や民族、文化の違いを豊かさと

して生かし、すべての人が互いに認め

合い、人権が尊重され、自立した市民

として共に暮らすことができる多文

化共生社会の実現に向け、本指針に基

づく施策を推進してまいります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｂ 

２ 

指針全般にわたり、実態を把握した上

での、きめ細やかさが感じられ、川崎市

の外国人市民施策のレベルの高さを実

感した。前回改定で設定の重点課題が、

今回の改定までの期間で一定の進捗が

あり指針本体に組み込まれたことは画

期的だと思う。 

３ 

 

政府の SDGs 実施指針である「全ての

人の人権が尊重される、誰一人取り残さ

ない社会」の実現のために、外国人・外

国にルーツを持つ人々が地域の中で安

心して暮らせるよう、人権・労働基本権

の保障、保健医療サービスへの保障、教

育の機会均等など多文化共生社会への

転換を推進するために、「川崎市多文化

共生社会推進指針」に基づき、取り組み

を継続すること。 

４ 

多くの自治体の中でも、先進的に取り

組んできた川崎市の「外国人市民施策」

「多文化共生社会の推進」について、市

民をはじめ多くの人に取組を広くアピ

ールして、今後もさらに施策が進むよう

期待する。（同趣旨の意見他１件） 

５ 

 

日本社会の調和のとれた多様な状態

の維持に貢献すること、経験を積極的か

つ豊かに受け止める。ホスピタリティー

のある日本に住んでいることを実感す

る。（原文スペイン語からの抄訳） 
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№ 意見の要旨 意見に対する市の考え方 区分 

６ 

川崎市地域日本語教育推進方針は多

文化共生社会推進指針の下に位置付け

られると考える。指針の関連資料一覧と

して体系図を作成し添付したほうが良

いのではないかと思います。 

 川崎市地域日本語教育方針は、本指

針の主に「Ⅱ 施策の具体的指針内

容」の「２ 多文化共生教育の推進」

に関連いたしますが、下位の位置付け

はしておりません。なお、川崎市地域

日本語教育推進方針の概要は参考資料

の P53 に掲載しております。 

Ｄ 

７ 

外国人市民は支援を受けるだけでは

なく、街のためや自分のため活躍できる

環境作りとして、具体的には外国人市民

の就職や起業に特化した支援でより良

い暮らしやすいまちづくりになればと

思います。 

 本市では外国人留学生向け合同企

業就職説明会などを実施しておりま

すが、外国人市民が地域の構成員とし

て自己の能力を十分に発揮しながら

様々な活動に参加できるよう施策を

推進してまいります。 

Ｄ 

８ 

概要版がとても分かりやすくまとめ

られているので、指針本体にも掲載する

とよいのではないか。 

改定の概要版については、指針改定

版の本編とともに、概要版として作成

したものを市のホームページ等に掲

載してまいります。 

Ｄ 

 

 

 

（２）Ⅰ指針の趣旨  

№ 意見の要旨 意見に対する市の考え方 区分 

１ 

「外国人市民の状況」の２つのグラフ

は、前回指針のほうがわかりやすいので

見せ方を再度検討してほしい。 

前回（現行指針）の外国人住民人口

の推移グラフは、国籍・地域別内訳入

りの棒グラフですが、主な国籍・地域

の入れ替わりもみられ、その推移を示

すことが難しくなったことなどから

今回は国籍別の内訳は表示せず、総数

で作成しており、国籍・地域別外国人

住民人口の推移は参考資料のP56に掲

載しております。また、前回（現行指

針）の在留資格別比率は、円グラフで

示しましたが、今回は、前回指針改定

時の 2015（平成 27）年度からの推移

も示すため、棒グラフにより比較でき

るようにしています。 

Ｄ 
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（３）Ⅱ施策の具体的推進内容 １ 行政サービスの充実 

№ 意見の要旨 意見に対する市の考え方 区分 

１ 

 

住宅の〈課題〉に「近隣トラブルなど

の理由により」が追加されたことで、民

間賃貸住宅への入居差別がなくなって

いない現状は、不動産店等ではなく、外

国人市民側の問題と解釈できるので、課

題の書き換えをお願いします。（同趣旨

の意見他１件） 

日本語が十分理解できないことな

どによる近隣トラブルなどが入居を

断わる背景の一つとしてあるとのこ

とから改定案としましたが、入居差別

がなくなっていない現状がある中で

外国人市民側のみに問題があるかの

ような表現は、外国人市民全体に問題

があるとの印象を与え、それ自体が差

別を助長する恐れがあるため、御指摘

を踏まえ、本編 P18 の「１行政サービ

スの充実」「（６）住宅」〈課題〉の１文

目は、現行指針を変更することなく

「国籍や文化の違い、また、日本語が

不自由なためなどの理由から、民間賃

貸住宅への入居差別はなくなってい

ない現状があります。」とします。 

Ａ 

２ 

 

〈やさしい日本語〉の活用を進めるこ

とが社会への啓発につながるので、ぜひ

推進してほしい。 

外国人市民の存在を十分認識しな

がら業務を行っていくよう、市職員の

意識啓発に努めるとともに、〈やさし

い日本語〉の活用についても推進して

まいります。 

Ｂ 

３ 

 

外国人の情報提供及び相談窓口ワン

ストップセンターの相談件数は、年々増

えているため、さらに外国人市民が相談

しやすい環境を整備するとともに周知

を強化すること。 

国際交流センターに多文化共生総

合相談ワンストップセンターを設置

し、11言語で対応しております。また、

本年７月には外国人市民が集住する

市南部地域である市役所第３庁舎２

階にかわさき多文化共生プラザを整

備するなど、国際交流センターとも連

携し、様々な媒体を活用した周知広報

による認知度向上に取り組むととも

に、外国人相談支援体制の充実に向け

た取組を推進してまいります 

Ｂ 

４ 

 

日本語が十分理解できない外国人市

民も多くいますので、ワンストップでの

相談体制の整備が必要と考えます。 
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№ 意見の要旨 意見に対する市の考え方 区分 

５ 

 

多言語による医療情報について、行政

機関が積極的に情報収集に努め医療機

関に積極的に広報する姿勢を支持しま

す。ホームページなどで広く公開し、支

援する市民や当事者にわかりやすい広

報も取り組んでください。 

多言語による医療機関検索サイト

や問診票等について御活用いただけ

るよう市ホームページに掲載してお

りますが、引き続き、多言語資料等の

情報収集や広報に努めてまいります。 

Ｂ 

６ 

在留管理制度の理解促進については

在留資格の専門家である行政書士を活

用してほしい。 

国際交流センターでは、行政書士に

よる外国人の在留資格などに関する

無料相談を行っています。引き続き、

在留管理制度への理解が促進される

よう外国人市民及び関係機関への周

知啓発に努めてまいります。 

Ｂ 

７ 

 

福祉・介護保険サービス提供者が言語

や生活習慣等の違いに配慮できるよう、

川崎市指定介護保険事業者等集団指導

講習会等で「多文化理解」「通訳・翻訳の

方法」「やさしい日本語」の説明を入れて

下さい。 

福祉・介護保険サービス提供者が言

語や生活習慣等の違いに配慮してサ

ービスを提供できるよう、御意見を参

考にしながら関係機関と連携し施策

の推進に努めてまいります。 

Ｃ 

８ 

 

情報提供・相談窓口の「ICT を活用し

つつ」とあり、「市内全区の区役所にタブ

レット型情報端末を活用したテレビ通

訳の導入・運用」を指しているものかと

思いますが、その「相談・通訳体制」が

あるにもかかわらず、その周知が十分で

はない。区ホームページでの紹介や窓口

等での看板を設けているのは一部の区

のみであるため、全区ホームページで案

内をする他、外国人の利用度が高い市民

課等で掲示してほしい。 

本市では、各区役所及び支所の窓口

にタブレット端末による機械通訳及

び TV 通訳システムを導入しており、

市ホームページで周知しております

が、効果的な周知方法等について検討

してまいります。 
 

Ｃ 
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№ 意見の要旨 意見に対する市の考え方 区分 

９ 

 

外国人夫婦の間に赤ちゃんが生まれ

た場合、出生届（日本の役所への届出）、

在留資格申請（入管）、本国への登録（大

使館での手続等）が必要になり、これら

が適切になされないと、公的サービスが

受けられなかったり、生まれながらにし

てオーバーステイになったり、本国で存

在しない子どもになってしまう。外国人

特有の手続が必要なことについての情

報発信が必要 

外国人市民の出産に伴う手続など、

在留管理制度の理解が進むように外

国人市民への更なる周知・啓発に取り

組んでまいります。 

Ｃ 

10 

 

災害時においてはパスポートや在留

カードの喪失、本国の家族との連絡な

ど、外国人特有の課題があるため、国等

と協力して外国人特有の情報発信を強

化しなければならない。 

災害時の外国人市民への情報提供

につきましては、災害時多言語支援セ

ンター等において外国人市民に対し

適切な情報提供が行われるよう努め

てまいります。 

Ｃ 

11 

 

通訳ボランティアの活用を促進し、市

内各地に拠点を複数設置し小中学校や

行政にもっと派遣してほしい。また、海

外から来日したばかりの小中学生への

初期対応としての母語支援などにも派

遣してはどうか。 

 国際交流協会の通訳ボランティア

については、区役所等での行政手続や

子育て、福祉等に関する相談等に派遣

しています。また、学校には、これま

で母語が話せる日本語指導等協力者

を派遣していましたが、2020（令和２）

年度から委託事業により日本語初期

支援員を必要な児童生徒に配置した

ほか、国際教室の設置や日本語指導巡

回非常勤講師を配置しています。今後

も内容の充実に努めてまいります。 

Ｄ 

12 

 

外国人高齢者と障害者の現状調査を

川崎市として行う他、ライフサイクル図

を作成し、いつどのような相談支援がで

きるか、そのサービスや社会資源をまと

めた図を作成してほしい。 

外国人市民が安心して生活できるよ

う現状把握に努めながら関係機関が連

携し、切れ目ない支援ができるよう取

組を推進してまいります。 

Ｄ 

13  

 

ライフステージの変わり目などで在

留資格を維持できなくなったり取得で

きなかったりするケースがある。そうし

た課題を整理し、どのような対策ができ

るかを検討する必要がある。 

在留資格に関わる外国人市民の課題

について、関係機関での情報共有を図

るとともに、適切な対策や支援がなさ

れるよう相談体制の充実に努めてまい

ります。 

Ｄ 
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№ 意見の要旨 意見に対する市の考え方 区分 

14 

 

年金制度の外国人への説明の方法を

整備するとよい。加えて、専門家である

社会保険労務士を活用してはいかがか。

また、脱退一時金制度など制度の課題に

ついて国等への提言も必要ではないか。 

年金制度について、外国人市民の方

にとってもわかりやすい制度となる

よう、引き続き国に働きかけを行って

まいります。 

 

Ｄ 

15 

 

外国人の方々が抱える多様化・複雑化

した課題の解決に向けて、外国人支援コ

ーディネータ―の設置と専門機関との

連携・定期的な事例検討会の開催・機能

的な支援ネットワークの形成が必要で

ある。 

多文化共生総合相談ワンストップ

センターでは、外国人市民から寄せら

れる様々な相談に応じて適切な支援

につなぐため、日頃から関係機関と情

報交換等を行っております。新たに開

設するかわさき多文化共生プラザで

の相談窓口を含め、関係機関が連携し

ながら、効果的な施策が講じられるよ

う他都市の取組なども研究してまい

ります。 

Ｄ 

16 

指針についての資料にはルビが振っ

てあるが、外国人市民向けの資料のみに

ルビを振るのではなく、市政すべての資

料にルビを振らないと、川崎市全体で共

生に取り組んでいることにならないの

ではないか。 

本市では、1998（平成 10）年に「外

国人市民への広報のあり方に関する

考え方」を定め、外国人市民にかかわ

りのある情報については、できる限り

多言語で広報することが望ましいこ

と、日本語の広報資料では川崎市〈や

さしい日本語〉ガイドラインを参考に

平易で分かりやすい表現にするとと

もに、できる限り平仮名のルビを付け

ることが望まれるとしております。今

後も外国人市民に配慮した情報提供

に努めてまいります。 

Ｄ 

9



№ 意見の要旨 意見に対する市の考え方 区分 

17 

 

外国人市民へのオリエンテーション

の充実 
１外国人転入者が日本の生活習慣を理

解できるよう、「外国人情報窓口」のよう

な専門窓口を市役所に設置する。 
２不動産業者が日本の生活習慣を詳し

く説明する時間を設けるよう依頼する。 
３外国人雇用企業が日本の生活習慣を

詳しく説明するオリエンテーションを

開催するよう依頼する。 
４外国人雇用企業が、来日１か月後、半

年後などのスパンで、定期的に日本の生

活習慣を詳しく説明するオリエンテー

ションを、外国人従業員に実施するよう

依頼する。 

外国人転入者に対し、区役所で多文

化共生総合相談ワンストップセンタ

ーなど、外国人市民に役立つ資料等を

ウエルカムセットとして配布してい

るほか、市国際交流センターにおいて

外国人市民向けの生活オリエンテー

ションを実施しています。また、川崎

市居住支援協議会では民間賃宅住宅

へ入居するために必要な手続や、円滑

に暮らしていくためのルール・マナ

ー、困ったときの相談先などをまとめ

た外国人向け住まいのサポートブッ

クを作成し、ホームページで公開して

います。 

外国人雇用企業でのオリエンテー

ションについては各企業での取組と

して行われるものと考えております

が、事業者内研修の支援に努めてまい

ります。今後も日本に来て間もない外

国人市民への情報提供に努めてまい

ります。 

Ｄ 

18 

 

様々な事情により解雇等され、実習が

継続困難となった技能実習生､特定技能

外国人等が路頭に迷うことがないよう

に支援を行うこと。 

様々な事情により外国人市民が行

き場を失うことがないよう、情報提供

と相談体制の充実に努めるとともに、

必要に応じて国等に働きかけること

を検討します。 

Ｄ 

19 

 

法務省から在留期間満了の通知によ

る住民登録の消除を行う場合、在留期間

更新を希望する人には、入管事務所で期

間更新申請が必要なことを葉書などで

通知するよう取り組んでほしい。 

在留期間の更新を受けようとする

外国人は、法令省令で定める手続によ

り法務大臣に対し、在留期間の更新許

可申請を行う必要があります。在留資

格に関する手続については、出入国在

留管理庁のホームページを広報する

など、外国人市民への周知に努めてま

いります。 

Ｄ 

10



№ 意見の要旨 意見に対する市の考え方 区分 

20 

 

非正規滞在者に対して、在留資格の有

無を問わず提供される行政サービスが

あることを職員に周知し市民にもホー

ムページなどで広報してほしい。 

在留資格の有無を問わず提供され

る行政サービスがあることの情報提

供のあり方などについては、他都市の

事例なども踏まえ、研究してまいりま

す。 

Ｄ 

21 

 

住宅について、利用マナーや入居差別

解消についての課題は記述されている

ものの、「入居できない人への支援」が不

十分であるように思える。 
特に外国人ホームレスの課題が深刻

化している。在留資格のない人の住まい

の確保に向けた取組の検討や国や入管

庁への働きかけなどの文言を記載する

のはいかがか。 

非正規滞在など在留資格を持たな

い外国人については、当該国の大使館

等に相談してもらうことを基本とし

ておりますが、生活保護に準ずる取扱

いができる在留資格を持つ外国人に

ついては、自立支援センター等にて、

自立に受けた支援を行っています。 

非正規滞在者への対応や支援につ

いては、必要に応じて国等に働きかけ

ることを検討します。 

Ｄ 

22 

 

 

仮放免の状態にある人たちの実態把

握等を進めると共に、その実態を基に、

在留管理制度自体の改善に向けて、他の

自治体との連携、国への提言をしていく

ことを求める。 

仮放免者につきましては、仮放免の

際に行政サービスの内容について各

市町村に直接問合せする旨の「お知ら

せ」が手交されておりますので、多文

化共生総合相談ワンストップセンタ

ーなどにお問合せいただくことで、必

要な情報提供や相談に対応し、生活実

態の把握に努めてまいります。また、

手交される「お知らせ」は国における

一律様式となっており、各市町村の問

合せ先などの記載がないことから、記

載内容の充実については、国に要望等

を行ってまいります。 

Ｄ 

 

 

（４）Ⅱ施策の具体的推進内容 ２ 多文化共生教育の推進 

№ 意見の要旨 意見に対する市の考え方 区分 

１ 

川崎市外国人市民代表者会議で提言

した内容を追加されることに賛同する。

日本語指導が必要な児童生徒に対し生

活言語、学習言語の取得支援及び学習支

援が重要である。 

本編 P21 の「２ 多文化共生教育

の推進」「（１）就学の保障と学習支援

③」のとおり、日本語初期支援員の派

遣、及び、国際教室、日本語指導巡回

非常勤講師による日本語指導の充実

と改善に努めてまいります。 

Ｂ 

11



№ 意見の要旨 意見に対する市の考え方 区分 

２ 

 

外国につながる児童生徒へ受入れと

支援のために、教職員研修の充実をお願

いしたい。 

本編 P21 の「２ 多文化共生教育の

推進」「（１）違いを認め合う教育④」

のとおり、人権尊重教育・多文化共生

教育に関わる研修等において、外国に

つながりのある児童生徒の受入れと

支援についての研修を充実させてい

きます。 

Ｂ 

３ 

 

「教育に関わる相談の背景にある家庭、

生活等の複合的要因を意識して対応す

るよう努めます。」について、教育と福祉

の連携した対応がワンストップででき

る仕組みが望まれます。 

本編 P23 の「２ 多文化共生教育

の推進」「（４）家庭へのサポート」の

とおり、外国人保護者等の状況に配慮

した情報提供や支援に努めつつ、教育

と福祉の連携の視点に立った支援に

努めてまいります。 

Ｂ 

４ 

 

家庭へのサポートでは金銭的なサポ

ートとして、「川崎市就学援助制度」や奨

学金制度等の情報も積極的に伝わるよ

うに周知してほしい。 

本編 P23 の「２ 多文化共生教育

の推進」「（４）家庭へのサポート②」

のとおり、外国につながりのある家庭

に対しての支援を充実させ、教育の重

要性や学校生活等について、必要な情

報提供に努めてまいります。 

Ｂ 

５ 

 

教育相談体制の充実の中で、在留資格

の相談も含めてほしい。「家族滞在」の在

留資格の子どもは、高校を卒業して仕事

を見つけないと、「定住者」「特定活動」

といったフルタイムで就労可能な在留

資格への変更ができないといった課題

がある。 

市立高校における相談体制等を充

実させ、卒業後のキャリア形成等のた

めの支援を行うとともに、義務教育課

程終了後の生徒への切れ目のない継

続した指導・支援について関係機関と

連携・協力を図ってまいります。 

Ｂ 

６ 

 

外国人市民に対する日本の社会・制

度・文化の理解促進について、まじめな

講座では来る人が限られるので、楽しい

ことを入口にした柔らかい企画がいい

のではないか。 

市民館等で実施している識字・日本

語学級では、通常の日本語学習に加え

て、季節のイベントや日本の文化を学

ぶイベント等の交流活動も企画・実施

しております。多くの外国人市民に参

加いただけるよう、工夫しながら引き

続き取組を進めてまいります。 

Ｃ 

12



№ 意見の要旨 意見に対する市の考え方 区分 

７ 

 

外国につながる子どもの学習支援は、

関係職員だけでなく、実際に支援するボ

ランティア同士の交流をする機会を設

けてほしい。学習支援の仕方など情報共

有できればよりよい支援につながると

思う。 
 

学習支援におけるボランティアの

交流や研修については既存の識字・日

本語学習の地域日本語連絡会におけ

るボランティアの交流を継続すると

ともに、他分野においても、研修等の

様々な機会を捉えて交流が図られる

よう関係部署とも調整を行うなど、川

崎市地域日本語教育推進方針に基づ

く取組を進めていく際の参考とさせ

ていただきます。 

Ｃ 

８ 

 

義務教育終了後の生徒への切れ目の

ない指導・支援について、外国につなが

る若者の学びや社会参加を支える仕組

みや居場所の整備が必要である。 

市民館等で実施している識字・日本

語学級では、社会参加を促進するため

の学習支援として、基礎的日本語の学

習や交流イベント等を実施している

ところですが、今後も、こうした活動

を通じて、ボランティアや外国人市民

同士が地域の中でつながりをつくる

ことを大切にしながら、地域における

小さな多文化共生の場となるよう取

り組んでまいります。 

Ｃ 

９ 

 

教職員への研修等を通じて母語・母文

化についての認識を深め、家庭との連携

に努めますにあたっては、学識の講師以

外にも当事者から学ぶ研修が有意義で

ある。 

母語・母文化の尊重については重要

なことと認識しております。人権尊重

教育・多文化共生教育に関わる研修等

を通して教職員への理解を深め、家庭

との連携を深めてまいります。研修講

師については、各学校の実態やニーズ

を踏まえ、当該校や担当者に対して必

要な講師を選定しており、引き続き同

様の取組を進めることで教職員の母

語・母文化についての認識を深めてま

いります。 

Ｄ 

13



№ 意見の要旨 意見に対する市の考え方 区分 

10 

 

子どもが学校でつまずいているとこ

ろ（学習面、生活面など）について、学

校と地域の支援場所で連携した支援が

できれば子どもにとって有益になると

思う。外国につながる子どもの寺子屋の

ような支援場所がない区域への寺子屋

開設も必要だと思う。 

外国につながる児童生徒等に対し

て、学校生活への適応支援や、生活に

必要な日本語、学習に必要な日本語の

習得支援及び学習支援の充実を図る

ため、必要に応じて日本語指導初期支

援員を配置、また、国際教室の教員や

日本語指導巡回非常勤講師による指

導を行うなど、指導体制の強化・拡充

にも取り組んでまいります。外国につ

ながる子ども向けの寺子屋について

は、これまでの取組の検証やニーズ等

の変化を踏まえながら、引き続き検討

してまいります。 

Ｄ 

11 

 

マイノリティの方々が義務教育を受

ける環境が保障されることは素晴らし

い試みですが、一方で現場の負担が増加

することは明らかであり、この点をどの

ように解消されるかに具体的解決策が

明確に示されておりません。ICT を活用

すると至る箇所で記載がみられますが、

採用すれば問題が解消するわけではあ

りません。ICT をどのように利用してい

くのか、そのためのシステムをどのよう

に構築するのかという点を明確にされ

るべきです。現場を疲弊させないために

も、ICT を活用しての学習支援システム

の構築を教育委員会ではなく行政で行

うべきである。 

本市では国の「GIGA スクール構

想」に基づき、1 人 1 台端末の調達や

学校内の高速ネットワーク環境の整

備を進め、こうした ICT の活用を通

して、かわさき教育プランの基本理念

である「夢や希望を抱いて生きがいの

ある人生を送るための礎を築く」学び

を推進しているところです。 
また、近年オンライン用の日本語コ

ンテンツが多く提供されたり、タブレ

ット等による翻訳アプリの活用やテ

レビ通話による通訳支援など、様々な

ツールがあることから、そうしたもの

を活用しながら一人ひとりの状況に

応じた学習環境の整備に努めてまい

ります。 

Ｄ 

12 

 

国際教室、日本語指導巡回非常勤講師に

よる日本語指導等について、指導回数の

増や国際教室教員の増員が必要である。 

日本語初期支援員の派遣、及び、国

際教室、日本語指導巡回非常勤講師に

よる日本語指導につきましては、教員

及び講師の研修等を通し、指導の質的

な向上について、充実と改善に努めて

まいります。 

Ｄ 

14



№ 意見の要旨 意見に対する市の考え方 区分 

13 

 

「違いを認め合う」という視点に加え

て、「グローバル市民」という感覚をもつ

ような教育を行うことを提案します。外

国人だけでなく、日本人も世界や他国と

繋がっていることを感じることで、より

「多文化」であることのすばらしさ、「違

い」の意味・意義、同じ人間であること

等を理解できる。 

本指針にお示ししているように、文

化の多様性への理解や、民族的・文化

的アイデンティティと母語・母文化の

尊重に対する認識を高めて、違いを認

め尊重しあえる多文化共生教育を推

進してまいります。 
Ｄ 

14 

 

違いを認め合う教育について、違いを

認め合うだけでなく、共通するものを多

く持っていることへの気づきも促し、共

感の心がさらに育まれるとよい。 
 

 

 

 

（５）Ⅱ施策の具体的推進内容 ３ 社会参加の促進 

№ 意見の要旨 意見に対する市の考え方 区分 

１ 

 

外国人市民や市民グループ等が地域

の活動により参加しやすくなるような

環境の整備も必要です。 

本編 P25 の「３ 社会参加の促進」

「（２）地域における外国人市民等の

活動」のとおり、国際交流センター、

かわさき市民活動センター、かわさき

多文化共生プラザ等の周知を図り、利

用を促すなど、外国人市民等がより地

域活動に参加しやすくなるよう、努め

てまいります。 

Ｂ 

２ 

外国人市民代表者会議のオープン会

議だけでは交流が足りない。外国人市民

と日本人市民が一緒のコミュニティで

生活をしているという感覚を持った人

が少ない。もっと外国人市民と日本人市

民が一緒に体験するような、接点を増や

す取組をしてほしい。 

外国人市民代表者会議では市民祭

りなどのイベント等への参加を通じ

て市民と交流をしております。また、

国際交流センターではインターナシ

ョナルフェスティバルをはじめとし

た異文化交流の場などの取組を行っ

ております。引き続き、外国人市民と

日本人市民が共に参加できる取組に

ついて検討してまいります。 

Ｃ 

15



№ 意見の要旨 意見に対する市の考え方 区分 

３ 

 

市政参加における、地方参政権の実現

のための働きかけは、引き続き検討する

べきだと思います。引き続き、当指針で

地方参政権について考える姿勢を示す

ことに賛成します。 

外国人市民の地方参政権につきま

しては、専ら国の立法政策に関わる事

柄であると考えておりますが、様々な

考えや意見があることなどを踏まえ、

国の動向等を注視している状況です。

今後、国において様々な議論等が進ん

だ場合は、必要に応じて他自治体とも

連携し、国に働きかけることを検討し

てまいります。 
 
 

Ｂ 

４ 

 

地方参政権の実現について、川崎市議

会でこの記述について問題視、削除や文

章変更をすべきではないかという議論

が行われましたが、この求めに応じて安

易に文言変更・ならびに削除を行うべき

ではないと考えます。これまで川崎市が

何十年と積み重ねてきた外国人市民と

の共生の試行錯誤の歴史を踏まえた上

での意見とは感じられません。 

外国人市民の地方参政権につきま

しては、専ら国の立法政策に関わる事

柄であると考えておりますが、様々な

考えや意見があることなどを踏まえ、

国の動向等を注視している状況です。

今後、国において様々な議論等が進ん

だ場合は、必要に応じて他自治体とも

連携し、国に働きかけることを検討し

てまいります。 

Ｄ 

 ５ 

 

「地方参政権の実現については、他の

自治体と連携しながら国に働きかける

ことを検討します。」は、多文化共生指針

策定当初からあるもので、更には 1994
年に川崎市議会が採択した「定住外国人

の地方参政権の確立に関する意見書」

や、外国人市民代表者会議の提言もされ

ている課題ですので、他の自治体と連携

しながら国への働きかけを前向きに検

討し推進してください。 

６ 

 

地域社会の自治の担い手として外国

人市民を位置づけ、地方参政権付与の声

を国に届けてほしい。国内の偏狭な議論

にとらわれず、世界の動向を啓発してく

ださい。 
７ 

 

ほかの項目はよいが、参政権に反対で

ある。 

16



№ 意見の要旨 意見に対する市の考え方 区分 

８ 

 

「社会参加の促進」に含まれる「地方

参政権の実現については、他の自治体と

連携しながら国に働きかけることを検

討します。」は川崎市が外国人地方参政

権の実現を目指すことを表明している

ことと理解したが、そうだとすると、こ

の内容については、1990 年代前半に盛

り込んだものとの報道があるが、第一に

当時と国際・国内情勢が変わっており、

第二に当時の市が有権者と十分話した

形跡もない。第三に地方参政権を是とす

る当然の法理は存在しない。本計画にお

いて「地方参政権の実現については、検

討しない」と明記するか、不要な誤解や

諍いを防ぐため、表現を削除すべきでは

ないか。 

本指針の策定に当たっては、2003

（平成 15）年に指針策定の考え方を、

2004（平成 16）年に指針骨子案を公表

し、市民の皆様からの意見を反映させ

る機会を設け、市民、学識経験者等か

ら様々な御意見をいただき策定いた

しました。 
外国人市民の地方参政権につきま

しては、専ら国の立法政策に関わる事

柄であると考えておりますが、様々な

考えや意見があることなどを踏まえ、

国の動向等を注視している状況です。

今後、国において様々な議論等が進ん

だ場合は、必要に応じて他自治体とも

連携し、国に働きかけることを検討し

てまいります。 

Ｄ 

９ 

より多くの外国人市民が加われる市

政の手段として、「請願・陳情」について

の多言語案内、広報、啓発に努める記載

を本項目に追加するとよいのではない

か。 

制度の案内等について、他の各種制

度の周知方法等と併せて検討してま

いります。 Ｄ 

10 

日本人市民と外国人市民が隣近所で

関わる機会をつくりつつ、双方が生活し

やすいまちづくりを担う「コーディネー

ター」を、地域社会の実情が把握しやす

い「市民館」の職員として配置すること

を提案します。一斉に始めることが難し

いと考えます。そこで、まずは外国人市

民が多く住んでいる地域を、「多文化共

生モデル地区」に設定するとよい。 

外国人市民等が地域社会の構成員

として、より地域活動に参加しやすく

なるよう、国際交流センター、かわさ

き市民活動センター、かわさき多文化

共生プラザ等の周知を図り、利用を促

すとともに、市民館におきましては、

外国人市民等を含む全ての市民の生

涯学習の拠点として、集い、学び、活

動する場の提供を通して、地域におけ

るつながりづくりを推進してまいり

ます。 

Ｄ 
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（６）Ⅱ施策の具体的推進内容 ４ 共生社会の形成 

№ 意見の要旨 意見に対する市の考え方 区分 

１ 

 

市民の自主的な活動や居場所づくり

に向けた環境を整備することで、地域で

の外国人市民と日本人市民が共に活動

する多文化共生社会の形成を支援する

ことも不可欠だと思っております。多文

化共生社会の実現に向けて着実に前進

できるよう応援しております。 

地域における多文化共生社会の形

成にあたっては地域活動や外国人市

民の支援に既に取り組んでいる関係

機関との連携を図りながら効果的な

施策を講じられるよう努めてまいり

ます。 

Ｂ 

２ 

 

国際交流センターにある多文化共生

社会総合相談ワンストップセンターの

相談情報を市職員等に共有し、現場の状

況への理解を深めてほしい。 

多文化共生総合相談ワンストップ

センターにおける相談情報について

は、言語別・相談内容別など相談件数

等の相談実績について、庁内会議での

情報提供を行い、共有を図っていると

ころですが、庁内における認知度向上

に向けた取組を含め、今後とも引き続

き取り組んでまいります。 

Ｃ 

 

３ 

 

「地域における多文化共生社会の形

成」にある「市内各地域において多様な

担い手を見出し、育てていく」、「市民の

自主的な活動や居場所づくりに向けた

環境を整備する」については、補助金等

の拠出もお願いしたいが、コーディネー

ター機能等が重要である。 

外国人市民と日本人市民が地域に

おいて共に活動するための活動や居

場所づくりへの具体的な支援策につ

いては、関係機関と連携しながら検討

してまいります。 

Ｄ 

４ 

 

事業者が労働法令や入管法令を遵守

した形で雇用することは、多文化共生社

会を実現するうえで、最低限のベースで

あるため、情報提供だけでなく、状況を

確認し、指導をするところまで踏み込め

ないかと思います。そのためには経済労

働局や専門家との連携も検討してほし

い。 

多文化共生社会推進の主体である

との認識を持っていただけるよう、事

業者に対して広報・啓発に努めてまい

ります。また、本市で毎年実施してい

る労働状況実態調査の結果等を踏ま

え、関係局と連携し、対応について検

討してまいります。 

Ｄ 

５ 

 

市職員の国籍を理由とした任用制限

を見直してほしい。 
市職員の採用や任用のあり方につ

いては、他の自治体と連携しながら検

討するとともに、多文化共生社会の形

成に向け、会計年度任用職員等につい

ても外国人市民の採用に努めてまい

ります。 

Ｄ 
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№ 意見の要旨 意見に対する市の考え方 区分 

６ 

 

新しく設置される「多文化共生プラ

ザ」と「国際交流センター」の役割の違

い、そしてどのように連携をされるのか

について教えてほしい。 

多文化共生総合相談ワンストップ

センターは本市における「外国人市

民の相談支援拠点」であり、11言語

の相談員を配置し、外国人市民が生

活する上で必要な情報を提供し、さ

まざまな分野にわたる相談を行うと

ともに、関係機関と連携を図りなが

ら対応しています。 

また、かわさき多文化共生プラザ

は、市内外国人市民が集住する市南

部地域において、気軽に対面での生

活相談ができる新たな拠点として、

６言語の相談員を配置する予定とな

っています。対応言語数にも限りが

あることから複雑化・多様化する相

談支援ニーズに対応していくため、

ワンストップセンターと多文化共生

プラザが連携しながら、相談員のス

キル向上・ノウハウの集積を行うと

ともに、外国人相談支援体制の充実

に向けた取り組みを推進してまいり

ます。 

Ｄ 

 

 

（７）Ⅱ施策の具体的推進内容 ５ 施策の推進体制の整備 

№ 意見の要旨 意見に対する市の考え方 区分 

１ 

「施策推進の地域拠点づくり」は、外

国人市民代表者会議でも提言されてい

るが、今回の改定で「多文化共生プラザ」

として実現していることを評価する。 

外国人市民が多く住む市南部地域

での新たな拠点として整備する「かわ

さき多文化共生プラザ」においては、

身近な場所での生活相談や情報提供・

情報発信のほか、「場」としての機能

や役割として居場所づくりや外国人

市民代表者会議からの提言を踏まえ

ながら、外国人相談支援体制の充実に

向けた取組を推進してまいります。 

Ｂ 
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（８）その他 

№ 意見の要旨 意見に対する市の考え方 区分 

１ 

日本語が話せない外国人市民にも市

の取組が届いているようならば、日本語

のできる人にも機能しているはずであ

る。 

本指針に基づく多文化共生施策を

進め、外国人市民をはじめ、より多く

の方々に、本市の取組を知っていただ

けるよう、着実に推進してまいりま

す。 

Ｄ 
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市民意見等を踏まえた指針の修正事項 

 
パブリックコメント手続でのＡ区分のほか、外国人住民人口の時点修正や巻末に参考資料を添付

するなどの整理を行いました。 
※下線は修正箇所 

 
本編 
頁番

号 
修正内容〔修正後〕 〔修正前〕 

３ 
・ 
４ 

（１）外国人市民の状況 
 外国人住民人口及び本市に占める割合、

「在留資格別人口と構成比」のグラフを

令和５年１２月末日の統計値に更新 

 

１８ （６）住宅 
＜課題＞ 
国籍や文化の違い、また日本語が不自由な

ためなどの理由から、民間賃貸住宅への入

居差別はなくなっていない現状がありま

す。 

（６）住宅 
＜課題＞ 

国籍や文化の違い、また、日本語を十分

に理解できないことによる近隣トラブル

などの理由により、民間賃貸住宅への入

居差別はなくなっていない現状がありま

す。 

 
３１ 
～ 
６９ 

 

参考資料を追加 
１ 指針策定の経過             
２ 施策の推進に関わる有識者会議等  

３ 外国人市民施策に関わる条例等 
４ 本市の外国人住民人口 

５ 川崎市外国人市民意識実態調査結果

（抜粋） 

６ 用語解説（五十音順）  

 

 
※その他、用語・用字の修正など、所要の整備を行っています。 
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川崎市多文化共生社会推進指針（改定版）概要版

○2005（平成17）年 「川崎市多文化共生社会推進指針」の策定
○2008（平成20）年 第１回改定：施策の進捗状況に応じた見直し
○2015（平成27）年 第２回改定：新在留管理制度の開始（2012（平成24）年）に伴う環境の変化や、川崎市人権施策推進基

本計画（人権かわさきイニシアチブ）」の改定、川崎市国際施策推進プランの策定を踏まえた見直し。
主な修正内容は、新在留管理制度（外国人登録制度の廃止）対応と重点課題の設定

（２）外国人市民に関わる施策の推移
＜これまでの主な取組＞
○1970年代から外国人市民が国籍や文化、言語の違いになどによって社会的な不利益を受けないよう諸制度の改善を図るとと
もに、あわせて教育・啓発等の取組を推進

○1996（平成８）年 外国人市民の声を市政に反映するための仕組みとして外国人市民代表者会議を条例で設置
○2005（平成17）年 本指針を策定し、その後、2008（平成20）年と2015（平成27）年に改定

＜前回指針改定（2015（平成27）年）以降の主な新たな取組＞
〇2019（令和元）年 日本語を含む11言語に対応する多文化共生総合相談ワンストップセンターの設置や市内全区の区役所に

タブレット型情報端末を活用したテレビ通訳の導入・運用を開始するなど、相談・通訳体制の充実
○2019（令和元）年 川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例制定
○2020（令和２）年 日本語指導の必要な児童生徒の急増に対応し、従前の日本語指導等協力者の派遣に代わり日本語指導初

期支援員及び日本語指導巡回非常勤講師を配置し全ての学校での対応を可能とするよう指導体制を強化
〇2021（令和３）年 川崎市〈やさしい日本語〉ガイドライン策定
〇2023（令和５）年度以降、かわさき多文化共生プラザ、（仮称）川崎市地域日本語教育推進方針に基づく取組の推進

〇本市は、外国人市民代表者会議条例の制定をはじめ、外国人市民を共にまちづくりを進めるかけがえのない一員と考え、外国人市民を包摂した地域社会づくりを推進するなど多様性のまちとして発展
〇外国人市民施策の基本理念となる基本方針として、2005（平成17）年に国籍や民族、文化の違いを豊かさとして生かし、すべての人が互いに認め合い、人権が尊重され、自立した市民として共に暮
らすことができる「多文化共生社会」の実現に向けて基本的な考え方と具体的な推進内容を示す「川崎市多文化共生社会推進指針」を国に先駆けて策定し、取組を推進

〇国の動きとしては、2018（平成30）年の入管法改正による「特定技能」の創設、「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」など、外国人の受入れや共生のための取組が本格化
○国連において2015（平成27）年に誰一人取り残さない持続可能な開発目標（SDGs）が採択され、多文化共生社会の実現はその理念とも合致
〇コロナ禍により一旦減少した本市の外国人住民人口は再度増加傾向にあり、在留資格の多様化、デジタル化の進展など、社会環境の変化に対応し、すべての市民が多文化共生社会の担い手として能力
を発揮でき、誰もが住みやすい魅力あるまちづくりが求められている。

（１）附属機関
学識者等による助言と施策の検証
2005（平成17）年〜2015（平成27）年３月 「川崎市多文化共生施策検討委員会」
2015（平成27）年〜2020（令和 2 ）年３月 「川崎市人権施策推進協議会 外国人市民施策部会」
2020（令和 2 ）年〜 「川崎市多文化共生社会推進協議会」

（２）庁内推進体制
人権・男女共同参画推進連絡会議等における外国人市民施策の推進に関する協議・検討

Ⅰ 指針の趣旨

第２回改定以降の社会情勢の変化、外国人市民意識実態調査、多文化共生社会推進協議会からの報告等を踏まえ、本市の
多文化共生社会の実現に向けた具体的な推進内容を更新するため、３回目となる改定を行う。

＜改定後の指針について＞
○施策の定期的な進捗状況調査に基づく、多文化共生社会推進協議会等での検証を続けながら国の動向等社会環境の変化に
対応し、川崎市総合計画や川崎市人権施策推進基本計画（人権かわさきイニシアチブ）、川崎市国際施策推進プラン等の
関連計画との整合を図りながら、施策を推進し必要に応じて見直しを行っていく。

＜川崎市外国人市民意識実態調査※＞ 2019（令和元）年
〇日本語能力
問題なく読める53.2％
ひらがな、カタカナ、簡単な漢字ならわかる32.6％

〇川崎市の多言語による情報提供
やさしい日本語が重要 84.2％
るびつき日本語が重要 70.9％
外国語への翻訳が重要 79.9％

〇地域活動への関心・参加意欲
参加していないが、
参加したい気持ちがある67.9％

（N=763）

＜川崎市多文化共生社会推進協議会からの意見＞
（2023（令和５）年３月）

〇一定の取組が進んだ重点課題（①情報の多言語化と通
訳体制の拡充、②日本語学習支援の拡充、③施策推
進の地域拠点づくり、④差別解消施策の検討）につ
いては、指針本体へ組入れし、今後も継続して推進

〇地域における多文化共生の形成や担い手の育成
○新在留管理制度の定着、日本語指導体制の再構築など
の反映

〇〈やさしい日本語〉やICTの活用などのコミュニケー
ション手段の拡充

〇教育と福祉の連携、複合的な要因への配慮

【外国人住民人口と人口比率の推移】

【在留資格別人口と構成比】

（１）外国人市民の状況
○本市の外国人市民は、1980年代に入るまでその多く
が歴史的経緯により特別永住資格を有する在日韓国・
朝鮮籍の方であったが、その後のグローバル化等の進
展により現在は様々な国・地域から多様な人々が居住

○2023（令和5）年12月末現在の市内外国人住民人口は、
50,794人で全市民の約3.29％を占め、国籍・地域の数
は145となっている。

○近年はコロナ禍で、一時減少に転じたものの、再び
増加傾向にあり、前回指針改定時の2015（平成27）年
6月以降の８年間で、約1.6倍となっている。

○市内で暮らす外国人住民の在留資格別構成
比は、「永住者」、「特別永住者」で全体
の４割を占める。前回指針改定時の2015
（平成27）年から「永住者」と「技術・人
文知識・国際業務」が大きく増加している。
また、「家族滞在」も増えており、家族を
伴う形で外国人市民の定着・定住が進んで
いる。

○多様な文化を持つ市民が共に生活すること
により、地域社会が豊かになる一方、文化
の違いから摩擦が生じる場合もある。

＜改定の考え方＞
〇現行の「基本目標」、「基本理念」、「施策推進の基本方向」は継承の上、具体的な推進内容に市の施策の進展を反映
〇次の100年に向けて、多様性の価値を大切に、これまで積み重ねてきた多文化共生社会の実現のための取組をさらに推進

＜主な改定の内容＞
〇新たに位置付けた取組
・「地域における多文化共生社会の形成」の位置付け ・川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例の適切な運用
・かわさき多文化共生プラザの開設・（仮称）川崎市地域日本語教育推進方針の位置付け
・ICT、〈やさしい日本語〉の活用の推進
→取組に一定の進展があった重点課題は、指針本体へ組入れ

〇拡充を図る取組
・在留管理制度への理解の促進
・避難所運営に外国人市民が参加しやすい環境づくり など

【外国人市民とは】
〇本市では、外国籍の住民は地域社会を構成するかけ
がえのない一員と考え、1996（平成8）年の川崎市
外国人市民代表者会議条例の制定から「外国人市
民」という言葉を使用

○本指針では、外国籍の住民だけでなく、日本国籍で
あっても外国につながりのある人（国際結婚により
生まれた人や日本国籍を取得した人等）も視野に入
れて使用

かわ さき し た ぶん か きょうせい しゃかい すいしん ししん

※「川崎市外国人市民意識実態調査報告書」 2020（令和）2年3月

50,794人 3.29％
2023年12月末日現在
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すべての子どもの学習権を保障し、社会における少数の立場の人（マイノリティ）の文化を尊重するとともに、すべての市民の自立と相互理解が図られる教育を推進し、効果的な学習支援体制の構築に努めます。

外国人市民が健康で安心して安全に生活するために必要な情報や行政サービスを受けられるよう、ＩＣＴの活用を含め、施策の充実や環境整備に努めます。

川崎市多文化共生社会推進指針（改定版）概要版

①人権の尊重 人権に関する国際原則等を踏まえ、異なる文化的背景を持つ市民が差別や人権侵害を受けることがないよう、外国人市民に関わる施策等の推進に努めます。
②社会参加の促進 外国人市民が、個人として本来持っている豊かな能力を発揮して、市民として様々な活動に主体的に参加し、共にまちづくりを担うことができるよう、地域社会への参加の促進に努めます。
③自立に向けた支援 日本語の理解力や文化の違いなどにより生活に支障をきたしている外国人市民が、文化的アイデンティティを保持しながら主体的に地域社会に関わることができるよう、自立に向けた支援に努めます。

（２）基本理念

（３）施策推進の基本方向

（１）基本目標：多文化共生社会の実現

Ⅱ 施策の具体的推進内容 施策推進の基本方向１～５について、施策の具体的な推進内容をまとめた主な概要

４ 共生社会の形成
(1)市民への意識啓発 (2)市職員等の意識改革
(3)市職員の採用 (4)事業者への啓発
(5)国際交流センターの活用 (6)地域における多文化共生

社会の形成

国籍や民族、文化の違いを豊かさとして生かし、すべての人が互いに認め合い、人権が尊重され、自立した市民として共に暮らすことができる「多文化共生社会」の実現をめざします。

５ 施策の推進体制の整備
(1)行政組織の充実
(2)関係機関・ボランティア団体等との連携
(3)国等への働きかけ

３ 社会参加の促進
(1)市政参加
(2)地域における外国人市民等の
活動

２ 多文化共生教育の推進
(1)就学の保障と学習支援
(2)違いを認め合う教育
(3)地域における学習支援
(4)家庭へのサポート

１ 行政サービスの充実
(1)行政サービスの提供
(2)情報提供・相談窓口
(3)年金制度 (4)保健・医療
(5)福祉 (6)住宅 (7)防災

（１）行政サービスの提供
①市の行政サービスを等しく提供できるよう、常に外国人市民の存在を認識し、施策のあり方を検討します。
②在留管理制度及び外国人市民に係る住民基本台帳制度の理解が進むよう外国人市民及び関係機関への周知・啓発に努めます。
③在留管理制度に関する行政サービスの課題の把握に努め、必要に応じて国に働きかけます。
（２）情報提供・相談窓口
①ＩＣＴを活用しつつ、情報の多言語化、〈やさしい日本語〉の活用、外国人市民情報コーナーの充実等、情報提供の改善に

努めます。
②外国人相談体制の充実に努めます。
（３）年金制度
①年金加入促進のため、脱退一時金を含めた制度の広報・啓発に努めます。
②外国人従業員の年金加入について、より積極的に事業者等へ働きかけます。
③制度的無年金者に対する救済・改善措置及び脱退一時金制度の改善について国に働きかけます。
（４）保健・医療
①医療機関にかかる際の多言語資料等の普及に努めます。
②外国人市民の母子保健の充実に努めます。
③外国人市民に対して、健康保持や病気予防等の広報・啓発に努めます。
④医療保険加入を促進するため、医療保険制度の広報・啓発に努めます。
⑤外国人従業員の医療保険加入について、より積極的に事業者等に働きかけます。

⑥保険未加入者等の診療にあたる医療機関への医療費対策の充実を検討します。
⑦神奈川県が実施する医療通訳派遣システム事業の運営に参加し、医療通訳の充実に努めます。
⑧医療保険制度の改善を国に働きかけます。
（５）福祉
①福祉サービスの広報を積極的に行います。
②保育所入所児童について、言語や生活習慣等の違いに配慮した保育環境の整備に努めます。
③「外国人高齢者福祉手当」、「外国人心身障害者福祉手当」の充実に努めます。
④介護を必要とする高齢者・障害者への福祉・介護保険サービスの提供にあたって､言語や生活習慣等の違いに配慮するよう、
サービス提供者との連携に努めます。

⑤「川崎市ＤＶ防止・被害者支援基本計画」に基づき、外国人に対するＤＶ(ドメスティック・バイオレンス）防止及び被害
者の支援の取組の充実に努めます。

（６）住宅
①住宅基本条例や居住支援制度等の広報・啓発を進めるとともに、相談体制の充実に努めます。
②民間賃貸住宅の入居差別の解消や安定した居住の確保に努めます。
（７）防災
①災害時において、外国人市民が差別されることなく、適切な情報提供や対応が行われるよう体制の整備に努めます。
②災害時において、外国人市民が避難所の運営に参加しやすい環境づくりに努めます。
③外国人市民に対して、防災に関する啓発に努め、情報を多言語で広報します。
④災害時の対応に備えて、市民グループ、ボランティア団体等との連携に努めます。

③外国人学校との交流を推進するとともに外国人学校への支援に努めます。
④教職員に対して、人権・多文化共生に関する研修の充実に努めます。
（３）地域における学習支援
①日本語学習をはじめとする学習支援等の充実に努めます。
②外国人市民に対して、日本の社会・制度・文化に関する理解の促進に努めます。
（４）家庭へのサポート
①外国人保護者等の状況に配慮した情報提供や支援に努めます。
②母語・母文化の重要性を理解・尊重しながら、家庭との連携に努めます。

かわ さき し た ぶん か きょうせい しゃかい すいしん ししん かいていばん がいようばん

５ 指 針 の 基 本 的 な 考 え 方
ししん き ほんてき かんが かた

１ 行 政 サ ー ビ ス の 充 実
ぎょうせいさ ー びす じゅうじつ

２ 多 文 化 共 生 教 育 の 推 進
たぶんかきょうせいきょういく すいしん

しさく ぐたいてきすいしんないよう

（１）就学の保障と学習支援
①全ての義務教育年齢の子どもに就学の権利を保障するとともに、ICTを活用しつつ、全ての子どものための学習環境の
整備に努めます。

②就学、学習、進路等、教育全般に関わる相談体制の充実に努めます。
③日本語指導が必要な児童生徒に対し、日常生活に必要な生活言語、授業や教科学習に必要な学習言語の習得支援及び
学習支援の充実に努めます。

（２）違いを認め合う教育
①日本人と外国人が互いを認め合い尊重し合える多文化共生教育を、外国人市民とともに推進します。
②社会における少数の立場の人（マイノリティ）が母語・母文化を大切にしながら、文化的アイデンティティを形成で
きるよう、環境の整備に努めます。
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すべての市民が違いを認め合い共に生きる社会をつくるため、市民、行政、事業者それぞれに対して意識啓発を進めるとともに、内外に開かれた地域社会づくりを促進します。

川崎市多文化共生社会推進指針（改定版）（案）概要版

４ 共生社会の形成

（１）市民への意識啓発
①国籍、民族、文化の違いを超えて、すべての人が互いに認め合い差別をなくすよう啓発に努めます。
②市民グループ、ボランティア団体等に対し、多文化共生の考え方について広報・啓発に努めます。
③文化芸術活動を通じて市民が多様な文化を理解し、尊重し合うことができるよう、地域などでの文化交流の促進に努めま

す。
（２）市職員等の意識改革
①人権意識や多文化共生意識を啓発するため、市職員及び教職員に対する研修等を充実させます。
②外国人市民の存在を十分に認識しながら業務を行っていくよう、市職員の意識啓発に努めます。
（３）市職員の採用
①市職員の採用や任用のあり方については、他の自治体と連携しながら検討していきます。
②多文化共生社会の形成に向け、会計年度任用職員等についても外国人市民の採用に努めます。
（４）事業者への啓発
①事業者が外国人の就職や労働条件において差別をせず、適正な雇用が行われるよう広報・啓発に努めます。
②事業者に対し、多文化共生社会を推進する主体であるとの認識が持てるよう、広報・啓発に努めます。
③意識啓発のための事業所内研修の支援に努めます。

外国人市民が主体的に市政参加できる環境の整備に努めるとともに、地域社会の構成員として、自己の能力を十分に発揮しながら様々な活動に参加できるよう施策を推進します。

外国人市民に関わる施策を総合的に推進するため、行政内部での連携・調整機能を充実させるとともに、施策推進の拠点整備を進め、市民、関係機関・団体等との連携及び国等への制度改善等の働きかけを行います。

（２）地域における外国人市民等の活動
①町内会・自治会、PTA等に対して、外国人市民をその構成員として認め、相互理解や交流を進めるよう啓発に努めます。
②外国人市民や市民グループ等が地域の活動により参加しやすくなるような環境の整備に努めます。

（１）市政参加
①外国人市民代表者会議の充実を図り、外国人市民の意見の施策反映に努めます。
②市の審議会等で、外国人市民委員の参加を積極的に進めるとともに、参加しやすい環境づくりに努めます。
③住民投票制度の運用にあたっては、外国人市民が参加しやすい環境づくりに努めます。
④地方参政権の実現については、他の自治体と連携しながら国に働きかけることを検討します。

（５）国際交流センターの活用
①国際交流センターの利用の促進と、多文化共生に向けた事業の充実に努めます。
②多文化共生総合相談ワンストップセンターの相談事業や公益財団法人川崎市国際交流協会が行う翻訳、通訳サービスの拡充に
向け支援します。

③公益財団法人川崎市国際交流協会と連携し、多文化共生社会の実現や国際交流・協力を目的とする市民グループ等の活動を支
援し、市民主体の多文化共生社会の実現と国際交流・協力を促進します。

④公益財団法人川崎市国際交流協会と連携し、修学援助、住宅相談等外国人留学生の支援の充実に努めるとともに、市民との交
流を促進します。

⑤公益財団法人川崎市国際交流協会の体制強化に向けた連携を推進します。

（６）地域における多文化共生社会の形成
①市民の自主的な活動や居場所づくりに向けた環境を整備することで、地域での外国人市民と日本人市民が共に活動する多文化
共生社会の形成を支援します。

（１）行政組織の充実
①施策推進のため、全庁的な会議等を中心に関係局間の連携・調整機能を充実させます。
②他都市及び神奈川県との情報交換、連携を進め、施策展開の課題・問題点等の認識を深めます。
③指針に基づく施策の進行管理及び評価を行います。
④多文化共生社会の推進状況を把握し、施策に役立てるために、外国人市民の生活と意識に関する実態調査を定期的に

実施します。
⑤外国人市民であることを理由とする差別の解消と人権侵害の防止に向けた施策について検討します。
⑥外国人市民のニーズと地理的特性を踏まえ、かわさき多文化共生プラザ等の多文化共生の推進拠点を整備し、その活

用に努めます。

（２）関係機関・ボランティア団体等との連携
①多様な主体と協働・連携して多文化共生施策を推進します。

（３）国等への働きかけ
①外国人市民の生活に関わる法や制度の改善を国・神奈川県へ要望します。

かわ さき し た ぶん か きょうせい しゃかい すいしん ししん かいていばん がいようばんあん

３ 社 会 参 加 の 促 進
しゃかいさんか そくしん

４ 共 生 社 会 の 形 成
きょうせいしゃかい けいせい

５ 施 策 の 推 進 体 制 の 整 備
しさく すいしんたいせい せいび
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を取
と

り巻
ま

く環境
かんきょう

が変化
へ ん か

しており、本市
ほ ん し

においても川崎市
かわさきし

差別
さ べ つ

のない人権
じんけん

尊重
そんちょう

のまちづくり条例
じょうれい

の制定
せいてい

などの施策
し さ く

が進展
しんてん

していることから、

このたび３度目
ど め

となる改定
かいてい

をいたしました。 

2024（令和
れ い わ

６）年
ねん

７月
がつ

に市制
し せ い

100周年
しゅうねん

を迎
むか

える本市
ほ ん し

は、多様性
たようせい

のまちとして発展
はってん

し

てきた歴史
れ き し

があります。次
つぎ

の 100年
ねん

に向
む

けて多様性
たようせい

の価値
か ち

をより一層
いっそう

大切
たいせつ

に、今後
こ ん ご

も、

本
ほん

指針
し し ん

に基
もと

づき、人権
じんけん

を尊重
そんちょう

し、共
とも

に生
い

きる多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の実現
じつげん

に向
む

けて、施策
し さ く

を推進
すいしん

してまいりますので、市民
し み ん

と事
じ

業者
ぎょうしゃ

の皆様
みなさま

の御理解
ご り か い

と御協力
ごきょうりょく

をお願
ねが

いいたし

ます。  

 本指針
ほんししん

の改定
かいてい

に当
あ

たりましては、御助言
ごじょげん

いただいた川崎市
かわさきし

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進協
すいしんきょう

議会
ぎ か い

をはじめ、貴重
きちょう

な御意見
ご い け ん

をいただいた市民
し み ん

の皆様
みなさま

に心
こころ

から感謝申
かんしゃもう

し上
あ

げます。 

2024（令和
れ い わ

６）年
ねん

３月
がつ
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Ⅰ 指針
し し ん

の趣旨
し ゅ し

 

１ 「多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

」の実現
じつげん

に向
む

けて 

本市
ほ ん し

は、1924（大正
たいしょう

13）年
ねん

に市制
し せ い

を施行
し こ う

したときは約
やく

５万人
まんにん

であった人口
じんこう

が、現在
げんざい

は 154万人
まんにん

を超
こ

えており、日本
に ほ ん

各地
か く ち

をはじめ、様々
さまざま

な国
くに

・地域
ち い き

から多
おお

くの人々
ひとびと

が移
うつ

り

住
す

み、多様
た よ う

な文化
ぶ ん か

が交流
こうりゅう

する中
なか

で、多様性
たようせい

のまちとして発展
はってん

してきました。 

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

条例
じょうれい

の制定
せいてい

など、本市
ほ ん し

は、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

を早
はや

くから推進
すいしん

してきました。2005(平成
へいせい

17)年
ねん

に外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

の基本
き ほ ん

理念
り ね ん

となる基本
き ほ ん

方針
ほうしん

として多
た

文化
ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の実現
じつげん

に向
む

けた基本的
きほんてき

な考
かんが

え方
かた

と具体的
ぐたいてき

な推進
すいしん

内容
ないよう

を示
しめ

す「川崎
かわさき

市
し

多
た

文化
ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

指針
し し ん

」を国
くに

に先駆
さ き が

けて策定
さくてい

し、国籍
こくせき

や民族
みんぞく

、文化
ぶ ん か

の違
ちが

いを豊
ゆた

かさと

して生
い

かし、すべての人
ひと

が互
たが

いに認
みと

め合
あ

い、人権
じんけん

が尊重
そんちょう

され、自立
じ り つ

した市民
し み ん

として共
とも

に暮
く

らすことができる「多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

」の実現
じつげん

に向
む

けた取組
とりくみ

を進
すす

めています。 

国
くに

においては、2018（平成
へいせい

30）年
ねん

の出 入 国
しゅつにゅうこく

管理
か ん り

及
およ

び難民
なんみん

認定法
にんていほう

*1の改正
かいせい

により、新
あら

たな在留
ざいりゅう

資格
し か く

として「特定
とくてい

技能
ぎ の う

*」が創設
そうせつ

され、併
あわ

せて、「外国
がいこく

人材
じんざい

の受入
う け い

れ・共生
きょうせい

のための総合的
そうごうてき

対応
たいおう

策
さく

*」が決定
けってい

されるなど、国
くに

の施策
し さ く

としても外国人
がいこくじん

の受入
う け い

れ、共生
きょうせい

のための取組
とりくみ

が本格化
ほんかくか

しています。 

また、この間
かん

、誰
だれ

一人
ひ と り

取
と

り残
のこ

さない持続
じ ぞ く

可能
か の う

で多様性
たようせい

と包摂性
ほうせつせい

のある社会
しゃかい

の実現
じつげん

の

ため、2030（令和
れ い わ

12）年
ねん

までに達成
たっせい

すべき 17 の国際
こくさい

目標
もくひょう

を定
さだ

めた「持続
じ ぞ く

可能
か の う

な開発
かいはつ

目標
もくひょう

（ＳＤＧｓ）*」が国連
こくれん

総会
そうかい

において採択
さいたく

されましたが、あらゆる人々
ひとびと

が活躍
かつやく

で

きる社会
しゃかい

の実現
じつげん

に向
む

けた取組
とりくみ

が進
すす

められており、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の実現
じつげん

は、ＳＤＧｓ

の理念
り ね ん

とも合致
が っ ち

しています。 

                                                   
1 「*」印

しるし

を付
ふ

した言葉
こ と ば

は、64ページ
ぺ ー じ

からの参考
さんこう

資料
しりょう

「６ 用語
よ う ご

解説
かいせつ

」に掲載
けいさい

しています。 

1



 

新型
しんがた

コロナウィルス
こ ろ な う ぃ る す

感染症
かんせんしょう

拡大
かくだい

の影響
えいきょう

で減少
げんしょう

した外国人
がいこくじん

住民
じゅうみん

人口
じんこう

は、本市
ほ ん し

にお

いても 再
ふたた

び増加
ぞ う か

傾向
けいこう

にあり、在留
ざいりゅう

資格
し か く

の多様化
た よ う か

とともに、家族
か ぞ く

を 伴
ともな

う 形
かたち

での

定着
ていちゃく

・定住
ていじゅう

といった傾向
けいこう

も見
み

られるようになっています。また、デジタル化
で じ た る か

の急速
きゅうそく

な進展
しんてん

などを含
ふく

め、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

施策
し さ く

を取
と

り巻
ま

く社会
しゃかい

情勢
じょうせい

が大
おお

きく変化
へ ん か

している中
なか

で、

地域
ち い き

特性
とくせい

に応
おう

じた多様性
たようせい

を生
い

かしたまちづくりが求
もと

められています。 

本市
ほ ん し

は、これまで積
つ

み重
かさ

ねてきた取組
とりくみ

をさらに進
すす

めるとともに、今後
こ ん ご

も多様性
たようせい

の

価値
か ち

を大切
たいせつ

に、そのポテンシャル
ぽ て ん し ゃ る

を生
い

かし、すべての市民
し み ん

が多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の担
にな

い手
て

として、個々
こ こ

の能力
のうりょく

が発揮
は っ き

でき、誰
だれ

もが住
す

みやすい魅力
みりょく

あるまちをめざしていきた

いと考
かんが

えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【外国人
が い こ くじ ん

市民
し み ん

】 

本市
ほ ん し

では、外
がい

国籍
こくせき

の住民
じゅうみん

は地域
ち い き

社会
しゃかい

を構成
こうせい

するかけがえのない一員
いちいん

と考
かんが

え、1996

（平成
へいせい

8）年
ねん

の川崎市
かわさきし

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

*条例
じょうれい

の制定
せいてい

から「外国人
がいこくじん

市民
し み ん

」という

言葉
こ と ば

を使用
し よ う

しています。 

さらに、本指針
ほんししん

では外
がい

国籍
こくせき

の住民
じゅうみん

だけでなく、日本
に ほ ん

国籍
こくせき

であっても外国
がいこく

につなが

りのある人
ひと

（国際
こくさい

結婚
けっこん

により生
う

まれた人
ひと

、中国
ちゅうごく

帰国者
きこくしゃ

*、日本
に ほ ん

国籍
こくせき

を取得
しゅとく

した人
ひと

等
とう

）

も視野
し や

に入
い

れて使用
し よ う

しています。 

2
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２ 本市
ほ ん し

の外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の状 況
じょうきょう

と施策
し さ く

の推移
す い い

 

（１）外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の状 況
じょうきょう

 

本市
ほ ん し

の外国人
がいこくじん

住民
じゅうみん

人口
じんこう

（※）は、2023 (令和
れ い わ

５)年
ねん

12月
がつ

末
まつ

日
じつ

現在
げんざい

50,794人
にん

で、全市民
ぜんしみん

に占
し

める割合
わりあい

は 3.29％となっています。また、その出身
しゅっしん

国
こく

や来日
らいにち

の理由
り ゆ う

も年々
ねんねん

多様化
た よ う か

しており、国籍
こくせき

・地域
ち い き

の数
かず

は 145 となっています。 

本市
ほ ん し

の外国人
がいこくじん

市民
し み ん

は、1980年代
ねんだい

に入
はい

るまでその多
おお

くが歴史
れ き し

的経緯
てきけいい

により特別
とくべつ

永住
えいじゅう

資格
し か く

*を有
ゆう

する在日
ざいにち

韓国
かんこく

・朝鮮
ちょうせん

籍
せき

の方
かた

で占
し

められていました。その後
ご

、

グローバル化
ぐ ろ ー ば る か

の進展
しんてん

に伴
ともな

い国境
こっきょう

を越
こ

えた人
ひと

の移動
い ど う

が活発
かっぱつ

になる中
なか

で、1990（平成
へいせい

２）年
ねん

の出 入 国
しゅつにゅうこく

管理
か ん り

及
およ

び難民
なんみん

認定法
にんていほう

*の改正
かいせい

等
とう

もあり、様々
さまざま

な国
くに

・地域
ち い き

から在留
ざいりゅう

資格
し か く

も多様
た よ う

な人々
ひとびと

が来日
らいにち

し、市内
し な い

全域
ぜんいき

にわたって居住
きょじゅう

するようになってきました。

また、国際
こくさい

結婚
けっこん

により生
う

まれた人
ひと

や海外
かいがい

からの帰国者
きこくしゃ

など、日本
に ほ ん

国籍
こくせき

を持
も

つ人々
ひとびと

の

中
なか

にも多様
た よ う

な文化的
ぶんかてき

背景
はいけい

を持
も

つ外国
がいこく

につながりのある人々
ひとびと

が増
ふ

えています。 

（※）外国人
がいこくじん

住 民
じゅうみん

人口
じんこう

：住 民
じゅうみん

基本
きほん

台 帳
だいちょう

における外
がい

国籍
こくせき

の住 民
じゅうみん

登録者数
とうろくしゃすう

（日本
にほん

国籍
こくせき

を持
も

つ外国人
がいこくじん

市民
しみん

は含
ふく

まれていません。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1990年代
ねんだい

以降
い こ う

、市内
し な い

の外国人
がいこくじん

住 民
じゅうみん

人口
じんこう

は大幅
おおはば

に増加
ぞ う か

しました。近年
きんねん

はコロナ
こ ろ な

禍
か

で一時的
いちじてき

に減 少
げんしょう

したものの、現在
げんざい

は 再
ふたた

び増加
ぞ う か

傾向
けいこう

にあり、前回
ぜんかい

の指針
し し ん

改定
かいてい

時
じ

の

2015（平成
へいせい

27）年
ねん

６月
がつ

の 31,959人
にん

から 2023（令和
れ い わ

５）年
ねん

12月
がつ

までの８年間
ねんかん

で約
やく

18,800

人
にん

増加
ぞ う か

し、約
やく

1.6倍
ばい

となっています。 

【外国人
がいこくじん

住 民
じゅうみん

人口
じんこう

と人口
じんこう

比率
ひ り つ

の推移
す い い

】 
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3,662 （7.2％）

908 （1.8％）

1,788 （3.5％）

2,342 （4.6％）

2,434 （4.8％）

2,550 （5.0％）

3,904 （7.7％）

4,327 （8.5％）

4,732 （9.3％）

8,628 （17.0％）

15,519 （30.6％）

2,194 （6.9％）

464 （1.5％）

0 （0.0％）

1,879 （5.9％）

2,338 （7.3％）

479 （1.5％）

2,608 （8.2％）

5,233 （16.4％）

2,397 （7.5％）

3,790 （11.9％）

10,577 （33.1％）

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000 18,000

その他

永住者の配偶者等

特定技能

定住者

日本人の配偶者等

技能実習

留学

特別永住者

家族滞在

技術・人文知識・国際業務

永住者

人
2015（平成27）年6月 2023（令和5）年12月

さらに、近年
きんねん

では永住者
えいじゅうしゃ

や技術
ぎじゅつ

・人文
じんぶん

知識
ち し き

・国際
こくさい

業務
ぎょうむ

といった在留
ざいりゅう

資格
し か く

の人々
ひとびと

が大
おお

きく増加
ぞ う か

する中
なか

で、永住者
えいじゅうしゃ

の配偶者
はいぐうしゃ

等
とう

や家族
か ぞ く

滞在
たいざい

といった在留
ざいりゅう

資格
し か く

の人々
ひとびと

も

増
ふ

えており、家族
か ぞ く

を伴
ともな

う形
かたち

での外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の定着
ていちゃく

・定住
ていじゅう

が進
すす

んでいます。 

多様
た よ う

な文化
ぶ ん か

を持
も

つ市民
し み ん

が共
とも

に生活
せいかつ

することにより地域
ち い き

社会
しゃかい

が豊
ゆた

かになる一方
いっぽう

、

文化
ぶ ん か

の違
ちが

いから摩擦
ま さ つ

が 生
しょう

じる場合
ば あ い

もあります。また、偏見
へんけん

や差別
さ べ つ

意識
い し き

がなくなっ

ていないという現実
げんじつ

もあります。さらに、長年
ながねん

、地域
ち い き

社会
しゃかい

で生活
せいかつ

していても国籍
こくせき

の

違
ちが

いで不利
ふ り

な状 況
じょうきょう

を強
し

いられたり、日本語
に ほ ん ご

が不自由
ふ じ ゅ う

であるなどの理由
り ゆ う

で個人
こ じ ん

の持
も

つ能力
のうりょく

を発揮
は っ き

することが難
むずか

しい状 況
じょうきょう

も見受
み う

けられます
 

。 

 

  

【在 留
ざいりゅう

資格
し か く

別
べつ

人口
じんこう

と構成比
こうせいひ

】 

市内
し な い

で暮
く

らす外国人
がいこくじん

住 民
じゅうみん

の在 留
ざいりゅう

資格
し か く

別
べつ

構成比
こうせいひ

は、「永住者
えいじゅうしゃ

」と「特別
とくべつ

永住者
えいじゅうしゃ

」で

約
やく

4割
わり

を占
し

めます。前回
ぜんかい

の指針
し し ん

改定
かいてい

時
じ

の 2015（平成
へいせい

27）年
ねん

から「永住者
えいじゅうしゃ

」と「技術
ぎじゅつ

・

人文
じんぶん

知識
ち し き

・国際
こくさい

業務
ぎょうむ

」はそれぞれ約
やく

5,000人
にん

増加
ぞ う か

しました。「家族
か ぞ く

滞在
たいざい

」や「技能
ぎ の う

実 習
じっしゅう

」、

「特定
とくてい

技能
ぎ の う

」といった在 留
ざいりゅう

資格
し か く

の人
ひと

たちも大
おお

きく増
ふ

えています。 
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（２）外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に関
かか

わる施策
し さ く

の推移
す い い

 

 これまでの主
おも

な取組
とりくみ

 

本市
ほ ん し

では、1970年代
ねんだい

から、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が国籍
こくせき

や文化
ぶ ん か

、言語
げ ん ご

の違
ちが

いなどによって社会的
しゃかいてき

な不利益
ふ り え き

を受
う

けないよう、諸
しょ

制度
せ い ど

の改善
かいぜん

を図
はか

るとともに、あわせて教育
きょういく

・啓発
けいはつ

等
とう

の取
とり

組
くみ

を進
すす

めてきました。また、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

は地域
ち い き

社会
しゃかい

を構成
こうせい

するかけがえのない一員
いちいん

で

あるとの認識
にんしき

のもと、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の声
こえ

を市政
し せ い

に反映
はんえい

するための仕組
し く

みとして、1996

（平成
へいせい

８）年
ねん

に川崎市
かわさきし

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

*を条例
じょうれい

で設置
せ っ ち

するなど、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の

市政
し せ い

参加
さ ん か

を推進
すいしん

してきました。そして、2005（平成
へいせい

17）年
ねん

には国
くに

に先駆
さ き が

けて「川崎市
かわさきし

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

指針
し し ん

」を策定
さくてい

し、その後
ご

、2008（平成
へいせい

20）年
ねん

、2015（平成
へいせい

27）年
ねん

と２度
ど

の改定
かいてい

を重
かさ

ねながら多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の実現
じつげん

に向
む

けた地域
ち い き

社会
しゃかい

づくりを進
すす

めて

きました。 

 

前回
ぜんかい

の指針
し し ん

改定
かいてい

以降
い こ う

の主
おも

な新
あたら

しい取組
とりくみ

 

前回
ぜんかい

、2015（平成
へいせい

27）年
ねん

の改定
かいてい

以降
い こ う

の主
おも

な取組
とりくみ

としては、2019（令和元
れいわがん

）年度
ね ん ど

よ

り日本語
に ほ ん ご

を含
ふく

む 11言語
げ ん ご

に対応
たいおう

する多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

総合
そうごう

相談
そうだん

ワンストップセ
わ ん す と っ ぷ せ

ンター
ん た ー

*の

設置
せ っ ち

や市内
し な い

全区
ぜ ん く

の区
く

役所
やくしょ

においてタブレット
た ぶ れ っ と

型
がた

情報
じょうほう

端末
たんまつ

を活用
かつよう

したテレビ
て れ び

通訳
つうやく

の

導入
どうにゅう

・運用
うんよう

を開始
か い し

するなど、通訳
つうやく

体制
たいせい

の充実
じゅうじつ

を図
はか

ってきました。また、日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

が必要
ひつよう

な児童
じ ど う

生徒
せ い と

の急増
きゅうぞう

と多国籍化
た こ く せ き か

への対応
たいおう

として、従来
じゅうらい

の日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

等
とう

協 力 者
きょうりょくしゃ

の派遣
は け ん

*に代
か

わり、2020（令和
れ い わ

２）年度
ね ん ど

からは日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

初期
し ょ き

支援員
しえんいん

や

日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

巡
じゅん

回
かい

非常勤
ひじょうきん

講師
こ う し

を配置
は い ち

するなど、対象
たいしょう

となる児童
じ ど う

生徒
せ い と

が在籍
ざいせき

する全
すべ

て

の学校
がっこう

での対応
たいおう

を可能
か の う

とするよう、指導
し ど う

体制
たいせい

を強化
きょうか

してきました。さらに、2019

（令和
れ い わ

元
がん

）年
ねん

には、全
すべ

ての市民
し み ん

が不当
ふ と う

な差別
さ べ つ

を受
う

けることなく、個人
こ じ ん

として尊重
そんちょう

さ

れ、生
い

き生
い

きと暮
く

らすことができる人権
じんけん

尊重
そんちょう

のまちづくりを推進
すいしん

するため「川崎市
かわさきし
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差別
さ べ つ

のない人権
じんけん

尊重
そんちょう

のまちづくり条
じょう

例
れい

*」を制定
せいてい

しました。また、2021（令和
れ い わ

３)年
ねん

３月
がつ

に外国人
がいこくじん

市民
し み ん

にもわかりやすい情報
じょうほう

提供
ていきょう

のために川崎市
かわさきし

〈やさしい日本語
に ほ ん ご

〉*

ガイドライン
が い ど ら い ん

を策定
さくてい

しました。 

 今後
こ ん ご

は、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が多
おお

く住
す

む市
し

南部
な ん ぶ

地域
ち い き

における外国人
がいこくじん

相談
そうだん

支援
し え ん

体制
たいせい

の充実
じゅうじつ

に

向
む

けた取組
とりくみ

として、「かわさき多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

プラザ
ぷ ら ざ

*」の開設
かいせつ

や、子
こ

どもから大人
お と な

までを

対象
たいしょう

とした包括的
ほうかつてき

な日本語
に ほ ん ご

教育
きょういく

の環境
かんきょう

整備
せ い び

を進
すす

めるため、地域
ち い き

日本語
に ほ ん ご

教育
きょういく

の

基本的
きほんてき

な方針
ほうしん

の策定
さくてい

など新
あら

たな対応
たいおう

策
さく

の実施
じ っ し

を予定
よ て い

しています。 

 

＜外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に関
かか

わる本市
ほ ん し

の主
おも

な施策
し さ く

＞ 

 

1972(昭和
しょうわ

47)年
ねん

 市内在住
しないざいじゅう

外国人
がいこくじん

への国民
こくみん

健康
けんこう

保険
ほ け ん

の適用
てきよう

 

1975(昭和
しょうわ

50)年
ねん

 市営
し え い

住宅
じゅうたく

入居
にゅうきょ

資格
し か く

の国籍
こくせき

条項
じょうこう

撤廃
てっぱい

、児童
じ ど う

手当
て あ て

の支給
しきゅう

開始
か い し

 

1986(昭和
しょうわ

61)年
ねん

 
「川崎市

か わ さき し

在日
ざいにち

外国人
がいこくじん

教育
きょういく

基本
き ほ ん

方針
ほうしん

－主
しゅ

として在日
ざいにち

韓国
かんこく

・朝鮮人
ちょうせんじん

教育
きょういく

－」

の制定
せいてい

 

1988(昭和
しょうわ

63)年
ねん

 川崎市
か わ さき し

ふれあい館
かん

*の開設
かいせつ

 

1989(平成元
へいせいがん

)年
ねん

 公益
こうえき

財団
ざいだん

法人
ほうじん

川崎市
かわさきし

国際
こくさい

交 流
こうりゅう

協 会
きょうかい

*設立
せつりつ

 

1990(平成
へいせい

２)年
ねん

 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

推進
すいしん

のための 24項目
こうもく

の検討
けんとう

課題
か だ い

をまとめる 

1993(平成
へいせい

５)年
ねん

 

川崎市
か わ さき し

外
がい

国籍
こくせき

市民
しみん

意識
いしき

実態
じったい

調査
ちょうさ

の実施
じっし

 

外国人
がいこくじん

市民施策
し み ん し さ く

調査
ちょうさ

研究
けんきゅう

委員会
い い んか い

から「川崎市
か わ さき し

国際
こくさい

政策
せいさく

のガイド
が い ど

ライン
ら い ん

づ

くりのための 53項目
こうもく

の提言
ていげん

」を答申
とうしん

 

1994(平成
へいせい

６)年
ねん

 

外国人
がいこくじん

高齢者
こうれいしゃ

福祉
ふ く し

手当
て あ て

*、外国人
がいこくじん

心身
しんしん

障害者
しょうがいしゃ

福祉
ふ く し

手当
て あ て

*の支給
しきゅう

開始
か い し

 

川崎市
か わ さき し

国際
こくさい

交流
こうりゅう

センター
せ ん た ー

*の開設
かいせつ

 

川崎市
か わ さき し

外
がい

国籍
こくせき

市民
し み ん

意識
い し き

実態
じったい

調査
ちょうさ

（面接
めんせつ

調査
ちょうさ

）の実施
じ っ し

 

1996(平成
へいせい

８)年
ねん

 
市職員
ししょくいん

採用
さいよう

の国籍
こくせき

条項
じょうこう

*撤廃
てっぱい

(消防士
しょうぼうし

を除
のぞ

く) 

「川崎市
か わ さき し

外国人市民代表者会議
がいこくじんしみんだいひょうしゃかいぎ

条例
じょうれい

」の制定
せいてい

及
およ

び会議
か い ぎ

の設置
せ っ ち

 

1998(平成
へいせい

10)年
ねん

 

「外国人
がいこくじん

市民
し み ん

への広報
こうほう

のあり方
かた

に関
かん

する考
かんが

え方
かた

*」を策定
さくてい

 

「川崎市
か わ さき し

在日
ざいにち

外国人
がいこくじん

教育
きょういく

基本
き ほ ん

方針
ほうしん

」を改定
かいてい

し、「川崎市
か わ さき し

外国人
がいこくじん

教育
きょういく

基本
き ほ ん

方針
ほうしん

－多文化
た ぶ ん か

共 生
きょうせい

の社会
しゃかい

をめざして－*」を制定
せいてい
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2000(平成
へいせい

12)年
ねん

 
「川崎市

か わ さき し

人権
じんけん

施策
し さ く

推進指針
すいしんししん

」の策定
さくてい

 

「川崎市
か わ さき し

住宅
じゅうたく

基本
き ほ ん

条例
じょうれい

*」の制定
せいてい

、「川崎
かわさき

市居住
しきょじゅう

支援
し え ん

制度
せ い ど

*」の開始
か い し

 

2002(平成
へいせい

14)年
ねん

 
「川崎

かわさき

市外
し が い

国人
こくじん

市民施策
し み ん し さ く

推進指針
すいしんししん

検討委員会
けんとういいんかい

」の設置
せ っ ち

 

「外国人
がいこくじん

市民施策
し み ん し さ く

実施
じ っ し

状 況
じょうきょう

調査
ちょうさ

」の実施
じ っ し

 

2003(平成
へいせい

15)年
ねん

 「外国人
がいこくじん

市民施策
し み ん し さ く

の指針
し し ん

を考
かんが

える市民
し み ん

のつどい」の開催
かいさい

 

2004(平成
へいせい

16)年
ねん

 「（仮称
かしょう

）川崎市
か わ さき し

多文化共生社会推進指針
たぶんかきょうせいしゃかいすいしんししん

骨子案
こ っ しあ ん

」の公表
こうひょう

 

2005(平成
へいせい

17)年
ねん

 

「川崎市
か わ さき し

多文化共生社会推進指針
たぶんかきょうせいしゃかいすいしんししん

」の策定
さくてい

 

「川崎市
か わ さき し

自治
じ ち

基本
き ほ ん

条例
じょうれい

*」の制定
せいてい

 

2007(平成
へいせい

19)年
ねん

 「川崎市
か わ さき し

人権
じんけん

施策
し さ く

推進
すいしん

基本
き ほ ん

計画
けいかく

*」の策定
さくてい

 

2008(平成
へいせい

20)年
ねん

 「川崎市
か わ さき し

多文化共生社会推進指針
たぶんかきょうせいしゃかいすいしんししん

」の改定
かいてい

 

2014(平成
へいせい

26)年
ねん

 川崎市
か わ さき し

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

意識
い し き

実態
じったい

調査
ちょうさ

の実施
じ っ し

 

2015(平成
へいせい

27)年
ねん

 

「川崎市
か わ さき し

人権
じんけん

施策
し さ く

推進
すいしん

基本
き ほ ん

計画
けいかく

『人権
じんけん

かわさきイニシアチブ
い に し あ ち ぶ

』」の改定
かいてい

 

川崎市
か わ さき し

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

意識
い し き

実態
じったい

調査
ちょうさ

（インタビュー
い ん た び ゅ ー

調査
ちょうさ

）の実施
じ っ し

 

「川崎市
か わ さき し

国際
こくさい

施策
し さ く

推進
すいしん

プラン
ぷ ら ん

*」の策定
さくてい

 

「川崎市
か わ さき し

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

指針
し し ん

」の改定
かいてい

 

2019(令和
れ い わ

元
がん

)年
ねん

 
川崎市
か わ さき し

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

意識
い し き

実態
じったい

調査
ちょうさ

の実施
じ っ し

 

「川崎市
か わ さき し

差別
さ べ つ

のない人権
じんけん

尊重
そんちょう

のまちづくり条例
じょうれい

*」の制定
せいてい

 

2022(令和
れ い わ

４)年
ねん

 「川崎市
か わ さき し

人権
じんけん

施策
し さ く

推進
すいしん

基本
き ほ ん

計画
けいかく

『人権
じんけん

かわさきイニシアチブ
い に し あ ち ぶ

』」の改定
かいてい

 

2024(令和
れ い わ

６)年
ねん

 

「川崎市
か わ さき し

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

指針
し し ん

」の改定
かいてい

 

「川崎市
か わ さき し

地域
ち い き

日本語
に ほ ん ご

教育
きょういく

推進
すいしん

方針
ほうしん

*」の策定
さくてい

 

かわさき多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

プラザ
ぷ ら ざ

*の開設
かいせつ

（予定
よ て い

） 
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３ 施策
し さ く

の推進
すいしん

体制
たいせい

 

（１）附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

 

 川崎市
かわさきし

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

協
きょう

議会
ぎ か い

 

 指針
し し ん

に基
もと

づく施策
し さ く

の検証
けんしょう

・評価
ひょうか

を行
おこな

う仕組
し く

みとして、2005（平成
へいせい

17）年
ねん

８月
がつ

に市民
し み ん

・

学識
がくしき

経験者
けいけんしゃ

から成
な

る審議会
しんぎかい

「川崎市
かわさきし

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

施策
し さ く

検討
けんとう

委員会
いいんかい

」を設置
せ っ ち

し、定期的
ていきてき

に

実施
じ っ し

する施策
し さ く

の進捗
しんちょく

状 況
じょうきょう

調査
ちょうさ

に基
もと

づき施策
し さ く

の検証
けんしょう

・評価
ひょうか

を行
おこな

ってきました。その

後
ご

、全市的
ぜんしてき

な附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

と協
きょう

議会
ぎ か い

等
とう

の見直
み な お

しにより 2015（平成
へいせい

27）年
ねん

６月
がつ

からは「川崎市
かわさきし

人権
じんけん

施策
し さ く

推進協
すいしんきょう

議会
ぎ か い

」の部会
ぶ か い

としてその役割
やくわり

を引
ひ

き継
つ

いできましたが、2020（令和
れ い わ

２）

年
ねん

に新
あら

たに独立
どくりつ

した市
し

の附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

として「川崎市
かわさきし

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進協
すいしんきょう

議会
ぎ か い

」を

設置
せ っ ち

しました。「国籍
こくせき

、民族
みんぞく

又
また

は文化
ぶ ん か

の違
ちが

いを豊
ゆた

かさとして生
い

かし、全
すべ

ての人
ひと

が互
たが

いに

認
みと

め合
あ

う多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

を実現
じつげん

するための施策
し さ く

の推進
すいしん

に関
かん

する指針
し し ん

その他
た

当該
とうがい

施策
し さ く

の推進
すいしん

に必要
ひつよう

な事項
じ こ う

に関
かん

して調査
ちょうさ

審議
し ん ぎ

すること。」を所掌
しょしょう

事務
じ む

とし、指針
し し ん

に基
もと

づく

施策
し さ く

の検証
けんしょう

・評価
ひょうか

を行
おこな

っています。 

 

（２）庁内
ちょうない

推進
すいしん

体制
たいせい

 

 川崎市
かわさきし

人権
じんけん

・男女
だんじょ

共同
きょうどう

参画
さんかく

推進
すいしん

連絡
れんらく

会議
か い ぎ

 

 本市
ほ ん し

における人権
じんけん

及
およ

び男女
だんじょ

共同
きょうどう

参画
さんかく

関連
かんれん

施策
し さ く

の総合的
そうごうてき

な推進
すいしん

を図
はか

るための庁内
ちょうない

会議
か い ぎ

です。副市長
ふくしちょう

を会長
かいちょう

に、各局
かくきょく

本部
ほ ん ぶ

（室
しつ

）区
く

の局 長 級
きょくちょうきゅう

職員
しょくいん

が委員
い い ん

となり、人権
じんけん

施策
し さ く

等
とう

に関
かん

する企画
き か く

や重要
じゅうよう

事項
じ こ う

の決定
けってい

、施策
し さ く

についての研究
けんきゅう

・協議
きょうぎ

等
とう

を行
おこな

います。 

 また、各局
かくきょく

本部
ほ ん ぶ

（室
しつ

）区
く

の庶務
し ょ む

課長
かちょう

や関係
かんけい

課長級
かちょうきゅう

を委員
い い ん

とした幹事会
かんじかい

を置
お

き、そ

の中
なか

に、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

に関
かん

する専門
せんもん

部会
ぶ か い

として外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

専門
せんもん

部会
ぶ か い

を設置
せ っ ち

し、

指針
し し ん

や外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

の推進
すいしん

に関
かん

することを協議
きょうぎ

・検討
けんとう

します。 
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４ 指針
し し ん

の改定
かいてい

について 

本
ほん

市
し

は、2005（平成
へいせい

17）年
ねん

に策定
さくてい

の本指針
ほんししん

に基
もと

づき、市民
し み ん

、事
じ

業者
ぎょうしゃ

、ボランティア
ぼ ら ん て ぃ あ

団体
だんたい

等
とう

と連携
れんけい

・協 力
きょうりょく

して外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に関
かか

わる施策
し さ く

等
とう

を体系的
たいけいてき

かつ総合的
そうごうてき

に推進
すいしん

する

一方
いっぽう

、施策
し さ く

の進捗
しんちょく

状 況
じょうきょう

調査
ちょうさ

を定期的
ていきてき

に実施
じ っ し

し、川崎市
かわさきし

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

施策
し さ く

検討
けんとう

委員会
いいんかい

で施策
し さ く

の検証
けんしょう

・評価
ひょうか

を 行
おこな

い、指針
し し ん

策定
さくてい

後
ご

３年
ねん

を経過
け い か

した 2008（平成
へいせい

20）年
ねん

、上記
じょうき

委員会
いいんかい

の助言
じょげん

のもと、主
おも

に各施策
かくしさく

の具体的
ぐたいてき

推進
すいしん

内容
ないよう

についての見直
み な お

しを行
おこな

い、指針
し し ん

を

改定
かいてい

しました。 

その後
ご

、2012（平成
へいせい

24）年
ねん

の新在留
しんざいりゅう

管理
か ん り

制度
せ い ど

が開始
か い し

されることに伴
ともな

う外国人
がいこくじん

市民
し み ん

を取
と

り巻
ま

く環境
かんきょう

の変化
へ ん か

や 2015（平成
へいせい

27）年
ねん

10月
がつ

に策定
さくてい

された「川崎市
かわさきし

国際
こくさい

施策
し さ く

推進
すいしん

プラン
ぷ ら ん

*」とも調整
ちょうせい

を図
はか

り、川崎市
かわさきし

人権
じんけん

施策
し さ く

推進協
すいしんきょう

議会
ぎ か い

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

部会
ぶ か い

の助言
じょげん

の

もと、2015（平成
へいせい

27）年
ねん

10月
がつ

に２度目
ど め

の改定
かいてい

を実施
じ っ し

しました。２度目
ど め

の改定
かいてい

にあたっ

ては、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の実現
じつげん

に向
む

けて個別
こ べ つ

施策
し さ く

を推進
すいしん

する際
さい

の視点
し て ん

としてすべての

年齢層
ねんれいそう

を対象
たいしょう

とした施策
し さ く

という包括的
ほうかつてき

観点
かんてん

の必要性
ひつようせい

や、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

意識
い し き

実態
じったい

調査
ちょうさ

の

結果
け っ か

などにより明確
めいかく

になった課題
か だ い

などを考慮
こうりょ

して、施策
し さ く

全体
ぜんたい

に関
かか

わる４
よっ

つの課題
か だ い

を

「重点
じゅうてん

課題
か だ い

」として設定
せってい

しました。 

２度目
ど め

の改定後
かいていご

、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の更
さら

なる増加
ぞ う か

と多様化
た よ う か

、「外国
がいこく

人材
じんざい

の受入
う け い

れ・共生
きょうせい

の

ための総合的
そうごうてき

対応
たいおう

策
さく

*」等
とう

の国
くに

の動向
どうこう

、ＳＤＧｓなどをはじめとする社会
しゃかい

情勢
じょうせい

の変化
へ ん か

や、2019（令和
れ い わ

元
がん

）年
ねん

に実施
じ っ し

した川崎市
かわさきし

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

意識
い し き

実態
じったい

調査
ちょうさ

の結果
け っ か

等
とう

を踏
ふ

まえ、

今回
こんかい

、３度目
ど め

の改定
かいてい

を行
おこな

うことといたしました。 

改定
かいてい

にあたっては、川崎市
かわさきし

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

協
きょう

議会
ぎ か い

での審議
し ん ぎ

に加
くわ

え、同協
どうきょう

議会
ぎ か い

が 2023（令和
れ い わ

５）年
ねん

３月
がつ

にまとめた中間
ちゅうかん

報告
ほうこく

「『川崎市
かわさきし

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

指針
し し ん

』

改定
かいてい

の提案
ていあん

」で示
しめ

された内容
ないよう

として、一定
いってい

の取組
とりくみ

が進
すす

んだ「重点
じゅうてん

課題
か だ い

」の本文
ほんぶん

への
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組入
く み い

れや、地域
ち い き

における多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

についての項目
こうもく

の追加
つ い か

等
とう

といった提案
ていあん

を踏
ふ

まえ、本市
ほ ん し

としての今後
こ ん ご

の方向性
ほうこうせい

を検証
けんしょう

し、３度目
ど め

の改定
かいてい

を実施
じ っ し

しました。 

 今後
こ ん ご

も、定期的
ていきてき

な施策
し さ く

の進捗
しんちょく

状 況
じょうきょう

等
とう

の検証
けんしょう

を続
つづ

けながら、国
くに

の動向
どうこう

等
とう

社会
しゃかい

環境
かんきょう

の変化
へ ん か

に対応
たいおう

し、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

の実現
じつげん

がＳＤＧｓの多
おお

くのゴール
ご ー る

と相互
そ う ご

に関連
かんれん

していることを踏
ふ

まえ、川崎市
かわさきし

総合
そうごう

計画
けいかく

や川崎市
かわさきし

人権
じんけん

施策
し さ く

推進
すいしん

基本
き ほ ん

計画
けいかく

*、川崎市
かわさきし

国際
こくさい

施
し

策
さく

推進
すいしん

プラン
ぷ ら ん

*等
とう

関連
かんれん

計画
けいかく

との整合
せいごう

を図
はか

りながら、施策
し さ く

を推進
すいしん

し、必要
ひつよう

に応
おう

じ

て見直
み な お

しを行
おこな

っていく予定
よ て い

です。 
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５ 指針
し し ん

の基本的
きほんてき

な考
かんが

え方
かた

 

（１） 基本
き ほ ん

目標
もくひょう

  

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の実現
じつげん

 

国籍
こくせき

や民族
みんぞく

、文化
ぶ ん か

の違
ちが

いを豊
ゆた

かさとして生
い

かし、すべての人
ひと

が互
たが

いに認
みと

め合
あ

い、 

人権
じんけん

が尊重
そんちょう

され、自立
じ り つ

した市民
し み ん

として共
とも

に暮
く

らすことができる「多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

」

の実現
じつげん

をめざします。 

 

（２） 基本
き ほ ん

理念
り ね ん

 

 ① 人権
じんけん

の尊重
そんちょう

 

  人権
じんけん

に関
かん

する国際
こくさい

原則
げんそく

等
とう

を踏
ふ

まえ、異
こと

なる文化
ぶ ん か

的
てき

背景
はいけい

を持
も

つ市民
し み ん

が差別
さ べ つ

や

人権侵害
じんけんしんがい

を受
う

けることがないよう、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に関
かか

わる施策
し さ く

等
とう

の推進
すいしん

に努
つと

めま

す。 

 

  ② 社会
しゃかい

参加
さ ん か

の促進
そくしん

 

   外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が、個人
こ じ ん

として本来
ほんらい

持
も

っている豊
ゆた

かな能力
のうりょく

を発揮
は っ き

して、市民
し み ん

とし

て様々
さまざま

な活動
かつどう

に主体的
しゅたいてき

に参加
さ ん か

し、共
とも

にまちづくりを担
にな

うことができるよう、

地域
ち い き

社会
しゃかい

への参加
さ ん か

の促進
そくしん

に努
つと

めます。 

 

  ③ 自立
じ り つ

に向
む

けた支援
し え ん

 

   日本語
に ほ ん ご

の理解力
りかいりょく

や文化
ぶ ん か

の違い
ち が  

などにより生活
せいかつ

に支障
ししょう

をきたしている外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が、文化的
ぶんかてき

アイデ
あ い で

ンテ
ん て

ィティ
ぃ て ぃ

を保
ほ

持
じ

しながら主体的
しゅたいてき

に地域
ち い き

社会
しゃかい

に関
かか

わるこ

とができるよう、自立
じ り つ

に向
む

けた支援
し え ん

に努
つと

めます。 
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（３） 施策
し さ く

推進
すいしん

の基本
き ほ ん

方向
ほうこう

 

 ① 行政
ぎょうせい

サービス
さ ー び す

の充実
じゅうじつ

 

   外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が健康
けんこう

で安心
あんしん

して安全
あんぜん

に生活
せいかつ

するために必要
ひつよう

な情報
じょうほう

や行政
ぎょうせい

サービス
さ ー び す

を受
う

けられるよう、ＩＣＴの活用
かつよう

を含
ふく

め、施策
し さ く

の充実
じゅうじつ

や環境
かんきょう

整備
せ い び

に

努
つと

めます。 

 

 ② 多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

教育
きょういく

の推進
すいしん

 

   すべての子
こ

どもの学習権
がくしゅうけん

を保障
ほしょう

し、社会
しゃかい

における 少数
しょうすう

の立場
た ち ば

の人
ひと

（マイノリティ
ま い の り て ぃ

）の文化
ぶ ん か

を尊重
そんちょう

するとともに、すべての市民
し み ん

の自立
じ り つ

と相互
そ う ご

理解
り か い

が図
はか

られる教育
きょういく

を推進
すいしん

し、効果的
こうかてき

な学習
がくしゅう

支援
し え ん

体制
たいせい

の構築
こうちく

に努
つと

めます。 

 

 ③ 社会
しゃかい

参加
さ ん か

の促進
そくしん

 

   外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が主体的
しゅたいてき

に市政
し せ い

参加
さ ん か

できる環境
かんきょう

の整
せい

備
び

に努
つと

めるとともに、地域
ち い き

社会
しゃかい

の構
こう

成員
せいいん

として、自己
じ こ

の能力
のうりょく

を十分
じゅうぶん

に発揮
は っ き

しながら様々
さまざま

な活動
かつどう

に参加
さ ん か

で

きるよう施策
し さ く

を推進
すいしん

します。 

 

 ④ 共生
きょうせい

社会
しゃかい

の形成
けいせい

 

   すべての市民
し み ん

が違
ちが

いを認
みと

め合
あ

い共
とも

に生
い

きる社会
しゃかい

をつくるため、市民
し み ん

、行政
ぎょうせい

、

事業者
じぎょうしゃ

それぞれに対
たい

して意識
い し き

啓発
けいはつ

を進
すす

めるとともに、内外
ないがい

に開
ひら

かれた地域
ち い き

社会
しゃかい

づくりを促進
そくしん

します。 

 

 ⑤ 施策
し さ く

の推進
すいしん

体制
たいせい

の整備
せ い び

 

   外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に関
かか

わる施策
し さ く

を総合的
そうごうてき

に推進
すいしん

するため、行政
ぎょうせい

内部
な い ぶ

で連携
れんけい

・調整
ちょうせい

機能
き の う

を充実
じゅうじつ

させるとともに、施策
し さ く

推進
すいしん

の拠点
きょてん

整備
せ い び

を進
すす

め、市民
し み ん

、関係
かんけい

機関
き か ん

・団体
だんたい

等
とう

との連携
れんけい

及
およ

び国
くに

等
とう

への制度
せ い ど

改善
かいぜん

等
とう

の働
はたら

きかけを行
おこな

います。 
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川 崎 市
か わ さ き し

多 文 化 共 生 社 会 推 進 指 針
た ぶ ん か き ょ う せ い し ゃ か い す い し ん し し ん

 

＜ 基本
き ほ ん

目標
もくひょう

 ： 多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の実現
じつげん

 ＞ 

国籍
こくせき

や民族
みんぞく

、文化
ぶ ん か

の違
ちが

いを豊
ゆた

かさとして生
い

かし、すべての人
ひと

が互
たが

いに認
みと

め合
あ

い、人権
じんけん

が尊重
そんちょう

され、自立
じ り つ

した市民
し み ん

として共
とも

に暮
く

らすことができる「多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

」の実現
じつげん

をめざします。 
 

           
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)行政
ぎょうせい

サービス
さ ー び す

の提供
ていきょう

  (5)福祉
ふ く し

 

(2)情報
じょうほう

提供
ていきょう

・相談
そうだん

窓口
まどぐち

  (6)住宅
じゅうたく

 

(3)年金
ねんきん

制
せい

度
ど

                 (7)防災
ぼうさい

 

(4)保健
ほ け ん

・医療
いりょう

         

(1)市政
し せ い

参加
さ ん か

 

(2)地域
ち い き

における外国人
がいこくじん

市民
し み ん

等
とう

の活動
かつどう

 

(1)市民
し み ん

への意識
い し き

啓発
けいはつ

  

(2)市
し

職員
しょくいん

等
とう

の意識
い し き

改革
かいかく

  

(3)市
し

職員
しょくいん

の採用
さいよう

    

(4)事
じ

業者
ぎょうしゃ

への啓発
けいはつ

 

(5)国際
こくさい

交流
こうりゅう

セン
せ ん

ター
た ー

の活用
かつよう

 

(6)地域
ち い き

における多文化
た ぶ ん か

共 生
きょうせい

社会
しゃかい

の形成
けいせい

 

 

(1)行政
ぎょうせい

組織
そ し き

の充実
じゅうじつ

 

(2)関係
かんけい

機関
き か ん

・ボランティア
ぼ ら ん て ぃ あ

団体
だんたい

等
とう

との連携
れんけい

 

(3)国
くに

等
とう

への働
はたら

きかけ      

 

① 人権
じんけん

の尊重
そんちょう

 

人権
じんけん

に関
かん

する国際
こくさい

原則
げんそく

等
とう

を踏
ふ

まえ、異
こと

なる文化
ぶ ん か

的
てき

背景
はいけい

を持
も

つ市民
し み ん

が差別
さ べ つ

や人権
じんけん

侵害
しんがい

を受
う

けること

がないよう、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に関
かか

わる施策
し さ く

等
とう

の推進
すいしん

に努
つと

めます。 
 

② 社会
しゃかい

参加
さ ん か

の促進
そくしん

 

外国人
がいこくじん

市民
しみん

が、個人
こじん

として本来
ほんらい

持
も

っている豊
ゆた

かな能 力
のうりょく

を発揮
はっき

して、市民
しみん

として様々
さまざま

な活動
かつどう

に

主体的
しゅたいてき

に参加
さんか

し、共
とも

にまちづくりを担
にな

うことができるよう、地域
ち い き

社会
しゃかい

への参加
さ ん か

の促進
そくしん

に努
つと

め
  

ます。 
 

③ 自立
じ り つ

に向
む

けた支援
し え ん

 

日本語
に ほ ん ご

の理解力
りかいりょく

や文化
ぶ ん か

の違い
ち が  

などにより生活
せいかつ

に支障
ししょう

をきたしている外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が、文化的
ぶ ん かて き

アイデ
あ い で

ンテ
ん て

ィティ
ぃ て ぃ

を保
ほ

持
じ

しながら主体的
しゅたいてき

に地域
ち い き

社会
しゃかい

に関
かか

わることができるよう、自立
じ り つ

に向
む

けた支援
し え ん

に努
つと

め

ます。 

１ 行政
ぎょうせい

サービス
さ ー び す

の充実
じゅうじつ

 ３ 社会
しゃかい

参加
さ ん か

の促進
そくしん

 

４ 共生
きょうせい

社会
しゃかい

の形成
けいせい

 

５ 施策
し さ く

の推進
すいしん

体制
たいせい

の整備
せ い び

 

＜ 施策
し さ く

推進
すいしん

の基本
き ほ ん

方向
ほうこう

 ＞ 

(1)就学
しゅうがく

の保障
ほしょう

と学習
がくしゅう

支援
し え ん

 

(2)違
ちが

いを認
みと

め合
あ

う教育
きょういく

 

(3)地域
ち い き

における学習
がくしゅう

支援
し え ん

 

(4)家庭
か て い

へのサポート
さ ぽ ー と

 

２ 多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

教育
きょういく

の推進
すいしん

 

＜ 基本
き ほ ん

理念
り ね ん

 ＞  
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Ⅱ 施策
し さ く

の具体的
ぐ た い て き

推進
すいしん

内容
ないよう

 
 施策

し さ く

推進
すいしん

の基本
き ほ ん

方向
ほうこう

１～５について、課題
か だ い

を整理
せ い り

し、それに対
たい

する施策
し さ く

の具体的
ぐたいてき

推進
すいしん

内容
ないよう

をまとめま

した。 

〔○を付
ふ

したものは、より具体的
ぐたいてき

な個別
こ べ つ

項目
こうもく

として掲
かか

げたものです。〕 
 

１ 行 政
ぎょうせい

サービス
さ ー び す

の充 実
じゅうじつ

 
外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が健康
けんこう

で安心
あんしん

して安全
あんぜん

に生活
せいかつ

するために必要
ひつよう

な情報
じょうほう

や行政
ぎょうせい

サービス
さ ー び す

を

受
う

けられるよう、ＩＣＴの活用
かつよう

を含
ふく

め、施策
し さ く

の充実
じゅうじつ

や環境
かんきょう

整備
せ い び

に努
つと

めます。 
 
 

（１）行政
ぎょうせい

サービス
さ ー び す

の提供
ていきょう

 

 

＜課題
か だ い

＞ 

  在 留
ざいりゅう

管理
かんり

制度
せいど

及
およ

び外国人
がいこくじん

市民
しみん

に係
かか

る住 民
じゅうみん

基本
きほん

台 帳
だいちょう

制度
せいど

の仕組
し く

みや手
て

続
つづ

きを外国人
がいこくじん

市民
しみん

に限
かぎ

らず日本人
にほんじん

市民
しみん

や企業
きぎょう

・学校
がっこう

等
とう

も十 分
じゅうぶん

に理解
りかい

していない 状 況
じょうきょう

にあります。制度
せいど

や手続
てつづ

きを市民
しみん

に理解
りかい

してもらうことが必要
ひつよう

です。また、施策
し さ く

の実施
じ っ し

にあたり、対象
たいしょう

を正確
せいかく

に把握
は あ く

して行政
ぎょうせい

サービス
さ ー び す

を提供
ていきょう

していくことも重要
じゅうよう

です。 

 

① 市
し

の行政
ぎょうせい

サービス
さ ー び す

を等
ひと

しく提供
ていきょう

できるよう、常
つね

に外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の存在
そんざい

を認識
にんしき

し、施策
し さ く

のあり方
かた

を検討
けんとう

します。 

② 在留
ざいりゅう

管理
か ん り

制度
せ い ど

及
およ

び外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に係
かか

る住民
じゅうみん

基本
き ほ ん

台帳
だいちょう

制度
せ い ど

*の理解
り か い

が進
すす

むよう外国人
がいこくじん

市民
し み ん

及
およ

び関係
かんけい

機関
き か ん

への周知
しゅうち

・啓発
けいはつ

に努
つと

めます。 

○ 転入
てんにゅう

届
とどけ

・転出
てんしゅつ

届
とどけ

・転居
てんきょ

届
とどけ

の重要
じゅうよう

性
せい

の周知
しゅうち

を含
ふく

め、外国人
がいこくじん

市民
しみん

に係
かか

る住 民
じゅうみん

基本
きほん

台 帳
だいちょう

制度
せいど

の啓発
けいはつ

に努
つと

めます。 

○ 市
し

職 員
しょくいん

及
およ

び教 職 員
きょうしょくいん

並
なら

びに企業
きぎょう

等
とう

に対
たい

して在留
ざいりゅう

管理
か ん り

制度
せ い ど

の周知
しゅうち

を図
はか

ります。 

③ 在留
ざいりゅう

管理
か ん り

制度
せ い ど

に関
かん

する行政
ぎょうせい

サービス
さ ー び す

の課題
か だ い

の把握
は あ く

に努
つと

め、必要
ひつよう

に応
おう

じて国
くに

に働
はたら

き

かけます。 
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（２）情報
じょうほう

提供
ていきょう

・相談
そうだん

窓口
まどぐち

 

 
＜課題

か だ い

＞  

 日本語
に ほ ん ご

や日本
に ほ ん

の生活
せいかつ

習慣
しゅうかん

の知識
ち し き

が十分
じゅうぶん

でない人
ひと

は、情報
じょうほう

を得
え

る方法
ほうほう

や諸
しょ

制度
せ い ど

が分
わ

からないこと

などから、行政
ぎょうせい

サービス
さ ー び す

を受
う

けにくい場合
ば あ い

があります。外国人市民向
がいこくじんしみんむ

けの情報
じょうほう

の種類
しゅるい

は徐々
じょじょ

に増
ふ

えてきていますが、内容
ないよう

を的確
てきかく

に伝える
つた   

ための工夫
く ふ う

や、相談
そうだん

体制
たいせい

の充実
じゅうじつ

が求
もと

められています。 

 また、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が抱
かか

える困
こま

りごとは複合的
ふくごうてき

な要因
よういん

に基
もと

づくことがあるため、総合的
そうごうてき

な視点
し て ん

に基
もと

づく相談
そうだん

体制
たいせい

の充実
じゅうじつ

が求
もと

められています。 
 

① ＩＣＴを活用
かつよう

しつつ、 情報
じょうほう

の多言語化
た げ ん ご か

、〈やさしい日本語
に ほ ん ご

〉*の活用
かつよう

、外国
がいこく

人
じん

市民
し み ん

情報
じょうほう

コーナー
こ ー な ー

の充実
じゅうじつ

等
と う

、情報
じょうほう

提供
ていきょう

の改善
かいぜん

に努
つと

めます。 

○ 「外国
がいこく

人
じん

市民
し み ん

への広報
こうほう

のあり方
かた

に関
かん

する 考
かんが

え方
かた

*」に基
もと

づき、行政
ぎょうせい

情報
じょうほう

や公共
こうきょう

施設
し せ つ

の表示
ひょうじ

につ

いて、多言
た げ ん

語
ご

化
か

やルビ
る び

振
ふ

り、〈やさしい日本語
に ほ ん ご

〉*の活用
かつよう

を進
すす

めるとともに、情報
じょうほう

の内容
ないよう

や表現
ひょうげん

に

ついても配慮
はいりょ

するなど、日本語
に ほ ん ご

が不自由
ふ じ ゆ う

な外国人市民
がいこくじんしみん

に必要
ひつよう

な情報
じょうほう

がより伝
つた

わりやすくなるよう

努
つと

めます。 

○ 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

情報
じょうほう

コーナー
こ ー な ー

*及
およ

び外国
が い こ く

人
じ ん

市民
し み ん

向
む

けホームページ
ほ ー む ぺ ー じ

等
とう

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ 情報
じょうほう

提供
ていきょう

や通訳
つうやく

サービス
さ ー び す

の充実
じゅうじつ

のため、市民
し み ん

グループ
ぐ る ー ぷ

等
とう

との連携
れんけい

に努
つと

めます。 

○ 転入者
てんにゅうしゃ

に対
たい

して、各区
かくく

の窓口
まどぐち

で最低限
さいていげん

必要
ひつよう

な情 報
じょうほう

を確実
かくじつ

に提 供
ていきょう

するよう努
つと

めます。 

○ 国
くに

等
とう

が作成
さくせい

・公開
こうかい

している資料
しりょう

等
とう

の情報
じょうほう

収 集
しゅうしゅう

及
およ

び広報
こうほう

に努
つと

めます。 

②  外国人
がいこくじん

相談
そうだん

体制
たいせい

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ 公益
こうえき

財団
ざいだん

法人
ほうじん

川崎市
かわさきし

国際
こくさい

交流
こうりゅう

協会
きょうかい

*等
とう

と連携
れんけい

し、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

総合
そうごう

相談
そうだん

ワンストップ
ワ ン ス ト ッ プ

センター
せ ん た ー

*や

区
く

役所
やくしょ

等
とう

での外国人
が い こ く じ ん

相談
そ う だ ん

体制
たいせい

の充実
じゅうじつ

と広報
こうほう

に努
つと

めます。 

○ 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が抱
かか

える困
こま

りごとが複合的
ふくごうてき

な要因
よういん

に基
もと

づくことを認識
にんしき

し相談
そうだん

体制
たいせい

の充
じゅう

実
じつ

に努
つと

めま

す。 

○ 国
くに

や他
た

機関
き か ん

の相談
そうだん

窓口
まどぐち

の情報
じょうほう

等
とう

についても情報
じょうほう

収 集
しゅうしゅう

し、広報
こうほう

に努
つと

めます。 

○ 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に対
たい

し、子
こ

どもの権利
け ん り

侵害
しんがい

と男女
だんじょ

平等
びょうどう

にかかわる人権
じんけん

の侵害
しんがい

に関
かん

する相談
そうだん

窓口
まどぐち

とし

て人権
じんけん

オンブズパーソン
お ん ぶ ず ぱ ー そ ん

制度
せ い ど

*の広報
こうほう

に努
つと

めます。 
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（３）年金
ねんきん

制度
せ い ど

 

 

＜課題
か だ い

＞  

 年金
ねんきん

制度
せ い ど

に関
かん

する情報
じょうほう

や理解
り か い

の不足
ふ そ く

、また保険料
ほけんりょう

を支払
し は ら

っていても、所定
しょてい

の年限
ねんげん

を満
み

たさず帰国
き こ く

す

ると老齢
ろうれい

年金
ねんきん

の受給
じゅきゅう

資格
し か く

が得
え

られないなどの理由
り ゆ う

により、年金
ねんきん

に加入
かにゅう

しない外国人
がいこくじん

市民
し み ん

がいます。 

 また、国民
こくみん

年金
ねんきん

から国籍
こくせき

条項
じょうこう

が撤廃
てっぱい

された時点
じ て ん

で、年齢
ねんれい

により加入
かにゅう

できなかった外国人
がいこくじん

市民
し み ん

（制度的
せいどてき

無年金者
むねんきんしゃ

*）がいます。 

 

① 年金
ねんきん

加入
かにゅう

促進
そくしん

のため、脱退
だったい

一時金
い ち じ き ん

を含
ふ く

めた制度
せ い ど

の広報
こ う ほ う

・啓発
けいはつ

に努
つと

めます。 

②  外国人従業員
がいこくじんじゅうぎょういん

の年金加入
ねんきんかにゅう

について、より積極的
せっきょくてき

に事業者
じ ぎ ょ う し ゃ

等
と う

に働
はたら

きかけます。 

③  制度的
せいどてき

無年金者
む ね ん き ん し ゃ

*に対
たい

する救
きゅう

済
さい

・改善措置
か い ぜ ん そ ち

及
およ

び脱退一時金制度
だ っ た い い ち じ き ん せ い ど

*の改善
かいぜん

について国
く に

に

働
はたら

きかけます
 

。 

 

（４）保健
ほ け ん

・医療
い り ょ う

 

 

＜課題
か だ い

＞  

医療
い り ょ う

機関
き か ん

で受診
じ ゅ し ん

する際
さ い

に、日本語
に ほ ん ご

理解
り か い

が十分
じゅうぶん

でないために、意思
い し

の疎通
そ つ う

ができず、精神的
せいしん てき

な不安
ふ あ ん

を

抱
かか

えたり、円滑
えんかつ

な診療
しんりょう

が受
う

けられないことがあります。また、制度
せ い ど

に関
かん

する情報
じょうほう

や理解
り か い

の不足
ふ そ く

、経済的
けいざいてき

な要因
よ う い ん

から医療
い り ょ う

保険
ほ け ん

に加入
か に ゅ う

していない人
ひと

や、短期
た ん き

滞在
たいざい

・オーバーステイ
お ー ば ー す て い

などのため国民健康保険制度
こ く み ん け ん こ う ほ け ん せ い ど

に加入
かにゅう

できない人
ひと

もいます。そのため、医療
い り ょ う

機関
き か ん

での受診
じ ゅ し ん

が遅
お く

れ、病 状
びょうじょう

を悪化
あ っ か

させる人
ひ と

もいます。 

 

① 医療
い り ょ う

機関
き か ん

にかかる際
さい

の多言語
た げ ん ご

資料
し り ょ う

等
と う

の普及
ふきゅう

に努
つと

めます。 

○ 多言語
た げ ん ご

による医療
いりょう

機関
き か ん

検索
けんさく

サイト
さ い と

や多言語
た げ ん ご

の医療
いりょう

情報
じょうほう

、問診票
もんしんひょう

等
とう

の情報
じょうほう

収 集
しゅうしゅう

に努
つと

め、活用
か つ よ う

す

るよう、市民
し み ん

や医療
い り ょ う

機関
き か ん

に積極的
せっきょくてき

に広報
こ う ほ う

します。 

② 外国
がいこく

人
じん

市民
し み ん

の母子
ぼ し

保健
ほ け ん

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ 「在日
ざいにち

外国人
がいこくじん

母子
ぼ し

保健
ほ け ん

サービス
さ ー び す

事業
じぎょう

*」の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ 母子
ぼ し

健康
けんこう

手帳
てちょう

の副読本
ふくどくほん

（多言語
た げ ん ご

）*を必要
ひつよう

な外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に確実
かくじつ

に配布
は い ふ

するよう努
つと

めます。 

③ 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に対
たい

して、健康
けんこう

保持
ほ じ

や病気
び ょ う き

予防
よ ぼ う

等
と う

の広報
こ う ほ う

・啓発
けいはつ

に努
つと

めます。 

④ 医療
い り ょ う

保険
ほ け ん

加入
かにゅう

を促進
そ くし ん

するため、医療
い り ょ う

保険
ほ け ん

制度
せ い ど

の広報
こ う ほ う

・啓発
けいはつ

を進
すす

めます。 

⑤ 外国人従業員
がいこくじんじゅうぎょういん

の医療
い り ょ う

保険
ほ け ん

加入
かにゅう

について、より積極的
せっきょくてき

に事業者
じ ぎ ょ う し ゃ

等
と う

に働
はたら

きかけます。 

⑥ 保険
ほ け ん

未加入者
み か に ゅ う し ゃ

等
と う

の診療
しんりょう

にあたる医療
い り ょ う

機関
き か ん

への医療
い り ょ う

費
ひ

対策
た い さ く

の充実
じゅうじつ

を検討
けんとう

します。 
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⑦ 神奈川県
か な が わ け ん

が実施
じ っ し

する医療
いりょう

通訳
つうやく

派遣
は け ん

システム
し す て む

*事業
じぎょう

の運営
うんえい

に参加
さ ん か

し、医療
いりょう

通
つう

訳
やく

の充
じゅう

実
じつ

に

努
つと

めます。 

○  医療
いりょう

通訳
つうやく

派遣
はけん

システム
し す て む

*について、市民
しみん

への広報
こうほう

に努
つと

めます。 

⑧  医療
いりょう

保険
ほ け ん

制度
せ い ど

の改善
かいぜん

を国
く に

に働
はたら

きかけます。 

 

 

（５）福祉
ふ く し

 

＜課題
か だ い

＞  

言語
げ ん ご

や生活
せいかつ

習慣
しゅうかん

等
と う

の違
ちが

いによって、福祉
ふ く し

サービス
さ ー び す

を利用
り よ う

しにくいことがあります。さらに、高齢期
こうれいき

には母語
ぼ ご

・母文化
ぼ ぶ ん か

*で過
す

ごすことを求
もと

める傾向
けいこう

が強
つよ

くなることなどから、多様
た よ う

な背景
はいけい

に配慮
は い り ょ

して

サービス
さ ー び す

提供
ていきょう

をすることが大切
たいせつ

です。 

 また、ＤＶ（ドメスティック
ど め す て ぃ っ く

・バイオレンス
ば い お れ ん す

）*は、被害者
ひがいしゃ

が外国人
がいこくじん

市民
しみん

の場合
ばあい

、社会
しゃかい

の中
なか

で孤立
こりつ

しやすく、相談
そうだん

窓口
まどぐち

もわかりにくいことから、相談
そうだん

・支援
しえん

に結
むす

びつきにくく被害
ひがい

が深刻
しんこく

化
か

しやすい

ため、その防止
ぼうし

及
およ

び被害者
ひがいしゃ

の支援
しえん

の取組
とりくみ

の充 実
じゅうじつ

が求
もと

められています。 

 

① 福祉
ふ く し

サービス
さ ー び す

の広報
こうほう

を積極的
せっきょくてき

に行
おこな

います。 

○ 福祉
ふ く し

サービス
さ ー び す

に関
かん

する情報
じょうほう

の多言語化
た げ ん ご か

や〈やさしい日本語
に ほ ん ご

〉*の活用
かつよう

、ルビ
る び

振
ふ

りの充実
じゅうじつ

に努
つと

めま

す。 

② 保育
ほ い く

所
し ょ

入所
にゅうしょ

児童
じ ど う

について、言語
げ ん ご

や生活
せいかつ

習慣
しゅうかん

等
と う

の違
ちが

いに配慮
はいりょ

した保育
ほ い く

環境
かんきょう

の整備
せ い び

に努
つと

めます。 

○ 保育所
ほいくしょ

職 員
しょくいん

の多文化
た ぶ ん か

共 生
きょうせい

に関
かん

する研 修
けんしゅう

の充 実
じゅうじつ

を図
はか

るよう努
つと

めます。 

③  「外国
がいこく

人
じん

高齢者
こうれいしゃ

福祉
ふ く し

手当
て あ て

*」、「外国
がいこく

人
じん

心身
しんしん

障害者
しょうがいしゃ

福祉
ふ く し

手当
て あ て

*」の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

④  介護
か い ご

を必要
ひつよう

とする高齢者
こうれいしゃ

・障害者
しょうがいしゃ

への福祉
ふ く し

・介護
か い ご

保険
ほ け ん

サービス
さ ー び す

の提供
ていきょう

にあたって、

言語
げ ん ご

や生活
せいかつ

習慣
しゅうかん

等
と う

の違
ちが

いに配慮
はいりょ

するよう、サービス
さ ー び す

提供者
ていきょうしゃ

との連携
れんけい

に努
つと

めます。 

○ サービス
さ ー び す

提供者
ていきょうしゃ

への講習会
こうしゅうかい

等
とう

を活用
かつよう

し、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

について理解
り か い

が深
ふか

まるよう啓発
けいはつ

の充 実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

⑤ 「川崎
かわさき

市
し

ＤＶ防止
ぼ う し

・被害者
ひがいしゃ

支援
し え ん

基本
き ほ ん

計画
けいかく

」に基
もと

づき、外国人
がいこくじん

に対
たい

するＤＶ

（ドメスティック
ど め す て ぃ っ く

・バイオレンス
ば い お れ ん す

） * 防止
ぼ う し

及
およ

び被害者
ひがいしゃ

の支援
し え ん

の取組
とりくみ

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ ＤＶ*防止
ぼ う し

のための多言語
た げ ん ご

による情報
じょうほう

提供
ていきょう

の充
じゅう

実
じつ

に努
つと

めます。 

○ ＤＶ*防止
ぼうし

のための啓発
けいはつ

に努
つと

めるとともに、学校
がっこう

教 育
きょういく

の各段階
かくだんかい

において暴力
ぼうりょく

を許
ゆる

さない教 育
きょういく

や男女
だんじょ

平 等
びょうどう

の観点
かんてん

に基
もと

づいた一人
ひとり

ひとりを大切
たいせつ

にする教 育
きょういく

等
とう

の一層
いっそう

の推進
すいしん

を図
はか

ります。 
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○ 在留
ざいりゅう

資格
し か く

や言語
げ ん ご

・文化
ぶ ん か

等
とう

の違
ちが

いに配慮
はいりょ

した対応
たいおう

や助言
じょげん

を行
おこな

えるよう、相談
そうだん

担当者
たんとうしゃ

や通
つう

訳者
やくしゃ

へ

の研修
けんしゅう

等
とう

を実施
じ っ し

します。 

○ ＤＶ*被害者
ひがいしゃ

及
およ

びその子
こ

どもへの支援
し え ん

を 行
おこな

っている市
し

内外
ないがい

のグループ
ぐ る ー ぷ

等
とう

との連携
れんけい

を一層
いっそう

進
すす

め

ます。 

 

（６）住宅
じゅ うたく

 

 

＜課題
か だ い

＞  

国籍
こくせき

や文化
ぶ ん か

の違
ちが

い、また、日本語
に ほ ん ご

が不自由
ふ じ ゆ う

なためなどの理由
り ゆ う

から、民間
みんかん

賃貸
ちんたい

住宅
じゅうたく

への入居
にゅうきょ

差別
さ べ つ

は

なくなっていない現状
げんじょう

があります。このため、住宅
じゅうたく

基本
き ほ ん

条例
じょうれい

や居住
きょじゅう

支援
し え ん

制度
せ い ど

を不動産
ふ ど う さ ん

業者
ぎょうしゃ

、家主
や ぬ し

、

市民
し み ん

等
と う

に十分
じゅうぶん

広報
こうほう

するとともに、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

への住宅
じゅうたく

に関
かん

するルール
る ー る

やマナー
ま な ー

の周知
しゅうち

啓発
けいはつ

も重要
じゅうよう

で

す。 

 

① 住宅
じゅうたく

基本
き ほ ん

条例
じょうれい

や居住
きょじゅう

支援
し え ん

制度
せ い ど

等
と う

の広報
こうほう

・啓発
けいはつ

を進
すす

めるとともに、相談
そうだん

体制
たいせい

の充実
じゅうじつ

に

努
つと

めます。 

○  市営
し え い

住宅
じゅうたく

募集
ぼ し ゅ う

案内
あんない

等
と う

の資料
し り ょ う

を分
わ

かりやすく工夫
く ふ う

するとともに、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が気軽
き が る

に住宅
じゅうたく

相談
そうだん

が

できるよう窓口
まどぐち

の拡充
かくじゅう

に努
つと

めます。 

○ 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に対
たい

して日本
に ほ ん

で暮
く

らす時
とき

のルール
る ー る

やマナー
ま な ー

などの周知
しゅうち

啓発
けいはつ

に努
つと

めます。 

② 民間
みんかん

賃貸
ちんたい

住宅
じゅうたく

の入居
にゅうきょ

差別
さ べ つ

の解消
かいしょう

や安定
あんてい

した居住
きょじゅう

の確保
か く ほ

に努
つと

めます。 

○ 宅地
た く ち

建物
たてもの

取引業
とりひきぎょう

団体
だんたい

等
とう

関係
かんけい

機関
き か ん

に働
はたら

きかけ、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

に関
かん

する理解
り か い

が深
ふか

まるよう啓発
けいはつ

に努
つと

めます。  

○ 神奈川県
か な が わ け ん

や「かながわ外国
がいこく

人
じん

すまいサポートセンター
さ ぽ ー と せ ん た ー

*」等
とう

との連携
れんけい

に努
つと

めます。 

 

（７）防災
ぼうさい

 

 

＜課題
か だ い

＞  

防災
ぼ う さ い

に対
たい

する認識
に ん し き

は文化
ぶ ん か

や出身
しゅっしん

地域
ち い き

等
と う

により異
こ と

なっています。災害
さいがい

に対
たい

する備
そな

えや避難所
ひなんじょ

につい

ての情報
じょうほう

などを、普段
ふ だ ん

から外国人市民
がいこくじんしみん

にも分
わ

かりやすく伝
つた

えておくことが重要
じゅうよう

です。また、災害時
さいがいじ

に必要
ひつよう

とされる情報
じょうほう

を多言語
た げ ん ご

で提供
ていきょう

するための体制
たいせい

やＩＣＴの活用
かつよう

、言語
げ ん ご

や生活
せいかつ

習慣
しゅうかん

の違
ちが

いに応
お う

じ

た支援
し え ん

策
さ く

等
と う

が求
もと

められています。 

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

も災害
さいがい

時
じ

に支援
し え ん

等
とう

の担
にな

い手
て

となりうることから、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が避
ひ

難所
なんじょ

の運営
うんえい

等
とう

に参加
さ ん か

し

やすい環境
かんきょう

づくりが重要
じゅうよう

です。 
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① 災害
さいがい

時
じ

において、外国
がいこく

人
じん

市民
し み ん

が差別
さ べ つ

されることなく適切
てきせつ

な情報
じょうほう

提供
ていきょう

や対応
たいおう

が行
おこな

われ

るような体制
たいせい

の整備
せ い び

に努
つと

めます。 

○ 災害
さいがい

時
じ

に必要
ひつよう

とされる情報
じょうほう

を外国人市民
がいこくじんしみん

にも分
わ

かりやすく迅速
じんそく

に提供
ていきょう

できるよう、情報
じょうほう

の

多言語化
た げ ん ご か

やルビ振
る び ふ

り、〈やさしい日本語
に ほ ん ご

〉*の使用
し よ う

、案内用図
あんないようず

記号
き ご う

（ピクトグラム
ぴ く と ぐ ら む

*／絵文字
え も じ

）の利用
り よ う

など、様々
さまざま

な手段
しゅだん

での情 報
じょうほう

提
てい

供
きょう

に努
つと

めます。 

○ 防災
ぼうさい

に役立
や く だ

つ国
 くに

や関係
かんけい

機関
き か ん

の防災
ぼうさい

情報
じょうほう

やアプリ
あ ぷ り

の活用
かつよう

についても積極的
せっきょくてき

に広報
こうほう

します。 

○ 災害
さいがい

時
じ

多言語
た げ ん ご

支援
しえん

センター
せ ん た ー

*の円滑
えんかつ

な運営
うんえい

に向
む

けた細目
さいもく

の整理
せいり

や職員
しょくいん

の研修
けんしゅう

に 努
つとめ

めます。 

○ 災害
さいがい

時
じ

多言語
た げ ん ご

支援
しえん

センター
せ ん た ー

*と避
ひ

難所
なんじょ

との連携
れんけい

が図
はか

れるよう努
つと

めます。 

○ 災害
さいがい

時
じ

に言語
げ ん ご

や生活
せいかつ

習慣
しゅうかん

の違
ちが

いに配慮
はいりょ

した対応
たいおう

が 滞
とどこお

りなくできるよう、支援
し え ん

策
さく

を検討
けんとう

すると

ともに、災害
さいがい

時
じ

要援護者
ようえんごしゃ

避難
ひなん

支援
しえん

制度
せいど

*の充 実
じゅうじつ

を図
はか

ります。 

○ 日常
にちじょう

から、災害時
さ い が い じ

に外国人
が い こ く じ ん

市民
し み ん

が差別的
さ べ つ て き

な対応
た い お う

をされることがないよう啓発
けいはつ

に努
つ と

めます。 

② 災害
さいがい

時
じ

において、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が避
ひ

難所
なんじょ

の運営
うんえい

に参加
さ ん か

しやすい環境
かんきょう

づくりに努
つと

めます。 

○ 多言語
た げ ん ご

化
か

された避難者
ひなんしゃ

登録
とうろく

カード
か ー ど

、受付
うけつけ

シート
し ー と

の様式
ようしき

が付録
ふ ろ く

された避難所
ひなんじょ

運営
うんえい

マニュアル
ま に ゅ あ る

の周知
しゅうち

を図
はか

ります。 

③ 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に対
たい

して、防災
ぼうさい

に関
かん

する啓発
けいはつ

に努
つと

め、情報
じょうほう

を多言語
た げ ん ご

で広報
こ う ほ う

します。 

○  防災
ぼうさい

啓発
けいはつ

資料
しりょう

や避難
ひ な ん

所マップ
じ ょ ま っ ぷ

などの外国人
がいこくじん

市民
しみん

の参加
さんか

による多言語化
た げ ん ご か

や〈やさしい日本語
に ほ ん ご

〉*の

活用
かつよう

に努
つと

めます。 

④ 災害
さいがい

時
じ

の対応
たいおう

に備
そな

えて、市民
し み ん

グループ
ぐ る ー ぷ

、ボランティア
ぼ ら ん て ぃ あ

団体
だんたい

等
と う

との連携
れんけい

に努
つと

めます。 

○ 地域
ちいき

の国際
こくさい

交 流
こうりゅう

関係
かんけい

団体
だんたい

等
とう

と連携
れんけい

して、災害
さいがい

時
じ

対応
たいおう

の普及
ふきゅう

啓発
けいはつ

に努
つと

めます。 

○ 地域
ちいき

で取
と

り組
く

まれている防災
ぼうさい

活動
かつどう

が外国人
がいこくじん

市民
しみん

にとって参加
さんか

しやすいものとなるよう、自主
じしゅ

防災
ぼうさい

組織
そしき

*等
とう

との連携
れんけい

に努
つと

めます。 
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（※）外国
がいこく

につながりのある子
こ

ども：外
がい

国籍
こくせき

の子
こ

ども及
およ

び日本
に ほ ん

国籍
こくせき

を持
も

つ外国
がいこく

につながりのある子
こ

ども 

 

 ２ 多文化共生教育
たぶんかきょうせいきょういく

の推進
すいしん

 

すべての子
こ

どもの学習
が く し ゅ う

権
け ん

を保障
ほ し ょ う

し、社会
し ゃ か い

における少数
し ょ う す う

の立場
た ち ば

の人
ひ と

（マイノリティ
ま い の り て ぃ

）

の文化
ぶ ん か

を尊重
そん ちょう

するとともに、すべての市民
し み ん

の自立
じ り つ

と相互
そ う ご

理解
り か い

が図
は か

られる教育
き ょ う い く

を推進
す い し ん

し、

効果的
こうかてき

な学習
がくしゅう

支援
し え ん

体制
たいせい

の構築
こうちく

に努
つと

めます。 

 

（１）就学
しゅうがく

の保障
ほ し ょ う

と学習
がくしゅう

支援
し え ん

 

 

＜課題
か だ い

＞  

外国
がいこく

につながりのある子
こ

ども（※）の中
なか

には、日本語
に ほ ん ご

理解
り か い

が十分
じゅうぶん

でなく、また、母国
ぼ こ く

の教育
きょういく

制
せい

度
ど

や

学習
がくしゅう

内容
な い よ う

との違
ちが

いから学習
がくしゅう

や学校
が っ こ う

生活
せいかつ

に困難
こ ん なん

をきたしている場合
ば あ い

があります。一人
ひ と り

ひとりの状況
じょうきょう

に

配慮
は い り ょ

した教育
きょういく

活動
か つ ど う

や学習
がくしゅう

支援
し え ん

による子
こ

どもの学
まな

ぶ権利
けんり

の保障
ほしょう

が課題
か だ い

となっています。また、幼
よう

小 中 高
しょうちゅうこう

での継続
けいぞく

した支援
し え ん

が求
もと

められています。 

 

 

 

① 全
すべ

ての義務
ぎ む

教育
きょういく

年齢
ねんれい

の子
こ

どもに就学
しゅうがく

の権利
け ん り

を保障
ほしょう

するとともに、ＩＣＴを活用
かつよう

し

つつ、全
すべ

ての子
こ

どものための学習
がくしゅう

環境
かんきょう

の整備
せ い び

に努
つと

めます
 

。 

○ 子
こ

どもの学
ま な

ぶ権利
け ん り

の保障
ほ し ょ う

について保護
ほ ご

者
し ゃ

への啓発
けいはつ

を行
おこな

うとともに、学習
がくしゅう

環境
かんきょう

の整備
せ い び

に努
つ と

めます。 

○ 不
ふ

就学
しゅうがく

の子
こ

どもの把握
は あ く

に努
つ と

め、地域
ち い き

との協力
きょうりょく

等
と う

により就学
しゅうがく

の支援
し え ん

を行
おこな

います。 

○  小学校
しょうがっこう

入学前
にゅうがくまえ

から学校
がっこう

における学習
がくしゅう

へのスムーズ
す む ー ず

な導入
どうにゅう

が図
はか

れるよう、プレスクール
ぷ れ す く ー る

等
とう

を引
ひ

き続
つづ

き推進
すいしん

します。 

○  夜間
やかん

学 級
がっきゅう

*の学 習
がくしゅう

環 境
かんきょう

の向 上
こうじょう

に努
つと

めます。 

○  川崎
かわさき

市域
しいき

における県立
けんりつ

高校
こうこう

の在県
ざいけん

外国人
がいこくじん

等
とう

特別
とくべつ

募集
ぼしゅう

制度
せいど

*の充 実
じゅうじつ

について県
けん

に 働
はたら

きかけま

す。 

○ 義務
ぎ む

教育
きょういく

課程
か て い

修了後
しゅうりょうご

の生徒
せ い と

への切
き

れ目
め

のない継続
けいぞく

した指導
し ど う

・支援
し え ん

について関係
かんけい

機関
き か ん

と連携
れんけい

・

協 力
きょうりょく

を図
はか

ります。 

② 就学
しゅうがく

、学習
がくしゅう

、進路
し ん ろ

等
と う

、教育
きょういく

全般
ぜんぱん

に関
かか

わる相談
そうだん

体制
たいせい

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ 学校
が っ こ う

や総
そ う

合
ご う

教育
きょういく

センター
せ ん た ー

*における相談
そ う だ ん

体制
たいせい

の充実
じゅうじつ

に努
つ と

めます。 

○ 教育
きょういく

に関
かか

わる相談
そうだん

の背景
はいけい

にある家庭
か て い

、生活
せいかつ

等
とう

の複合的
ふくごうてき

要因
よういん

を意識
い し き

して対応
たいおう

するよう努
つと

めます。 

○ 民間団体等
みんかんだんたいとう

が実施
じ っ し

する外国人教育相談活動
がいこくじんきょういくそうだんかつどう

についても情報
じょうほう

の提供
ていきょう

に努
つと

めます。 

○ 教育
きょういく

委員会
いいんかい

、公益
こうえき

財団
ざいだん

法人
ほうじん

川崎市
かわさきし

国際
こくさい

交流
こうりゅう

協会
きょうかい

*、区
く

役所
やくしょ

が行
おこな

っている通訳
つうやく

・翻訳
ほんやく

派遣
は け ん

事業
じぎょう

の
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周知
しゅうち

及
およ

び充
じゅう

実
じつ

に努
つと

めます。  

③ 日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

が必要
ひつよう

な児童
じ ど う

生徒
せ い と

に対
たい

し、日常
にちじょう

生活
せいかつ

に必要
ひつよう

な生活
せいかつ

言語
げ ん ご

、授業
じゅぎょう

や教科
きょうか

学習
がくしゅう

に必要
ひつよう

な学習
がくしゅう

言語
げ ん ご

の習得
しゅうとく

支援
し え ん

及
およ

び学習
がくしゅう

支援
し え ん

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ 児童
じ ど う

生徒
せ い と

一人
ひ と り

ひとりの「個別
こ べ つ

の指導
し ど う

計画
けいかく

」に基
もと

づき、学校
がっこう

全体
ぜんたい

での指導
し ど う

・支援
し え ん

に努
つと

めます。 

○ 教 職 員
きょうしょくいん

は、日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

初期
し ょ き

支援員
しえんいん

*と連携
れんけい

して日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

等
とう

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ 日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

初期
し ょ き

支援員
しえんいん

*の派遣
は け ん

制度
せ い ど

及
およ

び研修
けんしゅう

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ 国際
こくさい

教室
きょうしつ

*、日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

巡回
じゅんかい

非常
ひじょう

勤
きん

講師
こ う し

*による日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

等
とう

の充実
じゅうじつ

と改善
かいぜん

に努
つと

めます。 

○ 日本語
に ほ ん ご

習得
しゅうとく

や学習
がくしゅう

の支援
し え ん

に取
と

り組
く

む地域
ち い き

の市民
し み ん

グループ
ぐ る ー ぷ

等
と う

やボランティア
ぼ ら ん て ぃ あ  

との連携
れんけい

を推進
すいしん

しま

す。 

 

（２）違
ち が

いを認
み と

め合
あ

う教育
きょ う いく

 

 

＜課題
か だ い

＞ 

「川崎市
か わ さ き し

外国
が い こ く

人
じ ん

教育
きょういく

基本
き ほ ん

方針
ほ う し ん

*」に基
も と

づき多
た

文化
ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
し ゃ かい

をめざした教育
きょういく

が進
すす

められていますが、

文化
ぶ ん か

の多様
た よ う

性
せい

への理解
り か い

や民族的
みん ぞ くて き

・文化的
ぶ ん か て き

アイデンティティ
あ い で ん て ぃ て ぃ

と母語
ぼ ご

・母文化
ぼ ぶ ん か

*の尊重
そんちょう

に対
たい

する認識
に ん し き

が

十分
じゅうぶん

とはいえず、偏見
へんけん

・差別
さ べ つ

は解
かい

消
しょう

されていません。学校
がっこう

では、教 職 員
きょうしょくいん

がそれぞれの外国人児童生徒
がいこくじんじどうせいと

が持
も

つ文化的背景
ぶんかてきはいけい

を十分
じゅうぶん

に理解
り か い

し、「違
ちが

い」を考慮
こうりょ

しながら指導
し ど う

にあたることが重要
じゅうよう

です。 

 

① 日本人
に ほ ん じ ん

と外国
がいこく

人
じん

が互
たが

いを認
みと

め合
あ

い尊重
そんちょう

し合
あ

える多
た

文化
ぶ ん か

共生
きょうせい

教育
きょういく

を、外国
がいこく

人
じん

市民
し み ん

とと

もに推進
すいしん

します。 

○ 「多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

ふれあい事業
じぎょう

*」等
とう

、地域
ち い き

における市民
し み ん

と協働
きょうどう

の多
た

文化
ぶ ん か

共生
きょうせい

教育
きょういく

の充実
じゅうじつ

に努
つ と

めます。 

○ 市立
し り つ

学校
が っ こ う

において、国際
こ く さ い

理解
り か い

教育
きょういく

や人権尊重教育等
じんけんそんちょうきょういくとう

を通
つう

じ多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

についての理解
り か い

を深
ふか

める

よう努
つ と

めます。 

② 社会
しゃかい

における少数
しょうすう

の立場
た ち ば

の人
ひと

（マイノリティ
ま い の り て ぃ

）が母語
ぼ ご

・母
ぼ

文化
ぶ ん か

*を大切
たいせつ

にしながら、

文化
ぶ ん か

的
てき

アイデンティティ
あ い で ん て ぃ て ぃ

を形成
けいせい

できるよう、環境
かんきょう

の整備
せ い び

に努
つと

めます。 

○ 母語
ぼ ご

・母
ぼ

文化
ぶ ん か

*の重要性
じゅうようせい

について、広報
こ う ほ う

・啓発
けいはつ

に努
つ と

めます。 

○ 母語
ぼ ご

・母
ぼ

文化
ぶ ん か

*の学習
がくしゅう

グループ
ぐ る ー ぷ

の育成
いくせい

など、支援
し え ん

の充実
じゅうじつ

に努
つ と

めます。 

③ 外国
がいこく

人
じん

学校
がっこう

との交流
こうりゅう

を推進
すいしん

するとともに外国
がいこく

人
じん

学校
がっこう

への支援
し え ん

に努
つと

めます。 

④ 教職員
きょうしょくいん

に対
たい

して、人権
じんけん

・多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

に関
かん

する研修
けんしゅう

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ 「川崎市
かわさきし

外国
が い こ く

人
じ ん

教育
きょういく

基本
き ほ ん

方針
ほ う し ん

*」を周知
し ゅ う ち

するとともに、外国
がいこく

につながりのある児童
じ ど う

生徒
せ い と

の温
あたた

かな

受
う

け入
い

れと支援
し え ん

のために、学校
がっこう

全体
ぜんたい

で意識
い し き

啓発
けいはつ

に努
つと

めます。 
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（３）地域
ち い き

における学習
がくしゅう

支援
し え ん

 

 

＜課題
か だ い

＞  

 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の中
なか

には、日本語
に ほ ん ご

や日本
に ほ ん

の社会
し ゃ かい

・文化
ぶ ん か

の理解
り か い

が十分
じゅうぶん

でなく、社会
し ゃ かい

生活
せいかつ

に支障
し し ょ う

をきたして

いる人
ひと

もいます。外国
がいこく

につながりのある子
こ

どもや外国
が い こ く

人
じ ん

市民
し み ん

の学習
がくしゅう

を地域
ち い き

においても支援
し え ん

していく

ことが重要
じゅうよう

です。 

 

① 日本語
に ほ ん ご

学習
がくしゅう

をはじめとする学習
がくしゅう

支援
し え ん

等
とう

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ 「川崎市
かわさきし

地域
ち い き

日本語
に ほ ん ご

教育
きょういく

推進
すいしん

方針
ほうしん

*」に基
もと

づき日本語
に ほ ん ご

教育
きょういく

の推進
すいしん

に関
かん

する施策
し さ く

を総合的
そうごうてき

かつ

効果的
こうかてき

に推進
すいしん

します。 

○ 市
し

民
みん

館
かん

、国際
こ く さ い

交流
こ うりゅう

センター
せ ん た ー

*等
と う

における、ＩＣＴの活用
かつよう

を含
ふく

めた日本語
に ほ ん ご

学習支援等
が く し ゅ う し え ん と う

の充実
じゅうじつ

に努
つ と

めま

す。 

○ 国
くに

等
とう

が作成
さくせい

する日本語
に ほ ん ご

学習
がくしゅう

コンテンツ
こ ん て ん つ

等
とう

を活用
かつよう

するよう、積極的
せっきょくてき

に広報
こうほう

します。 

○ 外国
がいこく

につながりのある子
こ

どもに対
たい

する地域
ち い き

における学習支援等
が く し ゅ う し え ん と う

の充
じゅう

実
じつ

に努
つ と

めます。 

○ 日本語
に ほ ん ご

学習支援等
が く し ゅ う し え ん と う

を行
おこな

っている市民
し み ん

グループ
ぐ る ー ぷ

等
と う

との連携
れんけい

に努
つ と

めます。 

○ 学習
がくしゅう

支援
し え ん

を行
おこな

うボランティア
ぼ ら ん て ぃ あ

等
と う

が、自
みずか

らの力量
り きりょ う

を向上
こ うじ ょう

させることができるよう研修
けんしゅう

の充実
じゅうじつ

に努
つ と

めます。 

○ 図書館
と し ょ か ん

における外国語
が い こ く ご

図書
と し ょ

の充実
じゅうじつ

に努
つ と

めます。 

② 外国
がいこく

人
じん

市民
し み ん

に対
たい

して、日本
に ほ ん

の社会
しゃかい

・制度
せ い ど

・文化
ぶ ん か

に関
かん

する理解
り か い

の促進
そ くし ん

に努
つと

めます。 

○ 市
し

民
みん

館
かん

、国際
こ く さ い

交流
こ うりゅう

センター
せ ん た ー

*、かわさき多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

プラザ
ぷ ら ざ

*、図書
と し ょ

館
かん

等
と う

で、学習
がくしゅう

機会
き か い

や資料
し り ょ う

の提供
ていきょう

に努
つ と

めます。 
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（４）家庭
か て い

へのサポート
さ ぽ ー と

 

 

＜課題
か だ い

＞  

 外国
が い こ く

人
じ ん

家庭
か て い

や国際
こ く さ い

結婚
け っ こ ん

の家庭
か て い

等
とう

、外国
がいこく

につながりのある家庭
か て い

では、日本
に ほ ん

の学校
が っ こ う

教育
きょういく

制度
せ い ど

に対
たい

する

知識
ち し き

、情報
じょうほう

が不足
ふ そ く

しがちです。また、日本語
に ほ ん ご

や日本
に ほ ん

の社会
しゃかい

・文化
ぶ ん か

の理解
り か い

が十分
じゅうぶん

でなく、孤立
こ り つ

しがち

な家庭
か て い

もあります。こうした家庭
か て い

や外国人
がいこくじん

保護者
ほ ご し ゃ

に対
たい

する支援
し え ん

の充実
じゅうじつ

が求
もと

められています。 

 さらに、外国
がいこく

につながりのある子
こ

どもにとって、保護者
ほ ご し ゃ

と共通
きょうつう

の言語
げ ん ご

を保持
ほ じ

することは、家族間
か ぞ く か ん

の

コミュニケーション
こ み ゅ に け ー し ょ ん

や文化的
ぶ ん か て き

なアイデンティティ
あ い で ん て ぃ て ぃ

を形成
けいせい

する上
う え

で重要
じゅうよう

ですが、家庭
か て い

だけでは母語
ぼ ご

・母
ぼ

文化
ぶ ん か

*等
と う

の保持
ほ じ

が難
むずか

しい場合
ば あ い

があるため、その支援
し え ん

も必要
ひつよう

です。 

 

① 外国
がいこく

人
じん

保護者
ほ ご し ゃ

等
とう

の状況
じょうきょう

に配慮
はいりょ

した情報
じょうほう

提供
ていきょう

や支援
し え ん

に努
つと

めます。 

○ 学校
が っ こ う

からの通知文
つ う ち ぶ ん

、お知
し

らせ等
と う

の多言
た げ ん

語
ご

化
か

、〈やさしい日本語
に ほ ん ご

〉*の活用
かつよう

及
およ

びルビ
る び

振
ふ

りを積極的
せっきょくてき

に

行
おこな

います。 

○ 教育
きょういく

委員会
いいんかい

、公益
こうえき

財団
ざいだん

法人
ほうじん

川崎市
かわさきし

国際
こくさい

交流
こうりゅう

協会
きょうかい

*、区
く

役所
やくしょ

が行
おこな

っている通訳
つうやく

・翻訳
ほんやく

派遣
は け ん

事業
じぎょう

の

周知
しゅうち

及
およ

び充
じゅう

実
じつ

に努
つと

めます。 

○ 教育
きょういく

の重要性
じゅうようせい

や学校
が っ こ う

生活
せいかつ

等
と う

について、外国人
が い こ く じ ん

保護者
ほ ご し ゃ

の理解
り か い

が深
ふか

まるよう情報
じょうほう

提供
ていきょう

に努
つ と

めます。 

○ 幼児
よ う じ

教育
きょういく

・保育
ほ い く

から高校
こうこう

及
およ

び大学
だいがく

まで、それぞれの段階
だんかい

に応
おう

じた支援
し え ん

制度
せ い ど

に関
かん

する積極的
せっきょくてき

な

情報
じょうほう

提供
ていきょう

に努
つと

めます。 

○ 教育
きょういく

と福祉
ふ く し

の連携
れんけい

の視点
し て ん

に立
た

った支援
し え ん

に努
つと

めます。 

② 母語
ぼ ご

・母
ぼ

文化
ぶ ん か

*の重要性
じゅうようせい

を理解
り か い

・尊重
そんちょう

しながら、家庭
か て い

との連携
れんけい

に努
つと

めます。 

○ 教 職 員
きょうしょくいん

への研修
けんしゅう

等
とう

を通
つう

じて母語
ぼ ご

・母文化
ぼ ぶ ん か

*についての認識
にんしき

を深
ふか

め、家庭
か て い

との連携
れんけい

に努
つと

めます。 
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 ３ 社会
し ゃ か い

参加
さ ん か

の促進
そ く し ん

 

外国
が い こ く

人
じ ん

市民
し み ん

が主体的
し ゅ た い て き

に市政
し せ い

参加
さ ん か

できる環境
か ん きょう

の整備
せ い び

に努
つ と

めるとともに、地域
ち い き

社会
し ゃ か い

の

構成員
こ う せ い い ん

として、自己
じ こ

の能力
の う り ょ く

を十分
じゅうぶん

に発揮
は っ き

しながら様々
さ ま ざ ま

な活動
か つ ど う

に参加
さ ん か

できるよう施策
し さ く

を

推進
す い し ん

します。 

 
 

（１） 市政
し せ い

参加
さ ん か

 

 

＜課題
か だ い

＞  

外国
が い こ く

人
じ ん

市民
し み ん

代
だい

表
ひょう

者
し ゃ

会議
か い ぎ

*の設置
せ っ ち

や各種
か く し ゅ

審議会
し ん ぎ か い

等
と う

への参加
さ ん か

など外国
が い こ く

人
じ ん

市民
し み ん

の意見
い け ん

が市政
し せ い

に反映
はんえい

され

る仕組
し く

みづくりを推進
すいしん

していますが、より一層
いっそう

、外国人
が い こ く じ ん

市民
し み ん

の意見
い け ん

が反映
はんえい

されるよう、市政
し せ い

参加
さ ん か

を

促進
そ く し ん

していくことが重要
じゅうよう

です。 

 

① 外国
がいこく

人
じん

市民
し み ん

代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

*の充実
じゅうじつ

を図
はか

り、外国
がいこく

人
じん

市民
し み ん

の意見
い け ん

の施策
し さ く

反映
はんえい

に努
つと

めます。 

○ 会議
か い ぎ

の意義
い ぎ

や活動
かつどう

内容
ないよう

についての広報
こ う ほ う

・啓発
けいはつ

の充実
じゅうじつ

に努
つ と

めます。 

○ 調査
ち ょ う さ

審議
し ん ぎ

がより充実
じゅうじつ

するよう、提言
ていげん

の多言語
た げ ん ご

翻訳
ほんやく

及
およ

び代表者
だいひょうしゃ

の研修
けんしゅう

や会議
か い ぎ

の支援
し え ん

体制
たいせい

の整備
せ い び

に

努
つ と

めます。 

○ 多
おお

くの外国人
がいこくじん

市民
しみん

に代表者
だいひょうしゃ

会議
かいぎ

に関心
かんしん

を持
も

ってもらうよう、代表者
だいひょうしゃ

の募集
ぼしゅう

案内
あんない

の全
ぜん

世
せ

帯
たい

送付
そうふ

に努
つと

めます。 

○ 代表者
だいひょうしゃ

選考
せ ん こ う

の方法
ほうほう

や会議
か い ぎ

のあり方
かた

について検討
けんとう

し、会議
か い ぎ

の一層
いっそう

の活性化
かっせいか

に努
つ と

めます。 

○ 外国人
がいこくじん

市民
しみん

の意見
いけん

の施策
しさく

への反映
はんえい

を推進
すいしん

するため、代表者
だいひょうしゃ

会議
かいぎ

から出
だ

された提
てい

言
げん

の進 捗
しんちょく

状 況
じょうきょう

を定期的
ていきてき

に検 証
けんしょう

評価
ひょうか

する仕組
し く

みについて検討
けんとう

します。 

② 市
し

の審議会
し ん ぎ か い

等
とう

で、外国
がいこく

人
じん

市民
し み ん

委員
い い ん

の参加
さ ん か

を積極的
せっきょくてき

に進
すす

めるとともに、参加
さ ん か

しやすい

環境
かんきょう

づくりに努
つと

めます。 

③ 住民
じゅうみん

投票
とうひょう

制度
せ い ど

の運用
うんよう

にあたっては、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が参加
さ ん か

しやすい環境
かんきょう

づくりに努
つと

め

ます。 

④ 地方
ち ほ う

参政権
さんせいけん

の実現
じつげん

*については、他
た

の自治体
じ ち た い

と連携
れんけい

しながら国
く に

に働
はたら

きかけることを

検討
けんとう

します。 
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（２） 地域
ち い き

における外国
が い こ く

人
じ ん

市民
し み ん

等
と う

の活動
か つ ど う

 

 

＜課題
か だ い

＞  

地域
ち い き

において町内
ちょうない

会
かい

・自治会
じ ち か い

、ＰＴＡなど様々
さ ま ざ ま

な団体
だんたい

等
と う

の活動
か つ ど う

が行
おこな

われていますが、外国
が い こ く

人
じ ん

市民
し み ん

が

これらの地域
ち い き

活動
か つ ど う

に、より参加
さ ん か

しやすくなるような環境
かんきょう

の整備
せ い び

が求
もと

められています。 

また、外国人
が い こ く じ ん

市民
し み ん

や市民
し み ん

グループ
ぐ る ー ぷ

等
と う

に対
たい

する主体性
しゅたいせい

を尊重
そんちょう

した支援
し え ん

が重要
じゅうよう

です。 

 

① 町内
ちょうない

会
かい

・自治会
じ ち か い

、ＰＴＡ等
と う

に対
たい

して、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

をその構成員
こうせいいん

として認
みと

め、相互
そ う ご

理解
り か い

や交流
こうりゅう

を進
すす

めるよう啓発
けいはつ

に努
つと

めます。 

○ 外国人
がいこくじん

市民
しみん

に対
たい

して、町 内 会
ちょうないかい

・自治会
じ ち か い

や地域
ちいき

の活動
かつどう

についての周知
しゅうち

を図
はか

ります。 

② 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

や市民
し み ん

グループ
ぐ る ー ぷ

等
とう

が地域
ち い き

の活動
かつどう

により参加
さ ん か

しやすくなるような環境
かんきょう

の

整備
せ い び

に努
つと

めます。 

○ 国際
こくさい

交流
こうりゅう

センター
せ ん た ー

*、かわさき市民
し み ん

活動
かつどう

センター
せ ん た ー

、かわさき多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

プラザ
ぷ ら ざ

*等
とう

を活用
かつよう

するよ

う、積極的
せっきょくてき

に広報
こうほう

します。 

○ グループ
ぐ る ー ぷ

の主体性
しゅたいせい

を尊重
そんちょう

して自主
じ し ゅ

活動
か つ ど う

の育成
いくせい

支援
し え ん

に努
つ と

めるとともに、グループ
ぐ る ー ぷ

相互
そ う ご

の

ネットワーク
ね っ と わ ー く

化
か

を支援
し え ん

します。 
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 ４ 共生
き ょ う せ い

社会
し ゃ か い

の形成
け い せ い

 

すべての市民
し み ん

が違
ちが

いを認
みと

め合
あ

い共
と も

に生
い

きる社会
しゃかい

をつくるため、市民
し み ん

、行政
ぎょうせい

、事業者
じ ぎ ょ う し ゃ

そ

れぞれに対
たい

して意識
い し き

啓発
けいはつ

を進
すす

めるとともに、内外
ないがい

に開
ひら

かれた地域
ち い き

社会
しゃかい

づくりを促進
そくしん

し

ます。 

 

 

（１） 市民
し み ん

への意識
い し き

啓発
け い は つ

 

 

＜課題
か だ い

＞  

多様
た よ う

な文化
ぶ ん か

を持
も

つ市民
し み ん

が共
とも

に生活
せいかつ

することにより、文化
ぶ ん か

の違
ちが

いから摩擦
ま さ つ

が生
しょう

じる場合
ば あ い

もあります。 

また、異文化
い ぶ ん か

に対
たい

する偏見
へんけん

や理解
り か い

の不足
ふ そ く

から、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が差別
さ べ つ

を受
う

けることがあります。市民
し み ん

そ

れぞれが持
も

つ文化
ぶ ん か

を尊重
そんちょう

することのできる地域
ち い き

社会
しゃかい

づくりが重要
じゅうよう

です。 

 

① 国
こく

籍
せき

、民族
みんぞく

、文化
ぶ ん か

の違
ちが

いを越
こ

えて、すべての人
ひと

が互
たが

いを認
みと

め合
あ

い差別
さ べ つ

をなくすよう

啓発
けいはつ

に努
つと

めます。 

② 市民
し み ん

グループ
ぐ る ー ぷ

、ボランティア
ぼ ら ん て ぃ あ

団体
だんたい

等
と う

に対
たい

し、多文
た ぶ ん

化
か

共生
きょうせい

の考
かんが

え方
かた

についての広報
こ う ほ う

・

啓発
けいはつ

に努
つと

めます。  

③ 文化芸術活動
ぶんかげいじゅつかつどう

を通
つう

じて市民
し み ん

が多様
た よ う

な文化
ぶ ん か

を理解
り か い

し、尊重
そんちょう

し合
あ

うことができるよう、

地域
ち い き

などでの文化交流
ぶんかこうりゅう

の促進
そくしん

に努
つと

めます。 

 

（２） 市職員
し し ょ く い ん

等
と う

の意識
い し き

改革
か い か く

 

 

＜課題
か だ い

＞  

市
し

職員
しょくいん

及
およ

び教職員
きょうしょくいん

の人権
じん けん

意識
い し き

を高
たか

め、外国
が い こ く

人
じ ん

市民
し み ん

の存在
そんざい

を十分
じゅうぶん

に認識
に ん し き

しながら業務
ぎ ょ う む

を行
おこな

っていく

よう、多
た

文化
ぶ ん か

共生
きょうせい

についての理解
り か い

を深
ふか

めることが重要
じゅうよう

です。 

 

① 人権
じんけん

意識
い し き

や多文
た ぶ ん

化
か

共生
きょうせい

意識
い し き

を啓発
けいはつ

するため、市
し

職員
しょくいん

及
およ

び教職員
きょうしょくいん

に対
たい

する研修
けんしゅう

等
と う

を

充実
じゅうじつ

させます
 

。 

○ 職員
しょくいん

研修
けんしゅう

に外国
が い こ く

人
じ ん

市民
し み ん

や外部
が い ぶ

講師
こ う し

を積極的
せっきょくてき

に活用
か つ よ う

するなど、職員
しょくいん

研修
けんしゅう

の見直
み な お

し・充実
じゅうじつ

に努
つ と

めます。 

○ 教職員
きょうしょくいん

が多文
た ぶ ん

化
か

共生
きょうせい

について理解
り か い

を深
ふか

めるよう、学校
が っ こ う

全体
ぜんたい

での取組
とりくみ

に努
つ と

めます。 

○ 市
し

の事業
じ ぎ ょ う

を委託
い た く

する際
さ い

には、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

について、受託者
じ ゅ た く し ゃ

の理解
り か い

が深
ふか

まるよう取組
とりくみ

に努
つ と

めます。 
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② 外国
がいこく

人
じん

市民
し み ん

の存在
そんざい

を十分
じゅうぶん

に認識
にんしき

しながら業務
ぎょうむ

を 行
おこな

っていくよう、市
し

職員
しょくいん

の意識
い し き

啓発
けいはつ

に努
つと

めます。 

 

（３） 市
し

職員
しょくいん

の採用
さ い よ う

 

 

＜課題
か だ い

＞  

市
し

職員
しょくいん

の採用
さ い よ う

試験
し け ん

の国籍
こ く せ き

条項
じ ょうこ う

は消防
しょうぼう

士
し

以外
い が い

では撤廃
てっぱい

されており、採用後
さいようご

は一部
い ち ぶ

の職務
し ょ く む

を除
のぞ

いて

任用
にんよう

されることとなっていますが、多文化共生社会
た ぶ ん か き ょ う せ い し ゃ か い

の形成
けいせい

を進
すす

めるため、会計
かいけい

年度
ね ん ど

任用
にんよう

職員
しょくいん

等
とう

を含
ふく

め外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の採用
さいよう

等
とう

を進
すす

めていくことが求
もと

められています。 

 
 

① 市
し

職員
しょくいん

の採用
さ い よ う

や任用
にんよう

のあり方
かた

については、他
た

の自治体
じ ち た い

と連携
れんけい

しながら検討
けんとう

していき

ます。 

② 多文化共生社会
たぶんかきょうせいしゃかい

の形成
けいせい

に向
む

け、会計
かいけい

年度
ね ん ど

任用
にんよう

職員
しょくいん

等
とう

についても外国
がいこく

人
じん

市民
し み ん

の採用
さいよう

に

努
つと

めます。 

 

（４） 事業者
じ ぎ ょ う し ゃ

への啓発
け い は つ

 

 

＜課題
か だ い

＞  

民間
みんかん

企業
き ぎ ょ う

への就職
しゅうしょく

時
じ

における外国
が い こ く

人
じ ん

差別
さ べ つ

、外国
が い こ く

人
じ ん

であることを理由
り ゆ う

とした職場
し ょ く ば

内
ない

での差別
さ べ つ

や不当
ふ と う

な労働
ろ う ど う

条件
じょうけん

等
とう

に関
かん

して、関係
かんけい

機関
き か ん

等
と う

と連携
れんけい

を図
はか

りながら人権
じん けん

の尊重
そんちょう

及
およ

び法
ほ う

の遵守
じゅんしゅ

について啓発
けいはつ

を行
おこな

っていくことが重要
じゅうよう

です。 

また、事
じ

業者
ぎょうしゃ

に対
たい

しても多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

の主体
しゅたい

であるとの認識
にんしき

を啓
けい

発
はつ

することも大切
たいせつ

です。 

 

① 事業者
じぎょうしゃ

が外国人
がいこくじん

の就職
しゅうしょく

や労働条件
ろうどうじょうけん

において差別
さ べ つ

をせず、適正
てきせい

な雇用
こ よ う

が行
おこな

われるよう

広報
こうほう

・啓発
けいはつ

に努
つと

めます。 

② 事
じ

業者
ぎょうしゃ

に対
たい

し、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

を推進
すいしん

する主体
しゅたい

であるとの認識
にんしき

が持
も

てるよう、

広報
こうほう

・啓発
けいはつ

に努
つと

めます。 

○ 従 業 員
じゅうぎょういん

に人権
じんけん

意識
い し き

や多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

意識
い し き

を啓発
けいはつ

するよう、事
じ

業者
ぎょうしゃ

に働
はたら

きかけます。 

○ 〈やさしい日本語
に ほ ん ご

〉*への理解
り か い

と事業所
じぎょうしょ

での活用
かつよう

が進
すす

むよう、事
じ

業者
ぎょうしゃ

に働
はたら

きかけます。 

③ 意識
い し き

啓発
けいはつ

のための事業所
じ ぎ ょ う し ょ

内
ない

研修
けんしゅう

の支援
し え ん

に努
つと

めます。 

○ 国
くに

や他
た

機関
き か ん

で作成
さくせい

されているものも含
ふく

め研修
けんしゅう

に役立
や く だ

つ情報
じょうほう

を収 集
しゅうしゅう

し、情報
じょうほう

提供
ていきょう

に努
つと

めます。  
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（５）国際
こくさい

交流
こうりゅう

センター
せ ん た ー

*の活用
かつよう

 

 

＜課題
か だ い

＞  

国際
こくさい

交流
こうりゅう

センター
せ ん た ー

*及
およ

び公益
こうえき

財団
ざいだん

法人
ほうじん

川崎市
かわさきし

国際
こくさい

交流
こうりゅう

協会
きょうかい

*は、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の増加
ぞ う か

や多様化
た よ う か

等
とう

といっ

た社会的
しゃかいてき

な状 況
じょうきょう

の変化
へ ん か

、国
くに

の動向
どうこう

等
とう

にも対応
たいおう

した事業
じぎょう

展開
てんかい

や協会
きょうかい

の更
さら

なる体制
たいせい

強化
きょうか

が求
もと

められてい

ます。 

 

① 国際
こ く さ い

交流
こうりゅう

センター
せ ん た ー

*の利用
り よ う

の促進
そ くし ん

と、多文
た ぶ ん

化
か

共生
きょうせい

に向
む

けた事業
じ ぎ ょ う

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

のための情報
じょうほう

提供
ていきょう

や、学習
がくしゅう

機会
き か い

の提供
ていきょう

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ かわさき多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

プラザ
ぷ ら ざ

*との連携
れんけい

に努
つと

めます。 

② 多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

総合
そうごう

相談
そうだん

ワンストップセンター
わ ん す と っ ぷ せ ん た ー

*の相談
そうだん

事業
じ ぎ ょ う

や公益
こうえき

財団
ざいだん

法人
ほうじん

川崎市
かわさきし

国際
こくさい

交流
こうりゅう

協会
きょうかい

*が行
おこな

う翻訳
ほんやく

、通訳
つうやく

サービス
さ ー び す

の拡充
かくじゅう

に向
む

け支援
し え ん

します。 

③ 公益
こうえき

財団
ざいだん

法人
ほうじん

川崎市
かわさきし

国際
こくさい

交流
こうりゅう

協会
きょうかい

*と連携
れんけい

し、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の実現
じつげん

や国際
こくさい

交流
こうりゅう

・協 力
きょうりょく

を目的
もくてき

とする市民
し み ん

グループ
ぐ る ー ぷ

等
と う

の活動
かつどう

を支援
し え ん

し、市民
し み ん

主体
しゅたい

の多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の実現
じつげん

と国際
こ く さ い

交流
こうりゅう

・協力
きょうりょく

を促進
そ くし ん

します。 

④ 公益
こうえき

財団
ざいだん

法人
ほうじん

川崎市
かわさきし

国際
こくさい

交流
こうりゅう

協会
きょうかい

*と連携
れんけい

し、修学援助
しゅうがくえんじょ

、住宅相談
じゅうたくそうだん

等
と う

外国人
がいこくじん

留学生
りゅうがくせい

の支援
し え ん

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めるとともに、市民
し み ん

との交流
こうりゅう

を促進
そくしん

します。 

⑤ 公益
こうえき

財団
ざいだん

法人
ほうじん

川崎市
かわさきし

国際
こくさい

交流
こうりゅう

協会
きょうかい

*の体制
たいせい

強化
きょうか

に向
む

けた連携
れんけい

を推進
すいしん

します。 

 

（６）地域
ち い き

における多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の形成
けいせい

 

＜課題
か だ い

＞  

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の形成
けいせい

には、地域
ち い き

における多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

の実現
じつげん

が不可欠
ふ か け つ

です。そのためには、市内
し な い

の各
かく

地域
ち い き

において多様
た よ う

な担
にな

い手
て

を見出
み い だ

し、育
そだ

てていく必要
ひつよう

があります。 

 

① 市民
し み ん

の自主的
じしゅてき

な活動
かつどう

や居場所
い ば し ょ

づくりに向
む

けた環境
かんきょう

を整備
せ い び

することで、地域
ち い き

での

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

と日本人
にほんじん

市民
し み ん

が共
とも

に活動
かつどう

する多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の形成
けいせい

を支援
し え ん

します。 

 

  

28



  

 

 ５ 施策
し さ く

の推進
す い し ん

体制
た い せ い

の整備
せ い び

 

外国
が い こ く

人
じ ん

市民
し み ん

に関
かか

わる施策
し さ く

を総合的
そ う ご う て き

に推進
す い し ん

するため、行政
ぎょうせい

内部
な い ぶ

での連携
れんけい

・調整
ちょうせい

機能
き の う

を

充実
じ ゅうじ つ

させるとともに、施策
し さ く

推進
すいしん

の拠点
きょてん

整備
せ い び

を進
すす

め、市民
し み ん

、関係
か ん け い

機関
き か ん

・団体
だ ん た い

等
と う

との連携
れ ん け い

及
お よ

び国
く に

等
と う

への制度
せ い ど

改善
か い ぜ ん

等
と う

の働
はたら

きかけを行
おこな

います
 

。 

 

（１） 行政
ぎょうせい

組織
そ し き

の充実
じゅうじつ

 

 

＜課題
か だ い

＞  

 外国
が い こ く

人
じ ん

市民
し み ん

に関
かか

わる施策
し さ く

は市
し

の業務
ぎ ょ う む

全体
ぜんたい

に及
およ

ぶことから、施策
し さ く

の推進
すいしん

強化
き ょ う か

のため、関係
かんけい

局
きょく

間
かん

の

定期的
て い き て き

かつ継続的
け い ぞ く て き

な連絡
れ ん ら く

調整
ちょうせい

が重要
じゅうよう

となっています。 

 また、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の増加
ぞ う か

と多様化
た よ う か

が進
すす

む中
なか

、川崎市
かわさきし

の地理的
ち り て き

特性
とくせい

を考慮
こうりょ

した施策
し さ く

推進
すいしん

の地域
ち い き

拠点
きょてん

が

求
もと

められています。 

 

① 施策
し さ く

推進
すいしん

のため、全
ぜん

庁
ちょう

的
てき

な会議等
かいぎとう

を中心
ちゅうしん

に関係局間
かんけいきょくかん

の連携
れんけい

・調整
ちょうせい

機能
き の う

を充実
じゅうじつ

させ

ます。 

② 他都市
た と し

及
およ

び神奈川
か な が わ

県
けん

との情報
じょうほう

交換
こうかん

、連携
れんけい

を進
すす

め、施策
し さ く

展開
てんかい

の課題
か だ い

・問題
もんだい

点
てん

等
と う

の認識
にんしき

を

深
ふか

めます。 

③ 指針
し し ん

に基
も と

づく施策
し さ く

の進行
し ん こ う

管理
か ん り

及
およ

び評価
ひょうか

を行
おこな

います。 

○ 施策
し さ く

の推進
すいしん

状況
じょうきょう

調査
ち ょ う さ

の定期的
ていきてき

な実施
じ っ し

により、指針
し し ん

の進行
しんこう

管理
か ん り

を行
おこな

います。 

○ 市民
し み ん

・学識
がくしき

経験者
けいけんしゃ

等
とう

による川崎市
かわさきし

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

協
きょう

議会
ぎ か い

を設置
せ っ ち

して施策
し さ く

の検証
けんしょう

・評価
ひょうか

につ

いての助言
じょげん

を受
う

け、指針
し し ん

の見直
みなお

しに反映
はんえい

させます。 

○ 施策
し さ く

の評価
ひょうか

等
とう

について、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に分
わ

かりやすい形
かたち

での公表
こうひょう

に努
つと

めます。 

④ 多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の推進
すいしん

状 況
じょうきょう

を把握
は あ く

し、施策
し さ く

に役立
や く だ

てるために、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の生活
せいかつ

と意識
い し き

に関
かん

する実態
じったい

調査
ちょうさ

を定期的
ていきてき

に実施
じ っ し

します。  

⑤ 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

であることを理由
り ゆ う

とする差別
さ べ つ

の解消
かいしょう

と人権
じんけん

侵害
しんがい

の防止
ぼ う し

に向
む

けた施策
し さ く

に

ついて検討
けんとう

します。 

○ 川崎市
かわさきし

差別
さ べ つ

のない人権
じんけん

尊重
そんちょう

のまちづくり条例
じょうれい

*の適切
てきせつ

な運用
うんよう

に努
つと

めます。 

○ 法務省
ほうむしょう

の外国語
がいこくご

人権
じんけん

相談
そうだん

ダイヤル
だ い や る

、外国語
がいこくご

インターネット
い ん た ー ね っ と

人権
じんけん

相談
そうだん

等
とう

の積極的
せっきょくてき

な広報
こうほう

・周知
しゅうち

に努
つと

めます。 

⑥ 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

のニーズ
に ー ず

と地理的
ち り て き

特性
とくせい

を踏
ふ

まえ、かわさき多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

プラザ
ぷ ら ざ

*等
とう

の

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

の推進
すいしん

拠点
きょてん

を整備
せ い び

し、その活用
かつよう

に努
つと

めます。 
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（２） 関係
か ん け い

機関
き か ん

・ボランティア
ぼ ら ん て ぃ あ

団体
だ ん た い

等
と う

との連携
れ ん け い

 

 

＜課題
か だ い

＞  

多様
た よ う

な主体
しゅたい

との協働
きょうどう

・連携
れんけい

による施策
し さ く

の推進
すいしん

が求
も と

められています。 

 

① 多様
た よ う

な主体
しゅたい

と協働
きょうどう

・連携
れんけい

して多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

施策
し さ く

を推進
すいしん

します。 

 

（３） 国
く に

等
と う

への働
はたら

きかけ 

 

＜課題
か だ い

＞  

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
し ゃ かい

の実現
じつげん

のためには、地方
ち ほ う

自治体
じ ち た い

の施策
し さ く

展開
てんかい

や制度
せ い ど

整備
せ い び

だけでは十分
じゅうぶん

ではなく、外国
が い こ く

人
じ ん

市民
し み ん

の生活
せいかつ

に関
かか

わる法
ほ う

や制度
せ い ど

の改善
かいぜん

等
と う

が必要
ひつよう

となっています。 

 

① 外国
がいこく

人
じん

市民
し み ん

の生活
せいかつ

に関
かか

わる法
ほう

や制度
せ い ど

の改善
かいぜん

を国
くに

・神奈川県
か な が わ け ん

へ要望
ようぼう

します。 

○ 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

に関
かん

する国
くに

の動
うご

きへの対応
たいおう

も図
はか

りながら在留
ざいりゅう

管理
か ん り

制度
せ い ど

等
とう

の課題
か だ い

の把握
は あ く

に努
つと

め、

必要
ひつよう

に応
おう

じて国
くに

等
とう

に働
はたら

きかけます。 

 

 

 

 

30



 
 
 
 
 
 

参
さ ん

 考
こ う

 資
し

 料
りょう

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

31



 
 
 
 
 

32



１ 指針
し し ん

策定
さくてい

の経過
け い か

 

 

   本市
ほ ん し

の外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

は、在日
ざいにち

韓国
かんこく

・朝鮮人
ちょうせんじん

を中心
ちゅうしん

とする市民
し み ん

の声
こえ

を受
う

けとめ、当事者
とうじしゃ

の生活
せいかつ

実態
じったい

に対応
たいおう

する形
かたち

で取組
とりくみ

を進
すす

めてきましたが、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の増加
ぞ う か

と多様化
た よ う か

に伴
ともな

い、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

と共
とも

に生
い

きる地域
ち い き

社会
しゃかい

づくりを推進
すいしん

するため、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

を総合的
そうごうてき

に推進
すいしん

する体制
たいせい

づくりが

長年
ながねん

の課題
か だ い

となっていました。 

   1990(平成
へいせい

2) 年
ねん

、庁内
ちょうない

組織
そ し き

である「外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

推進
すいしん

幹事会
かんじかい

」が、推進
すいしん

すべき外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

を「24項目
こうもく

の検討
けんとう

課題
か だ い

」としてまとめました。これに基
もと

づき本市
ほ ん し

では、1991(平成
へいせい

3)年
ねん

、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

の担当
たんとう

部署
ぶ し ょ

として市民局
しみんきょく

に国際
こくさい

室
しつ

を設置
せ っ ち

し、1993(平成
へいせい

5)年
ねん

及
およ

び 1994(平成
へいせい

6) 年
ねん

の２回
かい

にわ

たり外
がい

国籍
こくせき

市民
し み ん

意識
い し き

実態
じったい

調査
ちょうさ

を実施
じ っ し

しました。 

   一方
いっぽう

、1992(平成
へいせい

4)年
ねん

には市民
し み ん

、学識
がくしき

経験者
けいけんしゃ

等
とう

を委員
い い ん

とする「外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

調査
ちょうさ

研究
けんきゅう

委員会
いいんかい

」

を設置
せ っ ち

し、この委員会
いいんかい

から 1993(平成
へいせい

5)年
ねん

に「国際
こくさい

政策
せいさく

のガイドライン
が い ど ら い ん

づくりのための提言
ていげん

（53

項目
こうもく

提言
ていげん

）」が報告
ほうこく

されたことにより、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

推進
すいしん

のための指針
し し ん

の策定
さくてい

が課
か

題
だい

となりまし

た。上記
じょうき

提言
ていげん

に基
もと

づくガイドライン
が い ど ら い ん

づくりに向
む

けた試案
し あ ん

が庁内
ちょうない

組織
そ し き

で研究
けんきゅう

された後
のち

、2000(平成
へいせい

12)年
ねん

に策定
さくてい

した「川崎市
かわさきし

人権
じんけん

施策
し さ く

推進
すいしん

指針
し し ん

」の中
なか

で外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

の基本
き ほ ん

理念
り ね ん

となる基本
き ほ ん

方針
ほうしん

の

策定
さくてい

を位置
い ち

づけたことを契機
け い き

として、本指針
ほんししん

の策定
さくてい

作業
さぎょう

を開始
か い し

しました。 

  その後
ご

、本市
ほ ん し

が策定
さくてい

する外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

に関
かん

する指針
し し ん

に対
たい

して必要
ひつよう

な助言
じょげん

を行
おこな

うことを目的
もくてき

と

して、学識
がくしき

経験者
けいけんしゃ

、市民
し み ん

、関係局
かんけいきょく

職員
しょくいん

など、委員
い い ん

８人
にん

で構成
こうせい

する「外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

推進
すいしん

指針
し し ん

検討
けんとう

委員会
いいんかい

」を2002(平成
へいせい

14)年
ねん

９月
がつ

に設置
せ っ ち

しました。 

  審議
し ん ぎ

は、２年半
ねんはん

、19回
かい

に及
およ

び、本市
ほ ん し

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

の現状
げんじょう

や国
くに

、他
た

都市
と し

の動向
どうこう

等
とう

の把握
は あ く

、指針
し し ん

案
あん

の構成
こうせい

、理念
り ね ん

や施策
し さ く

の具体的
ぐたいてき

な推進
すいしん

内容
ないよう

等
とう

を検討
けんとう

していきましたが、その中
なか

で、指針
し し ん

の名称
めいしょう

は

「(仮称
かしょう

)川崎市
かわさきし

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

指針
し し ん

」となりました。また、2002（平成14）年実施の外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

実施
じ っ し

状 況
じょうきょう

調査
ちょうさ

や 2003(平成
へいせい

15)年
ねん

と 2004(平成
へいせい

16)年
ねん

に行
おこな

った市民
し み ん

意見
い け ん

の募集
ぼしゅう

、人権
じんけん

・

男女
だんじょ

共同
きょうどう

参画
さんかく

推進
すいしん

連絡
れんらく

会議
か い ぎ

及
およ

びその幹事会
かんじかい

、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

専門
せんもん

部会
ぶ か い

などでの全庁的
ぜんちょうてき

な調整
ちょうせい

を

経
へ

て、2005（平
へい

成
せい

17）年
ねん

の３月
がつ

に策定
さくてい

しました。なお、その後
ご

の改定
かいてい

については本編
ほんぺん

の「Ⅰ 指
し

針
しん

の趣旨
し ゅ し

」の「４ 指針
し し ん

の改定
かいてい

について」を御覧
ご ら ん

ください。 
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２ 施策
し さ く

の推進
すいしん

に関
かか

わる有
ゆう

識者
しきしゃ

会議
か い ぎ

等
とう

 

 
 指針

し し ん

の策定
さくてい

以降
い こ う

、本市
ほ ん し

では指針
し し ん

の具体的
ぐ た いて き

推進
すいしん

内容
ないよう

について進捗
しんちょく

状 況
じょうきょう

調査
ちょうさ

を行
おこな

うとともに、学
がく

識
しき

経験者
けいけんしゃ

等
とう

で構成
こうせい

する審
しん

議会
ぎ か い

や附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

による会議
か い ぎ

（以下
い か

「有識者
ゆうしきしゃ

会議
か い ぎ

」という。）で施策
し さ く

の検証
けんしょう

・

評価
ひょうか

を行
おこな

いながら多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

施策
し さ く

を推進
すいしん

しています。 

 有識者
ゆうしきしゃ

会議
か い ぎ

は、2014（平成
へいせい

26）年度
ね ん ど

までは「川崎市
か わ さき し

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

施策
し さ く

検討
けんとう

委員会
い い んか い

」、2019（令和元
れ い わが ん

）

年度
ね ん ど

までは「川崎市
か わ さき し

人権
じんけん

施策
し さ く

推進協
すいしんきょう

議会
ぎ か い

」の部会
ぶ か い

、2020（令和
れ い わ

２）年度
ね ん ど

からは「川崎市
か わ さき し

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

協
きょう

議会
ぎ か い

」と組織
そ し き

改正
かいせい

等
とう

に伴
ともな

い名称
めいしょう

等
とう

を変
か

えながらも継
けい

続
ぞく

して施策
し さ く

の検証
けんしょう

・評価
ひょうか

を行
おこな

ってきました。 

 前回
ぜんかい

は、2015（平成
へいせい

17）年
ねん

10月
がつ

に指針
し し ん

を改定
かいてい

していますが、同
どう

年度
ね ん ど

以降
い こ う

の会議
か い ぎ

の開催
かいさい

経過
け い か

は、次
つぎ

のとおりです。 

 
 第

だい

１期
き

川崎市
か わ さき し

人権
じんけん

施策
し さ く

推進協
すいしんきょう

議会
ぎ か い

 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

部会
ぶ か い

 

回
かい

 時
じ

 期
き

 審
しん

 議
ぎ

 内
ない

 容
よう

   

1 2015（平成
へいせい

27）年
ねん

 

６月
がつ

15日
にち

 

川崎市
か わ さき し

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

指針
し し ん

の改定
かいてい

について 

第
だい

１期
き

の審議
し ん ぎ

計画
けいかく

について 

2 ８月
がつ

10 日
と お か

 川崎市
か わ さき し

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

指針
し し ん

の改定
かいてい

について 

施策
し さ く

の検証
けんしょう

・評価
ひょうか

の計画
けいかく

について 

3 ９月
がつ

９日
ここのか

 指針
し し ん

１（２）①（ＴＶ通訳
つうやく

システム
し す て む

について） 

指針
し し ん

２（４）①（通訳
つうやく

・翻訳
ほんやく

バンク
ば ん く

について） 

指針
し し ん

４（５）②（国際
こくさい

交流
こうりゅう

センター
せ ん た ー

における翻訳
ほんやく

・通訳
つうやく

サービス
さ ー び す

につ

いて） 

川崎市
か わ さき し

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

指針
し し ん

＜改定版
かいていばん

＞について 

4 11月
がつ

25日
にち

 指針
し し ん

２（１）③（日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

が必要
ひつよう

な児童
じ ど う

生徒
せ い と

に対
たい

する支援
し し ん

の充実
じゅうじつ

に

ついて） 

かわさき人権
じんけん

フォーラム
ふ ぉ ー ら む

について 

5 2016（平成
へいせい

28）年
ねん

 

２月
がつ

15日
にち

 

個別
こ べ つ

課題
か だ い

の検証
けんしょう

に関
かん

する振
ふ

り返
かえ

り 

第
だい

１期
き

川崎市
か わ さき し

人権
じんけん

施策
し さ く

推進協
すいしんきょう

議会
ぎ か い

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

部会
ぶ か い

のまとめ 

6 ３月
がつ

2 4 日
にじゅうよっか

 かわさき人権
じんけん

フォーラム
ふ ぉ ー ら む

における審議
し ん ぎ

内容
ないよう

等
とう

の報告
ほうこく

等
とう

 

 

第
だい

２期
き

川崎市
か わ さき し

人権
じんけん

施策
し さ く

推進協
すいしんきょう

議会
ぎ か い

 多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

指針
し し ん

に関
かん

する部会
ぶ か い

※ 

（※第
だい

１期
き

協
きょう

議会
ぎ か い

時
じ

の外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

部会
ぶ か い

から部会
ぶ か い

名称
めいしょう

を変更
へんこう

） 

回
かい

 時
じ

 期
き

 審
しん

 議
ぎ

 内
ない

 容
よう

   

１ 2016（平成
へいせい

28）年
ねん

 

７月
がつ

20 日
は つ か

 

優先
ゆうせん

審議
し ん ぎ

（ヘイトスピーチ
へ い と す ぴ ー ち

対策
たいさく

に関
かん

すること） 

１年
ねん

次目
じ め

の審議
し ん ぎ

計画
けいかく

について 

２ ８月
がつ

10 日
と お か

 優先
ゆうせん

審議
し ん ぎ

（ヘイトスピーチ
へ い と す ぴ ー ち

対策
たいさく

に関
かん

すること） 

３ 10月
がつ

19日
にち

 優先
ゆうせん

審議
し ん ぎ

（ヘイトスピーチ
へ い と す ぴ ー ち

対策
たいさく

に関
かん

すること） 

優先
ゆうせん

審議
し ん ぎ

の協
きょう

議会
ぎ か い

への報告
ほうこく

について 
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４ 12月
がつ

21日
にち

 施策
し さ く

の実施
じ っ し

状 況
じょうきょう

（事務局
じ む きょ く

報告
ほうこく

） 

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

意識
い し き

実態
じったい

調査
ちょうさ

（インタビュー
い ん た び ゅ ー

調査
ちょうさ

）結果
け っ か

報告
ほうこく

 

審議
し ん ぎ

計画
けいかく

 

５ 2017（平成
へいせい

29）年
ねん

 

２月
がつ

13日
にち

 

指針
し し ん

１（６）住宅
じゅうたく

について 

６ ３月
がつ

22日
にち

 指針
し し ん

２（３）地域
ち い き

における学習
がくしゅう

支援
し え ん

について 

７ ５月
がつ

2 4 日
にじゅうよっか

 指針
し し ん

２（３）地域
ち い き

における学習
がくしゅう

支援
し え ん

について 

８ ７月
がつ

26日
にち

 施策
し さ く

の実施
じ っ し

状 況
じょうきょう

（事務局
じ む きょ く

報告
ほうこく

） 

９ 10月
がつ

２日
ふ つ か

 指針
し し ん

２多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

教育
きょういく

の推進
すいしん

について（市立
し り つ

定時制
て い じせ い

高校
こうこう

について） 

10 11月
がつ

９日
ここのか

 部会
ぶ か い

報告書
ほうこくしょ

について 

11 2018（平成
へいせい

30）年
ねん

 

２月
がつ

２日
ふ つ か

 

部会
ぶ か い

報告書
ほうこくしょ

について 

 

 第
だい

３期
き

川崎市
か わ さき し

人権
じんけん

施策
し さ く

推進協
すいしんきょう

議会
ぎ か い

 多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

指針
し し ん

に関
かん

する部会
ぶ か い

 

回
かい

 時
じ

 期
き

 審
しん

 議
ぎ

 内
ない

 容
よう

   

１ 2018（平成
へいせい

30）年
ねん

 

７月
がつ

31日
にち

 

施策
し さ く

の実施
じ っ し

状 況
じょうきょう

（事務局
じ む きょ く

報告
ほうこく

） 

年間
ねんかん

の審議
し ん ぎ

計画
けいかく

（施策
し さ く

の検証
けんしょう

・評価
ひょうか

） 

２ 11月
がつ

１日
ついたち

 重点
じゅうてん

課題
か だ い

 施策
し さ く

推進
すいしん

の地域
ち い き

拠点
きょてん

づくり（かわさき きたテラス
て ら す

） 

今後
こ ん ご

の審議
し ん ぎ

について 

３ 12月
がつ

20 日
は つ か

 指針
し し ん

１（７）防災
ぼうさい

について（防災
ぼうさい

・災害
さいがい

時
じ

の対応
たいおう

） 

４ 2019（平成
へいせい

31）年
ねん

 

２月
がつ

13日
にち

 

指針
し し ん

１（７）防災
ぼうさい

について（地域
ち い き

の防災
ぼうさい

） 

５ ３月
がつ

26日
にち

 指針
し し ん

２（１）就学
しゅうがく

の保障
ほしょう

と学習
がくしゅう

支援
し え ん

について 

６ 11月
がつ

８日
よ う か

 施策
し さ く

の実施
じ っ し

状 況
じょうきょう

（事務局
じ む きょ く

報告
ほうこく

） 

部会
ぶ か い

報告
ほうこく

について 

７ 2020（令和
れ い わ

２）年
ねん

   

２月
がつ

３日
み っ か

 

部会
ぶ か い

報告書
ほうこくしょ

について 

８ ３月
がつ

５日
い つ か

 部会
ぶ か い

報告書
ほうこくしょ

について 

 

 第
だい

１期
き

川崎市
か わ さき し

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進協
すいしんきょう

議会
ぎ か い

  

回
かい

 時
じ

 期
き

 審
しん

 議
ぎ

 内
ない

 容
よう

   

１ 2020（令和
れ い わ

２）年
ねん

 

８月
がつ

４日
よ っ か

 

施策
し さ く

の実施
じ っ し

状 況
じょうきょう

（事務局
じ む きょ く

報告
ほうこく

） 

年間
ねんかん

の審議
し ん ぎ

計画
けいかく

 

２ ８月
がつ

31日
にち

 施策
し さ く

の検証
けんしょう

・評価
ひょうか

 テーマ
て ー ま

の決定
けってい

 

年間
ねんかん

の審議
し ん ぎ

計画
けいかく

 

３ 11月
がつ

19日
にち

 施策
し さ く

の検証
けんしょう

・評価
ひょうか

 「日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

について」 

４ 2021（令和
れ い わ

３）年
ねん

 

３月
がつ

19日
にち

 

施策
し さ く

の検証
けんしょう

・評価
ひょうか

 「学習
がくしゅう

支援
し え ん

について」 

 

５ ５月
がつ

20 日
は つ か

 施策
し さ く

の検証
けんしょう

・評価
ひょうか

 「施策
し さ く

推進
すいしん

の地域
ち い き

拠点
きょてん

づくりについて」 

６ ７月
がつ

１日
ついたち

 施策
し さ く

の実施
じ っ し

状 況
じょうきょう

（事務局
じ む きょ く

報告
ほうこく

） 
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指針
し し ん

の改定
かいてい

に向
む

けた検討
けんとう

 

７ ８月
がつ

27日
にち

 

 

施策
し さ く

の検証
けんしょう

・評価
ひょうか

  

「川崎区
か わ さき く

における外国
がいこく

につながる児童
じ ど う

・生徒
せ い と

の学習
がくしゅう

支援
し え ん

」 

８ 11月
がつ

26日
にち

 施策
し さ く

の検証
けんしょう

・評価
ひょうか

「多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

推進課
す い しん か

」 

第
だい

１期
き

のまとめと報告書
ほうこくしょ

の作成
さくせい

について 

９ 2022（令和
れ い わ

４）年
ねん

 

２月
がつ

２日
ふ つ か

 

第
だい

１期
き

のまとめと報告書
ほうこくしょ

の作成
さくせい

について 

10 ３月
がつ

18日
にち

 第
だい

１期
き

のまとめと報告書
ほうこくしょ

の作成
さくせい

について 

 

 第
だい

２期
き

川崎市
か わ さき し

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進協
すいしんきょう

議会
ぎ か い

   

回
かい

 時
じ

 期
き

 審
しん

 議
ぎ

 内
ない

 容
よう

   

１ 2022（令和
れ い わ

４）年
ねん

 

５月
がつ

27日
にち

 

指針
し し ん

改定
かいてい

に向
む

けた年間
ねんかん

審議
し ん ぎ

計画
けいかく

の確認
かくにん

 

２ ７月
がつ

８日
よ う か

 施策
し さ く

の実施
じ っ し

状 況
じょうきょう

（事務局
じ む きょ く

報告
ほうこく

） 

指針
し し ん

改定
かいてい

に向
む

けた検討
けんとう

 

３ ９月
がつ

５日
い つ か

 指針
し し ん

改定
かいてい

に向
む

けた検討
けんとう

 

協
きょう

議会
ぎ か い

部会
ぶ か い

設置
せ っ ち

について 

４ 10月
がつ

21日
にち

 指針
し し ん

の改定
かいてい

に向
む

けた意見
い け ん

のとりまとめ 

５ 12月
がつ

９日
ここのか

 指針
し し ん

の改定
かいてい

に向
む

けた意見
い け ん

のとりまとめ 

６ 2023（令和
れ い わ

５）年
ねん

 

１月
がつ

27日
にち

 

指針
し し ん

の改定
かいてい

に向
む

けた意見
い け ん

のとりまとめ 

７ 
2023（令和

れ い わ

５）年
ねん

 

５月
がつ

26日
にち

 

施策
し さ く

の実施
じ っ し

状 況
じょうきょう

（事務局
じ む きょ く

報告
ほうこく

） 

年間
ねんかん

の審議
し ん ぎ

計画
けいかく

 

施策
し さ く

の検証
けんしょう

・評価
ひょうか

 テーマ
て ー ま

の決定
けってい

 

８ ７月
がつ

27日
にち

 施策
し さ く

の検証
けんしょう

・評価
ひょうか

 指針
し し ん

１（６）「住宅
じゅうたく

」について 

９ 10月
がつ

５日
い つ か

 施策
し さ く

の検証
けんしょう

・評価
ひょうか

   

指針
し し ん

１（２）情報
じょうほう

提供
ていきょう

・相談
そうだん

窓口
まどぐち

について 

10 11月
がつ

2 4 日
にじゅうよっか

  第
だい

２期
き

のまとめと報告書
ほうこくしょ

の作成
さくせい

について 

指針
し し ん

改定
かいてい

に向
む

けた状 況
じょうきょう

報告
ほうこく

について（事務局
じ む きょ く

報告
ほうこく

） 

11 2024（令和
れ い わ

６）年
ねん

 

１月
がつ

26日
にち

 

第
だい

２期
き

のまとめと報告書
ほうこくしょ

の作成
さくせい

について 

 

第
だい

２期
き

川崎市
か わ さ き し

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進協
すいしんきょう

議会
ぎ か い

  委員
い い ん

名簿
め い ぼ

 

任期
に ん き

：2022（令和
れ い わ

４）年
ねん

４月
がつ

１日
ついたち

から 2024（令和
れ い わ

６）年
ねん

３月
がつ

31日
にち

まで 
中野
な か の

 裕二
ゆ う じ

  会長
かいちょう

 駒澤
こまざわ

大学法
だいがくほう

学部
が く ぶ

教授
きょうじゅ

 
小ヶ谷
お が や

 千
ち

穂
ほ

 副会長
ふくかいちょう

 フェリス
ふ ぇ り す

女
じょ

学院
がくいん

大学
だいがく

文
ぶん

学部
が く ぶ

教授
きょうじゅ

 
大西
おおにし

 楠
なみ

 テア
て あ

 専修大学法学部
せんしゅうだいがくほうがくぶ

教授
きょうじゅ

 
北沢
きたざわ

 仁
ひと

美
み

 公益
こうえき

財団
ざいだん

法人
ほうじん

川崎市
か わ さき し

国際
こくさい

交流
こうりゅう

協会
きょうかい

 常務
じょうむ

理事
り じ

・事務
じ む

局 長
きょくちょう

 
孔
こん

 敏淑
みんすく

 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

第
だい

９・１０期
き

代表者
だいひょうしゃ
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３ 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

に関
かか

わる条例
じょうれい

等
とう

 

 

（１）川崎市
かわさきし

外国人市民代表者
がいこくじんしみんだいひょうしゃ

会議
か い ぎ

＊条 例
じょうれい

 

 

川崎市
か わ さ き し

外国人市民代表者
がいこくじんしみんだいひょうしゃ

会議
か い ぎ

＊ 条例
じょうれい

 
                                   

(目的
もくてき

及び
お よ  

設置
せ っ ち

) 

第
だい

１条
じょう

 本市
ほ ん し

の地域
ち い き

社会
しゃかい

の構成員
こうせいいん

である外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に自
みずか

らに係
かかわ

る諸問題
しょもんだい

を調査
ちょうさ

審議
し ん ぎ

する機会
き か い

を保障
ほしょう

す

ることにより、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の市政
し せ い

参加
さ ん か

を推進
すいしん

し、もって相互
そ う ご

に理解
り か い

しあい、ともに生
い

きる地域
ち い き

社会
しゃかい

の形成
けいせい

に寄与
き よ

することを目的
もくてき

として、川崎市
かわさきし

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

(以下
い か

「代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

」という。)を設置
せ っ ち

す

る。 

(所掌
しょしょう

事務
じ む

) 

第
だい

２条
じょう

 代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

は、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に係
かかわ

る施策
し さ く

その他
た

の外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に関
かん

し前
ぜん

条
じょう

の目的
もくてき

を達成
たっせい

するため

に必要
ひつよう

と認
みと

められる事項
じ こ う

について調査
ちょうさ

審議
し ん ぎ

し、市長
しちょう

に対
たい

し、その結果
け っ か

を報告
ほうこく

し、又
また

は意見
い け ん

を申
もう

し出
で

るこ

とができる。ただし、外国
がいこく

に関
かん

する事項
じ こ う

は、調査
ちょうさ

審議
し ん ぎ

の対象
たいしょう

としない。 

(市長
しちょう

等
とう

の責務
せ き む

) 

第
だい

３条
じょう

 市長
しちょう

その他
た

の執行
しっこう

機関
き か ん

は、代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

の運営
うんえい

に関
かん

し 協 力
きょうりょく

及
およ

び援助
えんじょ

に努
つと

め、並
なら

びに代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

から前
ぜん

条
じょう

に規定
き て い

する報告
ほうこく

又
また

は意見
い け ん

の申出
もうしで

があったときは、これを尊重
そんちょう

するものとする。 

(組織
そ し き

等
とう

) 

第
だい

４条
じょう

 代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

は、代表者
だいひょうしゃ

(第
だい

３項
こう

の規定
き て い

により委嘱
いしょく

を受
う

けた者
もの

をいう。以下
い か

同
おな

じ。)26人
にん

以内
い な い

をも

って組織
そ し き

する。 

２ 代表者
だいひょうしゃ

は、次
つぎ

の各号
かくごう

のいずれにも該当
がいとう

する者
もの

とする。 

(1) 年齢
ねんれい

満
まん

18年
ねん

以上
いじょう

であること。 

(2) 住民
じゅうみん

基本
き ほ ん

台帳法
だいちょうほう

（昭和
しょうわ

42年
ねん

法律
ほうりつ

第
だい

81号
ごう

）の規定
き て い

により引
ひ

き続
つづ

き１年
ねん

以上
いじょう

本市
ほ ん し

の住民
じゅうみん

基本
き ほ ん

台帳
だいちょう

に記録
き ろ く

されていること。 

(3) その他
た

市長
しちょう

が定
さだ

める事項
じ こ う

 

３ 代表者
だいひょうしゃ

は、前項
ぜんこう

に定
さだ

める者
もの

のうちから市長
しちょう

が委嘱
いしょく

する。 

４ 代表者
だいひょうしゃ

は、任期
に ん き

を２年
ねん

とし、１期
き

に限
かぎ

り再任
さいにん

されることができる。 

５ 補欠
ほ け つ

の代表者
だいひょうしゃ

の任期
に ん き

は、前任者
ぜんにんしゃ

の残任
ざんにん

期間
き か ん

とする。 

(代表者
だいひょうしゃ

の責務
せ き む

) 

第
だい

５条
じょう

 代表者
だいひょうしゃ

は、自
みずか

らの国籍
こくせき

の属
ぞく

する国
くに

の代表
だいひょう

としてではなく、本市
ほ ん し

のすべての外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の代表
だいひょう

として、職務
しょくむ

を遂行
すいこう

しなければならない。 

２ 代表者
だいひょうしゃ

は、職務上
しょくむじょう

知
し

り得
え

た秘密
ひ み つ

を漏
も

らしてはならない。その職
しょく

を退
しりぞ

いた後
あと

も、また、同
どう

様
よう

とする。 

(委員長
いいんちょう

及
およ

び副
ふく

委員長
いいんちょう

) 

第
だい

６条
じょう

 代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

に委員長
いいんちょう

及
およ

び副
ふく

委員長
いいんちょう

各
かく

1
ひと

人
り

を置
お

き、代表者
だいひょうしゃ

の互選
ご せ ん

により定
さだ

める。 

２ 委員長
いいんちょう

は、代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

を代表
だいひょう

し、会務
か い む

を総
そう

理
り

する。 

平成
へいせい

8年
ねん

10月
がつ

3
みっ

日
か

 

条 例
じょうれい

第
だ い

2 5号
ご う
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３ 副
ふく

委員長
いいんちょう

は、委員長
いいんちょう

を補佐
ほ さ

し、委員長
いいんちょう

に事故
じ こ

があるとき、又
また

は委員長
いいんちょう

が欠
か

けたときは、その職務
しょくむ

を代理
だ い り

する。 

(部会
ぶ か い

) 

第
だい

７条
じょう

 代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

は、必要
ひつよう

に応
おう

じ部会
ぶ か い

を置
お

くことができる。 

(会議
か い ぎ

) 

第
だい

８条
じょう

 代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

は、委員長
いいんちょう

が招 集
しょうしゅう

し、その議長
ぎちょう

となる。 

２ 会議
か い ぎ

は、代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

の自主的
じしゅてき

な運営
うんえい

により、行
おこな

われるものとする。 

３ 会議
か い ぎ

は、代表者
だいひょうしゃ

の半数
はんすう

以上
いじょう

が出席
しゅっせき

しなければ開
ひら

くことができない。 

４ 議事
ぎ じ

は、出席
しゅっせき

した代表者
だいひょうしゃ

の過半数
かはんすう

をもって決
けっ

し、可否
か ひ

同数
どうすう

のときは、議長
ぎちょう

の決
けつ

するところによる。 

５ 議長
ぎちょう

は、会議
か い ぎ

が終 了
しゅうりょう

したときは、会議
か い ぎ

の経過
け い か

等
とう

をまとめ、市長
しちょう

に提出
ていしゅつ

しなければならない。 

(会議
か い ぎ

の開催
かいさい

) 

第
だい

９条
じょう

 会議
か い ぎ

の開催
かいさい

は、１年
ねん

に４回
かい

とし、１回
かい

当
あ

たり２
ふつ

日
か

とする。 

２ 前項
ぜんこう

の規定
き て い

にかかわらず、委員長
いいんちょう

が必要
ひつよう

と認
みと

めるときは、臨時
り ん じ

の会議
か い ぎ

を開催
かいさい

することができる。 

(資料
しりょう

の提出
ていしゅつ

等
とう

) 

第
だい

10 条
じょう

 代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

は、その調査
ちょうさ

審議
し ん ぎ

に必要
ひつよう

と認
みと

めるときは、関係者
かんけいしゃ

に資料
しりょう

の提出
ていしゅつ

を求
もと

め、又
また

は関係者
かんけいしゃ

の出席
しゅっせき

を求
もと

め、その説明
せつめい

若
も

しくは意見
い け ん

を聴
き

くことができる。 

(報告
ほうこく

等
とう

) 

第
だい

11 条
じょう

 委員長
いいんちょう

は、毎年
まいとし

、代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

の調査
ちょうさ

審議
し ん ぎ

の結果
け っ か

をまとめ、市長
しちょう

に報告
ほうこく

しなければならない。 

２ 市長
しちょう

は、前項
ぜんこう

の規定
き て い

による報告
ほうこく

を受
う

けたときは、議会
ぎ か い

に報告
ほうこく

するとともに、これを公表
こうひょう

するものとす

る。 

(庶務
し ょ む

) 

第
だい

12 条
じょう

 代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

の庶務
し ょ む

は、市民
し み ん

文化
ぶ ん か

局
きょく

において処理
し ょ り

する。 

(委任
い に ん

) 

第
だい

13 条
じょう

 この条例
じょうれい

に定
さだ

めるもののほか、代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

の運営
うんえい

について必要
ひつよう

な事項
じ こ う

は委員長
いいんちょう

が代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

に諮
はか

って定
さだ

め、その他
た

この条例
じょうれい

の施行
し こ う

について必要
ひつよう

な事項
じ こ う

は市長
しちょう

が定
さだ

める。 

  附
ふ

 則
そく

 

 (施行
し こ う

期日
き じ つ

) 

１ この条例
じょうれい

の施行
し こ う

期日
き じ つ

は、市長
しちょう

が定
さだ

める。 

(平成
へいせい

８年
ねん

11月
がつ

27日
にち

規則
き そ く

第
だい

74号
ごう

で平成
へいせい

８年
ねん

12月
がつ

1
つい

日
たち

から施行
し こ う

) 

(任期
に ん き

等
とう

の特例
とくれい

) 

２ この条例
じょうれい

の施行
し こ う

の日
ひ

以後
い ご

、最初
さいしょ

に委嘱
いしょく

される代表者
だいひょうしゃ

は、第
だい

４条
じょう

第
だい

４項
こう

の規定
き て い

にかかわらず、任期
に ん き

は

平成
へいせい

10年
ねん

３月
がつ

31日
にち

までとし、１期
き

に限
かぎ

り再任
さいにん

されることができる。 

(会議
か い ぎ

の開催
かいさい

の特例
とくれい

) 

３ 平成
へいせい

８年
ねん

度
ど

の会議
か い ぎ

の開催
かいさい

については、第
だい

９条
じょう

第
だい

１項中
こうちゅう

「４回
かい

」とあるのは、「２回
かい

」とする。 

  附
ふ

 則
そく
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 この条 例
じょうれい

は、平成
へいせい

２０年
ねん

４月
がつ

１日
ついたち

から施行
しこう

する。 

  附
ふ

 則
そく

 

  （施行
しこう

期日
きじつ

） 

１ この条 例
じょうれい

は、平成
へいせい

２４年
ねん

７月
がつ

９日
ここのか

から施行
しこう

する。 

  （経過
け い か

措置
そ ち

） 

２ この条例
じょうれい

の施行
し こ う

の日
ひ

（以下
い か

「施行
し こ う

日
び

」という。）の前日
ぜんじつ

において本市
ほ ん し

の外国人登録原票
がいこくじんとうろくげんぴょう

に登録
とうろく

されて

いた者
もの

であって施行
し こ う

日
び

から引
ひ

き続
つづ

き本市
ほ ん し

の住民
じゅうみん

基本
き ほ ん

台帳
だいちょう

に記録
き ろ く

されているものに対
たい

する改正後
かいせいご

の第
だい

４ 条
じょう

第
だい

２項
こう

第
だい

２号
ごう

の規定
き て い

の適用
てきよう

については、施行
し こ う

日
び

の前日
ぜんじつ

まで引
ひ

き続
つづ

き本市
ほ ん し

の外国人
がいこくじん

登録
とうろく

原票
げんぴょう

に

登録
とうろく

されていた期間
き か ん

を本市
ほ ん し

の住民
じゅうみん

記録
き ろ く

台帳
だいちょう

に記録
き ろ く

されている期間
き か ん

に通算
つうさん

する。 

  附
ふ

 則
そく

 

  （施行
し こ う

期日
き じ つ

） 

１ この条 例
じょうれい

は、平成
へいせい

28年
ねん

４月
がつ

１日
ついたち

から施行
し こ う

する。 
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（２）川崎市
かわさきし

多文化
た ぶ ん か

共 生
きょうせい

社会
しゃかい

推進協
すいしんきょう

議会
ぎ か い

 

川崎市
かわさきし

附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

設置
せ っ ち

条 例
じょうれい

 

 （趣旨
し ゅ し

） 

第
だい

１条
じょう

 この条例
じょうれい

は、法令
ほうれい

又
また

は他
た

の条例
じょうれい

若
も

しくは規則
き そ く

で別
べつ

に定
さだ

めるもののほか、附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

の組織
そ し き

及
およ

び

運営
うんえい

に関
かん

し必要
ひつよう

な事項
じ こ う

を定
さだ

めるものとする。 

 （設置
せ っ ち

） 

第
だい

２条
じょう

 地方
ち ほ う

自治法
じ ち ほ う

（昭和
しょうわ

２２年
ねん

法律
ほうりつ

第
だい

６７号
ごう

）第
だい

１３８条
じょう

の４第
だい

３項
こう

の規定
き て い

に基
もと

づき、市長
しちょう

の附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

として別表
べっぴょう

第
だい

１及
およ

び教育
きょういく

委員会
いいんかい

の附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

として別表
べっぴょう

第
だい

２の附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

の欄
らん

に掲
かか

げる附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

を設置
せ っ ち

する。 

 （所掌
しょしょう

事務
じ む

） 

第
だい

３条
じょう

 附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

の所掌
しょしょう

事務
じ む

は、別表
べっぴょう

第
だい

１及
およ

び別表
べっぴょう

第
だい

２の附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

の欄
らん

に掲
かか

げる附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

の区分
く ぶ ん

に応
おう

じ、それぞれこれらの表
ひょう

の所掌
しょしょう

事務
じ む

の欄
らん

に掲
かか

げるとおりとする。 

 （組織
そ し き

） 

第
だい

４条
じょう

 附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

は、別表
べっぴょう

第
だい

１及
およ

び別表
べっぴょう

第
だい

２の附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

の欄
らん

に掲
かか

げる附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

の区分
く ぶ ん

に応
おう

じ、それぞれ

これらの表
ひょう

の委員
い い ん

の定数
ていすう

の欄
らん

に掲
かか

げる委員
い い ん

をもって組織
そ し き

する。 

２ 委員
い い ん

は、別表
べっぴょう

第
だい

１及
およ

び別表
べっぴょう

第
だい

２の附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

の欄
らん

に掲
かか

げる附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

の区分
く ぶ ん

に応
おう

じ、それぞれこれらの

表
ひょう

の委員
い い ん

の構成
こうせい

の欄
らん

に掲
かか

げる者
もの

のうちから、市長
しちょう

又
また

は教育
きょういく

委員会
いいんかい

（以下
い か

「市長
しちょう

等
とう

」という。）が委嘱
いしょく

し、又
また

は任命
にんめい

する。 

３ 市長
しちょう

等
とう

は、附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

に特別
とくべつ

の事項
じ こ う

を調査
ちょうさ

審議
し ん ぎ

させるため必要
ひつよう

があると認
みと

めるときは、臨時
り ん じ

委員
い い ん

を置
お

く

ことができる。 

 （委員
い い ん

の任期
に ん き

） 

第
だい

５条
じょう

 委員
い い ん

の任期
に ん き

は、別表
べっぴょう

第
だい

１及
およ

び別表
べっぴょう

第
だい

２の附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

の欄
らん

に掲
かか

げる附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

の区分
く ぶ ん

に応
おう

じ、それぞ

れこれらの表
ひょう

の委員
い い ん

の任期
に ん き

の欄
らん

に掲
かか

げるとおりとする。ただし、補欠
ほ け つ

の委員
い い ん

の任期
に ん き

は、前任者
ぜんにんしゃ

の残任
ざんにん

期間
き か ん

とする。 

２ 委員
い い ん

は、再任
さいにん

されることができる。 

３ 臨時
り ん じ

委員
い い ん

は、特別
とくべつ

の事項
じ こ う

に関
かん

する調査
ちょうさ

審議
し ん ぎ

が終 了
しゅうりょう

したときは、解嘱
かいしょく

され、又
また

は解
かい

任
にん

されるものとす

る。 

 （会長
かいちょう

） 

第
だい

６条
じょう

 附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

に当該
とうがい

附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

を代表
だいひょう

し、会務
か い む

を総理
そ う り

する者
もの

（以下
い か

「会長
かいちょう

」という。）１人
ひ と り

を置
お

き、

委員
い い ん

の互選
ご せ ん

により定
さだ

める。 

２ 会長
かいちょう

に事故
じ こ

があるとき、又
また

は会長
かいちょう

が欠
か

けたときは、委員
い い ん

のうちから会長
かいちょう

があらかじめ指名
し め い

する者
もの

が

その職務
しょくむ

を代理
だ い り

する。 

 （会議
か い ぎ

） 

第
だい

７条
じょう

 附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

は、会長
かいちょう

が招 集
しょうしゅう

し、会長
かいちょう

がその会議
か い ぎ

の議長
ぎちょう

となる。 

２ 附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

は、委員
い い ん

及
およ

び議事
ぎ じ

に関係
かんけい

のある臨時
り ん じ

委員
い い ん

の半数
はんすう

以上
いじょう

が出席
しゅっせき

しなければ、会議
か い ぎ

を開
ひら

くことがで

きない。 

３ 附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

の議事
ぎ じ

は、出席
しゅっせき

した委員
い い ん

及
およ

び議事
ぎ じ

に関係
かんけい

のある臨時
り ん じ

委員
い い ん

の過半数
かはんすう

をもって決
けっ

し、可否
か ひ

同数
どうすう

の

ときは、議長
ぎちょう

の決
けっ

するところによる。 

 （部会
ぶ か い

） 

第
だい

８条
じょう

 附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

は、必要
ひつよう

に応
おう

じ部会
ぶ か い

を設置
せ っ ち

することができる。 

２ 部会
ぶ か い

に属
ぞく

すべき委員
い い ん

及
およ

び臨時
り ん じ

委員
い い ん

は、会長
かいちょう

が会議
か い ぎ

に諮
はか

って指名
し め い

する。 

３ 部会
ぶ か い

に部
ぶ

会長
かいちょう

を置
お

き、当該
とうがい

部会
ぶ か い

に属
ぞく

する委員
い い ん

の互選
ご せ ん

により定
さだ

める。 

４ 部
ぶ

会長
かいちょう

は、部会
ぶ か い

の事務
じ む

を掌理
しょうり

する。 
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５ 部
ぶ

会長
かいちょう

に事故
じ こ

があるときは、部会
ぶ か い

に属
ぞく

する委員
い い ん

のうちから部
ぶ

会長
かいちょう

があらかじめ指名
し め い

する者
もの

がその

職務
しょくむ

を代理
だ い り

する。 

６ 部会
ぶ か い

の会議
か い ぎ

については、前条
ぜんじょう

の規定
き て い

を準用
じゅんよう

する。 

７ 附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

は、その定
さだ

めるところにより、部会
ぶ か い

の決議
け つ ぎ

をもって附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

の決議
け つ ぎ

とすることができる。 

 （委任
い に ん

） 

第
だい

９条
じょう

 この条例
じょうれい

に定
さだ

めるもののほか、附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

の組織
そ し き

及
およ

び運営
うんえい

に関
かん

し必要
ひつよう

な事項
じ こ う

は、会長
かいちょう

が附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

に諮
はか

って定
さだ

める。 

   附
ふ

 則
そく

 

 （施行
し こ う

期日
き じ つ

） 

１ この条例
じょうれい

は、平成
へいせい

２７年
ねん

４月
がつ

１日
ついたち

から施行
し こ う

する。 

 （経過
け い か

措置
そ ち

） 

２ この条例
じょうれい

の施行
し こ う

の際
さい

現
げん

に別表
べっぴょう

第
だい

１及
およ

び別表
べっぴょう

第
だい

２の附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

の欄
らん

に掲
かか

げる附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

に相当
そうとう

する

合議体
ごうぎたい

（以下
い か

「従前
じゅうぜん

の合議体
ごうぎたい

」という。）の委員
い い ん

である者
もの

は、この条例
じょうれい

の施行
し こ う

の日
ひ

に、第
だい

４条
じょう

第
だい

２項
こう

の規定
き て い

により別表
べっぴょう

第
だい

１及
およ

び別表
べっぴょう

第
だい

２の附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

の欄
らん

に掲
かか

げる附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

の委員
い い ん

として委嘱
いしょく

され、又
また

は

任命
にんめい

されたものとみなす。この場合
ば あ い

において、その委嘱
いしょく

され、又
また

は任命
にんめい

されたものとみなされる者
もの

の任期
に ん き

は、第
だい

５条
じょう

第
だい

１項
こう

本文
ほんぶん

の規定
き て い

にかかわらず、同日
どうじつ

における従前
じゅうぜん

の合議体
ごうぎたい

の委員
い い ん

としての任期
に ん き

の残任
ざんにん

期間
き か ん

と同一
どういつ

の期間
き か ん

とする。 

 （中 略
ちゅうりゃく

） 

  附
ふ

 則
そく

 

この条例
じょうれい

は、令和
れ い わ

５年
ねん

４月
がつ

１日
ついたち

から施行
し こ う

する。 

 

 

別表
べっぴょう

第
だい

１（第
だい

２条
じょう

～第
だい

５条
じょう

関係
かんけい

）【抜粋
ばっすい

】 

市長
しちょう

の附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

 所掌
しょしょう

事務
じ む

 委員
い い ん

の定数
ていすう

 委員
い い ん

の構成
こうせい

 
委員
い い ん

の 

任
にん

 期
き

 

川崎市
かわさきし

多文化
た ぶ ん か

共 生
きょうせい

社会
しゃかい

推進協
すいしんきょう

議会
ぎ か い

 

国籍
こくせき

、民族
みんぞく

又
また

は文化
ぶ ん か

の違
ちが

いを豊
ゆた

かさとして生
い

かし、全
すべ

ての人
ひと

が

互
たが

いに認
みと

め合
あ

う多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

を実現
じつげん

するための施策
しさく

の

推進
すいしん

に関
かん

する指針
ししん

その他
た

当該
とうがい

施策
し さ く

の推進
すいしん

に必要
ひつよう

な事項
じこう

に関
かん

して調査
ちょうさ

審議
しんぎ

すること。 

５人
にん

以内
い な い

 （１）学識
がくしき

経験者
けいけんしゃ

 

（２）関係
かんけい

団体
だんたい

の 

役
やく

職員
しょくいん

 

 

２年
ねん
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 （３）川崎市
かわさきし

人権
じんけん

・男女
だんじょ

共 同
きょうどう

参画
さんかく

推進
すいしん

連絡
れんらく

会議
か い ぎ

設置
せ っ ち

要綱
ようこう

 

 

 （目的
もくてき

及
およ

び設置
せ っ ち

） 

第
だい

１条
じょう

 本市
ほ ん し

における人権
じんけん

及
およ

び男女
だんじょ

共 同
きょうどう

参画
さんかく

関連
かんれん

施策
し さ く

の総合的
そうごうてき

な推進
すいしん

を図
はか

るため､
、

川崎市
かわさきし

人権
じんけん

・男女
だんじょ

共 同
きょうどう

参画
さんかく

推進
すいしん

連絡
れんらく

会議
か い ぎ

(以下
い か

｢連絡
れんらく

会議
か い ぎ

｣という。)を設置
せ っ ち

する。 

 （所 掌
しょしょう

事項
じ こ う

） 

第
だい

２条
じょう

 連絡
れんらく

会議
か い ぎ

は、次
つぎ

の事項
じ こ う

を所 掌
しょしょう

する。 

（１）人権
じんけん

及
およ

び男女
だんじょ

共 同
きょうどう

参画
さんかく

関連
かんれん

施策
し さ く

の総合的
そうごうてき

な企画
き か く

に関
かん

すること。 

（２）人権
じんけん

及
およ

び男女
だんじょ

共 同
きょうどう

参画
さんかく

関連
かんれん

施策
し さ く

の重 要
じゅうよう

事項
じ こ う

に関
かん

すること。 

（３）人権
じんけん

及
およ

び男女
だんじょ

共 同
きょうどう

参画
さんかく

関連
かんれん

施策
し さ く

の研 究
けんきゅう

・協議
きょうぎ

に関
かん

すること。 

（４）その他
た

連絡
れんらく

調 整
ちょうせい

に関
かん

すること。 

 （組織
そ し き

） 

第
だい

３条
じょう

 連絡
れんらく

会議
か い ぎ

は､
、

会 長
かいちょう

､
、

副会長
ふくかいちょう

及
およ

び委員
い い ん

をもって組織
そ し き

する。 

２ 会 長
かいちょう

は、副市長
ふくしちょう

をもって充
あ

てる。 

３ 副会長
ふくかいちょう

は､市民
し み ん

文化
ぶ ん か

局 長
きょくちょう

をもって充
あ

てる。 

４ 委員
い い ん

は､別 表
べっぴょう

第
だい

１に掲
かか

げる者
もの

をもって充
あ

てる。 

 （会 長
かいちょう

の職務
しょくむ

） 

第
だい

４条
じょう

 会 長
かいちょう

は､会務
か い む

を総理
そ う り

し､連絡
れんらく

会議
か い ぎ

を代 表
だいひょう

する。 

２ 副会長
ふくかいちょう

は､会 長
かいちょう

を補佐
ほ さ

し､会 長
かいちょう

に事故
じ こ

があるときは､その職務
しょくむ

を代理
だ い り

する。 

 （会議
か い ぎ

） 

第
だい

５条
じょう

 連絡
れんらく

会議
か い ぎ

は､
、

会 長
かいちょう

が招 集
しょうしゅう

し､
、

その議長
ぎちょう

となる。 

２ 委員
い い ん

が出 席
しゅっせき

できないときは､
、

当該
とうがい

委員
い い ん

の指名
し め い

する者
もの

が代理
だ い り

して出 席
しゅっせき

することができる。 

３ 会 長
かいちょう

は､必要
ひつよう

があると認
みと

めるときは､
、

学識
がくしき

経験者
けいけんしゃ

等
とう

に出 席
しゅっせき

を求
もと

め､その意見
い け ん

を聞
き

くことができる。 

（幹事会
かんじかい

等
とう

） 

第
だい

６条
じょう

 連絡
れんらく

会議
か い ぎ

に、人権
じんけん

及
およ

び男女
だんじょ

共 同
きょうどう

参画
さんかく

関連
かんれん

施策
し さ く

の実務的
じつむてき

事項
じ こ う

を研 究
けんきゅう

・協議
きょうぎ

するため、幹事会
かんじかい

を置
お

く。 

２ 幹事会
かんじかい

は、幹事
か ん じ

長
ちょう

及
およ

び幹事
か ん じ

をもって組織
そ し き

する。 

３ 幹事
か ん じ

長
ちょう

は､市民
し み ん

文化局
ぶんかきょく

人権
じんけん

・男女
だんじょ

共 同
きょうどう

参画
さんかく

室 長
しつちょう

をもって充
あ

てる。 

４ 幹事
か ん じ

は､別 表
べっぴょう

第
だい

２に掲
かか

げる者
もの

をもって充
あ

てる。 

５ 幹事会
かんじかい

は､円滑
えんかつ

な運営
うんえい

を図
はか

るために､部会
ぶ か い

を設
もう

けることができる。 

 （庶務
し ょ む

） 

第
だい

７条
じょう

 連絡
れんらく

会議
か い ぎ

の庶務
し ょ む

は､
、

市民
し み ん

文化局
ぶんかきょく

人権
じんけん

・男女
だんじょ

共 同
きょうどう

参画室
さんかくしつ

において処理
し ょ り

する。 
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（委任
い に ん

） 

第
だい

８条
じょう

  この要綱
ようこう

に定
さだ

めるもののほか、連絡
れんらく

会議
か い ぎ

の運営
うんえい

について必要
ひつよう

な事項
じ こ う

は、会 長
かいちょう

が定
さだ

める。 

   附
ふ

 則
そく

 

 この要綱
ようこう

は､平成
へいせい

１１年
ねん

４月
がつ

１日
ついたち

から施行
し こ う

する。 

  （中
ちゅう

 略
りゃく

） 

   附
ふ

 則
そく

 

 この要綱
ようこう

は､令和
れ い わ

５年
ねん

４月
がつ

１日
ついたち

から施行
し こ う

する。 

 

別 表
べっぴょう

第
だい

１ 

 
上下
じょうげ

水道
すいどう

事業
じぎょう

管理者
かんりしゃ

 

総務
そ う む

企画
き か く

局 長
きょくちょう

 

財政
ざいせい

局 長
きょくちょう

 

経済
けいざい

労働
ろうどう

局 長
きょくちょう

 

環 境
かんきょう

局 長
きょくちょう

 

健康
けんこう

福祉
ふ く し

局 長
きょくちょう

 

こども未来
み ら い

局 長
きょくちょう

 

まちづくり局 長
きょくちょう

 

建設
けんせつ

緑
りょく

政
せい

局 長
きょくちょう

 

港湾
こうわん

局 長
きょくちょう

 

臨海部
りんかいぶ

国際
こくさい

戦 略
せんりゃく

本
ほん

部長
ぶちょう

 

危機管理監
き き か ん り か ん

 

会計
かいけい

管理者
かんりしゃ

 

 

川崎
かわさき

区長
くちょう

 

幸
さいわい

区長
くちょう

 

中原
なかはら

区長
くちょう

 

高津
た か つ

区長
くちょう

 

宮前
みやまえ

区長
くちょう

 

多摩
た ま

区長
くちょう

 

麻生
あ さ お

区長
くちょう

 

交通
こうつう

局 長
きょくちょう

 

病 院
びょういん

局 長
きょくちょう

 

消 防
しょうぼう

局 長
きょくちょう

 

市民
し み ん

オンブズマン
お ん ぶ ず ま ん

事務
じ む

局 長
きょくちょう

 

教 育
きょういく

次長
じちょう

 

選挙
せんきょ

管理
か ん り

委員会
いいんかい

事務
じ む

局 長
きょくちょう

 

監査
か ん さ

事務
じ む

局 長
きょくちょう

 

人事
じ ん じ

委員会
いいんかい

事務
じ む

局 長
きょくちょう

 

議会
ぎ か い

局 長
きょくちょう
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別表
べっぴょう

第
だい

２ 

総務
そ う む

企画局
きかくきょく

シティプロモーション
し て ぃ ぷ ろ も ー し ょ ん

推進室
すいしんしつ

担当
たんとう

課長
かちょう

 

総務
そ う む

企画局
きかくきょく

都市
と し

政策部
せいさくぶ

企画
き か く

調整
ちょうせい

課長
かちょう

 

総務
そ う む

企画局
きかくきょく

総務部
そ う む ぶ

庶務
し ょ む

課長
かちょう

 

総務
そ う む

企画局
きかくきょく

人事部
じ ん じ ぶ

人事
じ ん じ

課長
かちょう

 

総務
そ う む

企画局
きかくきょく

行政
ぎょうせい

改革
かいかく

マネジメント
ま ね じ め ん と

推進室
すいしんしつ

担当
たんとう

課長
かちょう

 

財
ざい

政局
せいきょく

財政部
ざいせいぶ

庶務
し ょ む

課長
かちょう

 

市民
し み ん

文化局
ぶんかきょく

パラムーブメント
ぱ ら む ー ぶ め ん と

推進
すいしん

担当
たんとう

課長
かちょう

 

市民
し み ん

文化局
ぶんかきょく

市民
し み ん

生活部
せいかつぶ

庶務
し ょ む

課長
かちょう

 

市民
し み ん

文化局
ぶんかきょく

市民
し み ん

生活部
せいかつぶ

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

推進
すいしん

課長
かちょう

 

市民
し み ん

文化局
ぶんかきょく

コミュニティ
こ み ゅ に て ぃ

推進部
すいしんぶ

市民
し み ん

活動
かつどう

推進
すいしん

課長
かちょう

 

市民
し み ん

文化局
ぶんかきょく

コミュニティ
こ み ゅ に て ぃ

推進部
すいしんぶ

区政
く せ い

推進
すいしん

課長
かちょう

 

市民
し み ん

文化局
ぶんかきょく

人権
じんけん

・男女
だんじょ

共同
きょうどう

参画室
さんかくしつ

担当
たんとう

課長
かちょう

 

経済
けいざい

労働局
ろうどうきょく

産業
さんぎょう

政策部
せいさくぶ

庶務
し ょ む

課長
かちょう

 

経済
けいざい

労働局
ろうどうきょく

産業
さんぎょう

政策部
せいさくぶ

消費者
しょうひしゃ

行政
ぎょうせい

センター
せ ん た ー

室長
しつちょう

 

経済
けいざい

労働局
ろうどうきょく

労働
ろうどう

雇用部
こ よ う ぶ

担当
たんとう

課長
かちょう

 

環 境 局
かんきょうきょく

総務部
そ う む ぶ

庶務
し ょ む

課長
かちょう

 

健康
けんこう

福祉局
ふくしきょく

総務部
そ う む ぶ

庶務
し ょ む

課長
かちょう

 

健康
けんこう

福祉局
ふくしきょく

総務部
そ う む ぶ

企画
き か く

課長
かちょう

 

健康
けんこう

福祉局
ふくしきょく

生活
せいかつ

保護
ほ ご

・自立
じ り つ

支援室
しえんしつ

担当
たんとう

課長
かちょう

 

健康
けんこう

福祉
ふ く し

局地域
きょくちいき

包括
ほうかつ

ケア
け あ

推進室
すいしんしつ

担当
たんとう

課長
かちょう

 

健康
けんこう

福祉
ふ く し

局 長
きょくちょう

寿
じゅ

社会部
しゃかいぶ

高齢者
こうれいしゃ

事業
じぎょう

推進
すいしん

課長
かちょう

 

健康
けんこう

福祉局
ふくしきょく

障害
しょうがい

保健
ほ け ん

福祉部
ふ く し ぶ

障害
しょうがい

計画
けいかく

課長
かちょう

 

健康
けんこう

福祉局
ふくしきょく

障害
しょうがい

保健
ほ け ん

福祉部
ふ く し ぶ

精神
せいしん

保健
ほ け ん

課長
かちょう

 

健康
けんこう

福祉局
ふくしきょく

保健
ほ け ん

医療
いりょう

政策部
せいさくぶ

感染症
かんせんしょう

対策
たいさく

担当
たんとう

課長
かちょう

 

こども未来局
みらいきょく

総務部
そ う む ぶ

庶務
し ょ む

課長
かちょう

  

こども未来局
みらいきょく

青少年
せいしょうねん

支援室
しえんしつ

担当
たんとう

課長
かちょう

 

こども未来局
みらいきょく

児童
じ ど う

家庭
か て い

支援
し え ん

・虐待
ぎゃくたい

対策室
たいさくしつ

担当
たんとう

課長
かちょう

 

まちづくり局
きょく

総務部
そ う む ぶ

庶務
し ょ む

課長
かちょう

 

まちづくり局
きょく

住宅
じゅうたく

政策部
せいさくぶ

住宅
じゅうたく

整備
せ い び

推進
すいしん

課長
かちょう

 

建設
けんせつ

緑
りょく

政局
せいきょく

総務部
そ う む ぶ

庶務
し ょ む

課長
かちょう

 

港湾局
こうわんきょく

港湾
こうわん

振興部
しんこうぶ

庶務
し ょ む

課長
かちょう

 

臨海部
りんかいぶ

国際
こくさい

戦略
せんりゃく

本部
ほ ん ぶ

事業
じぎょう

推進部
すいしんぶ

担当
たんとう

課長
かちょう

 

危機
き き

管理
か ん り

本部
ほ ん ぶ

危機
き き

管理部
か ん り ぶ

担当
たんとう

課長
かちょう

 

会計室
かいけいしつ

審査
し ん さ

課長
かちょう

 

川崎区
かわさきく

役所
やくしょ

まちづくり推進部
すいしんぶ

総務
そ う む

課長
かちょう

 

幸区
さいわいく

役所
やくしょ

まちづくり推進部
すいしんぶ

総務
そ う む

課長
かちょう

 

中原区
なかはらく

役所
やくしょ

まちづくり推進部
すいしんぶ

総務
そ う む

課長
かちょう

 

高津区
た か つ く

役所
やくしょ

まちづくり推進部
すいしんぶ

総務
そ う む

課長
かちょう
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宮前区
みやまえく

役所
やくしょ

まちづくり推進部
すいしんぶ

総務
そ う む

課長
かちょう

 

多摩区
た ま く

役所
やくしょ

まちづくり推進部
すいしんぶ

総務
そ う む

課長
かちょう

 

麻生区
あ さ お く

役所
やくしょ

まちづくり推進部
すいしんぶ

総務
そ う む

課長
かちょう

 

上下
じょうげ

水道局
すいどうきょく

総務部
そ う む ぶ

庶務
し ょ む

課長
かちょう

 

交通局
こうつうきょく

企画
き か く

管理部
か ん り ぶ

庶務
し ょ む

課長
かちょう

 

病 院 局
びょういんきょく

総務部
そ う む ぶ

庶務
し ょ む

課長
かちょう

 

消 防 局
しょうぼうきょく

総務部
そ う む ぶ

庶務
し ょ む

課長
かちょう

 

市民
し み ん

オンブズマン
お ん ぶ ず ま ん

事務局
じむきょく

人権
じんけん

オンブズパーソン
お ん ぶ ず ぱ ー そ ん

担当
たんとう

課長
かちょう

 

教育
きょういく

委員会
いいんかい

事務局
じむきょく

総務部
そ う む ぶ

庶務
し ょ む

課長
かちょう

 

教育
きょういく

委員会
いいんかい

事務局
じむきょく

教育
きょういく

政策室
せいさくしつ

担当
たんとう

課長
かちょう

 

教育
きょういく

委員会
いいんかい

事務局
じむきょく

職員部
しょくいんぶ

教 職 員
きょうしょくいん

人事
じ ん じ

課長
かちょう

 

教育
きょういく

委員会
いいんかい

事務局
じむきょく

学校
がっこう

教育部
きょういくぶ

指導
し ど う

課長
かちょう

 

教育
きょういく

委員会
いいんかい

事務局
じむきょく

生涯
しょうがい

学習部
がくしゅうぶ

生涯
しょうがい

学習
がくしゅう

推進
すいしん

課長
かちょう

 

教育
きょういく

委員会
いいんかい

事務局
じむきょく

総合
そうごう

教育
きょういく

センターカリキュラムセンター
せ ん た ー か り き ゅ ら む せ ん た ー

室長
しつちょう

 

選挙
せんきょ

管理
か ん り

委員会
いいんかい

事務局
じむきょく

選挙部
せんきょぶ

選挙
せんきょ

課長
かちょう

 

監査
か ん さ

事務局
じむきょく

行政
ぎょうせい

監査
か ん さ

課長
かちょう

 

人事
じ ん じ

委員会
いいんかい

事務局
じむきょく

調査
ちょうさ

課長
かちょう

 

議会局
ぎかいきょく

総務部
そ う む ぶ

庶務
し ょ む

課長
かちょう
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（４）川崎市
かわさきし

人権
じんけん

・男女
だんじょ

共 同
きょうどう

参画
さんかく

推進
すいしん

連絡
れんらく

会議
か い ぎ

幹事会
かんじかい

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

専門
せんもん

部会
ぶ か い

設置
せ っ ち

要 領
ようりょう

 

 

（目的
もくてき

及
およ

び設置
せ っ ち

） 

第
だい

１条
じょう

 本市
ほ ん し

における外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

の総合的
そうごうてき

な推進
すいしん

を図
はか

るため、川崎市
かわさきし

人権
じんけん

・男女
だんじょ

共 同
きょうどう

参画
さんかく

推進
すいしん

連
れん

絡
らく

会議
か い ぎ

設置
せ っ ち

要綱
ようこう

第
だい

６条
じょう

第
だい

５項
こう

の規定
き て い

に基
もと

づき、川崎市
かわさきし

人権
じんけん

・男女
だんじょ

共 同
きょうどう

参画
さんかく

推進
すいしん

連絡
れんらく

会議
か い ぎ

幹事会
かんじかい

に外
がい

国
こく

人
じん

市民
し み ん

施策
し さ く

専門
せんもん

部会
ぶ か い

（以下
い か

「専門
せんもん

部会
ぶ か い

」という。）を設置
せ っ ち

する。 

（所 掌
しょしょう

事務
じ む

） 

第
だい

２条
じょう

 専門
せんもん

部会
ぶ か い

は、次
つぎ

の事項
じ こ う

を所 掌
しょしょう

する。 

（１）川崎市
かわさきし

多文化
た ぶ ん か

共 生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

指針
し し ん

（以下
い か

「指針
し し ん

」という。）の策定
さくてい

等
とう

に関
かん

すること。 

（２）指針
し し ん

に基
もと

づく施策
し さ く

の進行
しんこう

管理
か ん り

に関
かん

すること。 

（３）川崎市
かわさきし

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

の提言
ていげん

に対
たい

する取組
と り く

みに関
かん

すること。 

（４）その他
た

、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

の推進
すいしん

に関
かん

すること。 

（組織
そ し き

） 

第
だい

３条
じょう

 専門
せんもん

部会
ぶ か い

は、別 表
べっぴょう

に掲
かか

げる部会
ぶ か い

長
ちょう

及
およ

び部会
ぶ か い

委員
い い ん

をもって組織
そ し き

する。 

２ 部
ぶ

会 長
かいちょう

は、市民
し み ん

文化局
ぶんかきょく

市民
し み ん

生活
せいかつ

部長
ぶちょう

をもって充
あ

てる。 

（部
ぶ

会 長
かいちょう

の職務
しょくむ

） 

第
だい

４条
じょう

 部
ぶ

会 長
かいちょう

は、当該
とうがい

専門
せんもん

部会
ぶ か い

の事務
じ む

を総理
そ う り

する。 

（会議
か い ぎ

） 

第
だい

５条
じょう

 専門
せんもん

部会
ぶ か い

は、部
ぶ

会 長
かいちょう

が 招 集
しょうしゅう

し、その議長
ぎちょう

となる。 

２ 委員
い い ん

が出 席
しゅっせき

できない時
とき

は、当該
とうがい

委員
い い ん

の指名
し め い

する者
もの

が代理
だ い り

して出 席
しゅっせき

することができる。 

３ 専門
せんもん

部会
ぶ か い

は、円滑
えんかつ

な運営
うんえい

を図
はか

るために、作業
さぎょう

部会
ぶ か い

を設
もう

けることができる。 

４ 部
ぶ

会 長
かいちょう

は、必要
ひつよう

があると認
みと

める時
とき

は、関係者
かんけいしゃ

の出 席
しゅっせき

を求
もと

め、その意見
い け ん

を聴
き

くことができる。 

（庶務
し ょ む

） 

第
だい

６条
じょう

 専門
せんもん

部会
ぶ か い

の庶務
し ょ む

は、市民
し み ん

文化局
ぶんかきょく

市民
し み ん

生活部
せいかつぶ

多文化
た ぶ ん か

共 生
きょうせい

推進課
すいしんか

において処理
し ょ り

する。 

（委任
い に ん

） 

第
だい

７条
じょう

 この要 領
ようりょう

に定
さだ

めるもののほか、専門
せんもん

部会
ぶ か い

の運営
うんえい

に関
かん

し必要
ひつよう

な事項
じ こ う

は、部
ぶ

会 長
かいちょう

が専門
せんもん

部会
ぶ か い

に

諮
はか

って定
さだ

める。 

附
ふ

 則
そく

 

この要 領
ようりょう

は、平成
へいせい

１２年
ねん

９月
がつ

１日
ついたち

から施行
し こ う

する。 

 （中 略
ちゅうりゃく

） 

附
ふ

 則
そく

 

この要 領
ようりょう

は、令和
れ い わ

５年
ねん

４月
がつ

１日
ついたち

から施行
し こ う

する。 

 

 

 

 

46



 

〔別 表
べっぴょう

〕川崎市
かわさきし

人権
じんけん

・男女
だんじょ

共 同
きょうどう

参画
さんかく

推進
すいしん

連絡
れんらく

会議
か い ぎ

幹事会
かんじかい

 

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

専門
せんもん

部会
ぶ か い

委員
い い ん

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

局
きょく

  名
めい

 所
しょ

   属
ぞく

 

総務
そ う む

企画局
きかくきょく

  シティプロモーション
し て ぃ ぷ ろ も ー し ょ ん

推進室
すいしんしつ

担当
たんとう

課長
かちょう

 

都市
と し

政策部
せ い さ く ぶ

担当
たんとう

課長
かちょう

 

 都市
と し

政策部
せ い さ く ぶ

企画
き か く

調整課
ちょうせいか

担当
たんとう

課長
かちょう

 

 人事部
じ ん じ ぶ

人事
じ ん じ

課長
かちょう

  

市民
し み ん

文化局
ぶんかきょく

 ◎市民
し み ん

生活
せいかつ

部長
ぶちょう

 

人権
じんけん

・男女
だんじょ

共 同
きょうどう

参画室
さんかくしつ

担当
たんとう

課長
かちょう

 

 市民
し み ん

生活部
せ い か つ ぶ

戸籍
こ せ き

住 民
じゅうみん

サービス
さ ー び す

課長
かちょう

 

市民
し み ん

生活部
せ い か つ ぶ

多文化
た ぶ ん か

共 生
きょうせい

推進
すいしん

課長
かちょう

 

 コミュニティ
こ み ゅ に て ぃ

推進部
す い し ん ぶ

区政
く せ い

推進
すいしん

課長
かちょう

 

経済
けいざい

労働局
ろうどうきょく

 労働
ろうどう

雇用部
こ よ う ぶ

担当
たんとう

課長
かちょう

 

健康
けんこう

福祉局
ふくしきょく

  総務部
そ う む ぶ

企画
き か く

課長
かちょう

 

 長 寿
ちょうじゅ

社会部
し ゃ か い ぶ

高齢者
こうれいしゃ

在宅
ざいたく

サービス
さ ー び す

課長
かちょう

 

 保健
ほ け ん

医療
いりょう

政策部
せ い さ く ぶ

担当
たんとう

課長
かちょう

 

こども未来局
みらいきょく

  総務部
そ う む ぶ

企画
き か く

課長
かちょう

 

まちづくり 局
きょく

  住 宅
じゅうたく

政策部
せ い さ く ぶ

住 宅
じゅうたく

整備
せ い び

推進
すいしん

課長
かちょう

  

危機
き き

管理
か ん り

本部
ほ ん ぶ

 危機
き き

管理部
か ん り ぶ

担当
たんとう

課長
かちょう

 

教 育
きょういく

委員会
い い ん か い

事務
じ む

局
きょく

 

 

 教 育
きょういく

政策室
せいさくしつ

担当
たんとう

課長
かちょう

 

 学校
がっこう

教育部
きょういくぶ

指導
し ど う

課長
かちょう

 

 生 涯
しょうがい

学習部
がくしゅうぶ

生 涯
しょうがい

学 習
がくしゅう

推進
すいしん

課長
かちょう

 

 総合
そうごう

教 育
きょういく

センターカリキュラムセンター
せ ん た ー か り き ゅ ら む せ ん た ー

室 長
しつちょう

 

  

◎は部会
ぶ か い

長
ちょう
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（５）外国人
がいこくじん

市民
し み ん

への広報
こうほう

のあり方
かた

に関
かん

する考
かんが

え方
かた

* 

1998年
ねん

４月
がつ

１日
ついたち

施行
しこう

（2002年
ねん

4月
がつ

1
つい

日
たち

 一部
いちぶ

改正
かいせい

） 

(2011年
ねん

4月
がつ

1
つい

日
たち

 一部
いちぶ

改正
かいせい

)  

(2013年
ねん

4月
がつ

1
つい

日
たち

 一部
いちぶ

改正
かいせい

) 

(2016年
ねん

4月
がつ

1
つい

日
たち

 一部
いちぶ

改正
かいせい

) 

(2020年
ねん

4月
がつ

1
つい

日
たち

 一部
いちぶ

改正
かいせい

) 

(2021年
ねん

4月
がつ

1
つい

日
たち

 一部
いちぶ

改正
かいせい

) 

(2022年
ねん

8月
がつ

１
つい

日
たち

 一部
いちぶ

改正
かいせい

) 

 

 川崎市
かわさきし

外国人市民代表者会議
がいこくじんしみんだいひょうしゃかいぎ

の1996年度
ねんど

年次
ねんじ

報告
ほうこく

・提言
ていげん

を受
う

けて、市
し

は、市民局
しみんきょく

（現
げん

 市民
しみん

文化
ぶんか

局
きょく

）及
およ

び

関係
かんけい

部局
ぶきょく

職員
しょくいん

による「川崎
かわさき

市外
しがい

国人
こくじん

市民
しみん

広報
こうほう

研究
けんきゅう

委員会
いいんかい

」を設
もう

けて外国人
がいこくじん

市民
しみん

への広報
こうほう

のあり方
かた

について

研究
けんきゅう

しました｡その報告
ほうこく

に基
もと

づいて今後
こんご

の外国人
がいこくじん

市民
しみん

への広報
こうほう

については､次
つぎ

の考
かんが

え方
かた

により行
おこな

うこととし

ます｡ 
 
〔基

き

 本
ほん

 方
ほう

 針
しん

〕 

１ 外国語
がいこくご

による広報
こうほう

の充実
じゅうじつ

 

(1) 市
し

が行
おこな

う広報
こうほう

のうち､
、

外国人
がいこくじん

市民
しみん

に関係
かんけい

がある情報
じょうほう

については､できるかぎり多
おお

くの外国語
がいこくご

で広報
こうほう

する

こと(以下
い か

､「多言語
た げ ん ご

広報
こうほう

」という。)が望
のぞ

まれます。 

(2) 多言語
た げ ん ご

広報
こうほう

が望
のぞ

ましい情報
じょうほう

とその優先
ゆうせん

順位
じゅんい

は､表
ひょう

１の基準
きじゅん

によるものとします。 

表
ひょう

１ 多言語
た げ ん ご

広報
こうほう

の優先
ゆうせん

順位
じゅんい

の基準
きじゅん

 

(1) 緊急
きんきゅう

の事態
じたい

の対応
たいおう

に関
かん

する情報
じょうほう

(災害
さいがい

､火災
かさい

､事故
じ こ

､盗難
とうなん

､ 救 急
きゅうきゅう

医療
いりょう

等
とう

) 

(2) 外国人
がいこくじん

市民
しみん

の生活
せいかつ

・相談
そうだん

に関
かん

する情報
じょうほう

(相談
そうだん

窓口
まどくち

の案内
あんない

等
とう

) 

(3) 外国人
がいこくじん

市民
しみん

の義務
ぎ む

に関
かん

する情報
じょうほう

(住民
じゅうみん

登録
とうろく

､入管法
にゅうかんほう

関係
かんけい

､税制度
ぜいせいど

等
とう

) 

(4) 保健
ほけん

､福祉
ふくし

､教育
きょういく

に関
かん

する情報
じょうほう

(乳幼児
にゅうようじ

検診
けんしん

､保育園
ほいくえん

､就学
しゅうがく

､識字
しきじ

学級
がっきゅう

案内
あんない

等
とう

) 

(5) 日常
にちじょう

生活
せいかつ

に関
かん

する情報
じょうほう

(ごみの処理
しょり

､住
す

まい探
さが

し等
とう

) 

(6) 外国人
がいこくじん

市民
しみん

の利用
りよう

の多
おお

い施設
しせつ

情報
じょうほう

(市民館
しみんかん

､区
く

役所
やくしょ

の業務
ぎょうむ

案内
あんない

等
とう

) 

２ 多言語
た げ ん ご

広報
こうほう

を行
おこな

う場合
ばあい

の言語
げんご

 

(1) 多言語
た げ ん ご

広報
こうほう

を行
おこな

う場合
ばあい

は次
つぎ

の７言語
げんご

で行
おこな

うことを標 準
ひょうじゅん

とします。 

英語
えいご

､中国語
ちゅうごくご

､ポルトガル語
ぽ る と が る ご

､スペイン語
す ぺ い ん ご

､韓国
かんこく

・朝鮮語
ちょうせんご

、フィリピノ語
ふ ぃ り ぴ の ご

＊、ベトナム語
べ と な む ご

 

なお、外国人
がいこくじん

市民
しみん

の居住
きょじゅう

状 況
じょうきょう

を踏
ふ

まえ、他
た

の言語
げんご

についても多言語
た げ ん ご

化
か

を検討
けんとう

するものとします。 

＊これまで「タガログ
た が ろ ぐ

語
ご

」と表記
ひょうき

してきたものを、現在
げんざい

通用
つうよう

している「フィリピノ
ふ ぃ り ぴ の

語
ご

」に改
あらた

めます。 

(2) 外国人
がいこくじん

市民
しみん

に関
かか

わりがある情報
じょうほう

の日本語
に ほ ん ご

広報
こうほう

資料
しりょう

を作成
さくせい

する場合
ばあい

は､「川崎市
かわさきし

〈やさしい日本語
に ほ ん ご

〉

ガイドライン
が い ど ら い ん

」を参考
さんこう

に、平易
へいい

でわかりやすい表現
ひょうげん

にするとともに、できるかぎり､「ひらがなのルビ
る び

」を

付
つ

けることが望
のぞ

まれます。 

(3) 施設
しせつ

内外
ないがい

の表示
ひょうじ

・案内
あんない

､道路
どうろ

案内
あんない

､交通
こうつう

機関
きかん

の行
い

き先
さき

表示
ひょうじ

等
とう

は､英語
えいご

（固有
こゆう

名詞
めいし

はローマ
ろ ー ま

字
じ

、普通
ふつう

名詞
めいし

は英語
えいご

） 

を併記
へいき

するとともに絵文字
え も じ

（ピクトグラム
ぴ く と ぐ ら む

）等
とう

を活用
かつよう

することが望
のぞ

まれます。 

３ 外国人
がいこくじん

市民
しみん

向
む

けの多言語広報資料
たげんごこうほうしりょう

に関
かん

する情報
じょうほう

の管理
かんり

等
とう

 

(1) 各局
かくきょく

・区
く

・委員会
いいんかい

等
とう

が作成
さくせい

する多言語広報資料
たげんごこうほうしりょう

に関
かん

する情報
じょうほう

は､市民
しみん

文化
ぶんか

局
きょく

市民
しみん

生活部
せいかつぶ

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい
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推進課
すいしんか

（以下
い か

､「担当
たんとう

」と略
りゃく

す。）において管理
かんり

します。 

(2) 担当
たんとう

は､多言語広報資料
たげんごこうほうしりょう

に関
かん

する情報
じょうほう

の管理
かんり

にあたっては､公益
こうえき

財団
ざいだん

法人
ほうじん

川崎市
かわさきし

国際交流協会
こくさいこうりゅうきょうかい

と相互
そうご

 

に連携
れんけい

して行
おこな

うものとします。 

(3) 各局
かくきょく

・区
く

・委員会
いいんかい

等
とう

は､多言語広報資料
たげんごこうほうしりょう

を作成
さくせい

しようとするときは､事前
じぜん

に担当
たんとう

に協議
きょうぎ

できるものとします｡ 

(4) 各局
かくきょく

・区
く

・委員会
いいんかい

等
とう

は､多言語広報資料
たげんごこうほうしりょう

が完成
かんせい

したときは､第
だい

１号
ごう

様式
ようしき

により担当
たんとう

に見本
みほん

１部
ぶ

を添付
てんぷ

して

報告
ほうこく

するものとします。ただし､印刷物
いんさつぶつ

を作成
さくせい

せず、ホームページ
ほ ー む ぺ ー じ

に掲載
けいさい

するのみの場合
ばあい

、見本
みほん

の提
てい

出
しゅつ

は

不要
ふよう

とします｡ 

(5) 多言語
た げ ん ご

情報
じょうほう

は、原則
げんそく

として電子化
で ん し か

を行
おこな

い、ホームページ
ほ ー む ぺ ー じ

で公開
こうかい

するものとします。 

４ 外国人
がいこくじん

市民
しみん

情報
じょうほう

コーナー
こ ー な ー

の設置
せっち

 

外国人
がいこくじん

市民向
し み ん む

けの多言語広報資料
たげんごこうほうしりょう

及
およ

び「ひらがなのルビ
る び

」付
つ

き広報
こうほう

資料
しりょう

を置
お

くために、表
ひょう

２の施設
しせつ

に 

「外国人
がいこくじん

市民
しみん

情報
じょうほう

コーナー
こ ー な ー

」を設置
せっち

します｡ 

表
ひょう

２ 外国人
がいこくじん

市民
しみん

情報
じょうほう

コーナー
こ ー な ー

を設置
せっち

する施設
しせつ

 

区別
くべつ

 区
く

役所
やくしょ

 市民館
しみんかん

 図書館
としょかん

 その他
た

 

川崎区
かわさきく

 川崎区
かわさきく

役所
やくしょ

 教育
きょういく

文化
ぶんか

会館
かいかん

 川崎
かわさき

図書館
としょかん

 情報
じょうほう

プラザ
ぷ ら ざ

 

幸区
さいわいく

 幸
さいわい

区
く

役所
やくしょ

 幸
さいわい

市民館
しみんかん

 幸
さいわい

図書館
としょかん

  

中原区
なかはらく

 中原区
なかはらく

役所
やくしょ

 中原
なかはら

市民館
しみんかん

 中原図
なかはらと

書館
しょかん

 国際
こくさい

交流
こうりゅう

センター
せ ん た ー

 

高津区
た か つ く

 高津区
た か つ く

役所
やくしょ

 高津
たかつ

市民館
しみんかん

 高津
たかつ

図書館
としょかん

  

宮前区
みやまえく

 宮前区
みやまえく

役所
やくしょ

 宮前
みやまえ

市民館
しみんかん

 宮前
みやまえ

図書館
としょかん

  

多摩区
た ま く

 多摩区
た ま く

役所
やくしょ

 多摩
た ま

市民館
しみんかん

 多摩
た ま

図書館
としょかん

  

麻生区
あ さ お く

 麻生区
あ さ お く

役所
やくしょ

 麻生
あさお

市民館
しみんかん

 麻生
あさお

図書館
としょかん

  

５ 外国人
がいこくじん

市民
しみん

情報
じょうほう

コーナー
こ ー な ー

への多言語広報資料
たげんごこうほうしりょう

の送付
そうふ

 

(1) 各局
かくきょく

・区
く

・委員会
いいんかい

等
とう

は､多言語広報資料
たげんごこうほうしりょう

を区役所
くやくしょ

等
とう

の外国人
がいこくじん

市民
しみん

情報
じょうほう

コーナー
こ ー な ー

へ送付
そうふ

するときは､ 

情報
じょうほう

プラザ
ぷ ら ざ

に依頼
いらい

するものとします｡ただし､国際
こくさい

交流
こうりゅう

センター
せ ん た ー

に対
たい

しては､各局
かくきょく

・区
く

・委員会
いいんかい

等
とう

が 

「中原区
なかはらく

役所
やくしょ

気付
きつけ

」で直接
ちょくせつ

送付
そうふ

します。 

(2) 外国人
がいこくじん

市民
しみん

情報
じょうほう

コーナー
こ ー な ー

を管理
かんり

する施設
しせつ

が､多言語広報資料
たげんごこうほうしりょう

（時限的
じげんてき

広報
こうほう

資料
しりょう

を除
のぞ

く）の補充
ほじゅう

､更新
こうしん

 

等
とう

を必要
ひつよう

とするときは､直接
ちょくせつ

 作成局
さくせいきょく

に依頼
いらい

するものとします｡ 

６ 新た
あら  

な外国人
がいこくじん

市民
しみん

への「外国人
がいこくじん

のための相談
そうだん

窓口
まどぐち

の御案内
ごあんない

」の配布
はいふ

 

(1) 新
あら

たに市民
しみん

となった外国人
がいこくじん

（市外
しがい

からの転入者
てんにゅうしゃ

等
とう

）が､川崎市
かわさきし

で生活
せいかつ

する上
うえ

で､特
とく

に､重要
じゅうよう

な事項
じこう

の 

確認
かくにん

を容易
ようい

に行
おこな

うことができるように､多言語
た げ ん ご

で作成
さくせい

した外国人
がいこくじん

のための相談
そうだん

窓口
まどぐち

の御案内
ごあんない

「川崎市
かわさきし

に 

住
す

む外国人
がいこくじん

の皆
みな

さんへ」を区役所
くやくしょ

・支所
ししょ

の区民課
く み ん か

、区民
くみん

センター
せ ん た ー

で配布
はいふ

します。 

(2) 区
く

役所
やくしょ

・支所
ししょ

は、「川崎市
かわさきし

に住
す

む外国人
がいこくじん

の皆
みな

さんへ」の補充
ほじゅう

等
とう

を必要
ひつよう

とするときは、直接
ちょくせつ

担当
たんとう

に依頼
いらい

 

するものとします。 

７ 外国人
がいこくじん

市民
しみん

の意見
いけん

､要望
ようぼう

の把握
はあく

 

 外国人
がいこくじん

市民
しみん

が､外国語
がいこくご

広報
こうほう

資料
しりょう

に関
かん

する意見
いけん

をはじめ､市政
しせい

に関
かん

する意見
いけん

・要望
ようぼう

等
とう

を表明
ひょうめい

することを容易
ようい

に

するために､「市長
しちょう

への手紙
てがみ

」の差
さ

し出
だ

し封筒
ふうとう

等
とう

に「ひらがなのルビ
る び

」を付
つ

けます。 
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 （６）川崎市外国人教育基本方針
かわさきしがいこくじんきょういくきほんほうしん

 

 
川崎市
かわさきし

外国人
がいこくじん

教 育
きょういく

基本
き ほ ん

方針
ほうしん

 ― 多文化共生
たぶんかきょうせい

の社会
しゃかい

をめざして ―＊ 

 

川 崎 市
か わ さ き し

教 育
き ょ う い く

委 員 会
い い ん か い

 

制定
せいてい

1986年
ねん

(昭和
しょうわ

61年
ねん

)３月
がつ

25日
にち

 

改定
かいてい

1998年
ねん

(平成
へいせい

10年
ねん

)４月
がつ

28日
にち

 

Ⅰ．人権尊重
じんけんそんちょう

としての教育
きょういく

 
差別
さ べ つ

を排除
はいじょ

し、人権
じんけん

尊重
そんちょう

の精神
せいしん

を貫
つらぬ

くことは、人間
にんげん

が人間
にんげん

として生
い

きるための不可欠
ふ か け つ

な事柄
ことがら

であると

ともに、民主
みんしゅ

主義
し ゅ ぎ

社会
しゃかい

を支
ささ

える基本
き ほ ん

原理
げ ん り

である。日本国
にほんこく

憲法
けんぽう

は基本的
きほんてき

人権
じんけん

を保障
ほしょう

し、教育
きょういく

基本法
きほんほう

ではその

確立
かくりつ

をはかることが根本
こんぽん

においては教育
きょういく

の力
ちから

にまつべきものであるとうたっている。さらに日本
に ほ ん

は、1979

年
ねん

に内外人
ないがいじん

の平等
びょうどう

と外国人
がいこくじん

が教育
きょういく

を受
う

ける権利
け ん り

及
およ

び市民
し み ん

生活上
せいかつじょう

のすべての実質的
じっしつてき

差別
さ べ つ

の排除
はいじょ

を明確
めいかく

にうたっている国際
こくさい

人権
じんけん

規
き

約
やく

を批准
ひじゅん

した。 

 その後
ご

、1982年
ねん

に難民
なんみん

条約
じょうやく

、1994年
ねん

に子
こ

どもの権利
け ん り

条約
じょうやく

、1995年
ねん

には人種
じんしゅ

差別
さ べ つ

撤廃
てっぱい

条約
じょうやく

の批准
ひじゅん

が実現
じつげん

し、民族
みんぞく

差別
さ べ つ

を含
ふく

むあらゆる差別
さ べ つ

の禁止
き ん し

のみならず、社会
しゃかい

における少数
しょうすう

の立場
た ち ば

の者
もの

（マイノリティ
ま い の り て ぃ

）の文化
ぶ ん か

を尊重
そんちょう

し支援
し え ん

することも、人権
じんけん

保障
ほしょう

の一環
いっかん

として位置
い ち

づけられている。 

 今
いま

や世界
せ か い

は人権
じんけん

と共生
きょうせい

の時代
じ だ い

であり、平和
へ い わ

の実現
じつげん

と人権
じんけん

尊重
そんちょう

の取組
とりくみ

は、国
くに

としてはもとより、地域
ち い き

社会
しゃかい

における人権
じんけん

文化
ぶ ん か

の構築
こうちく

とも結
むす

びつけて考
かんが

えていかなければならない時代
じ だ い

となっており、そのために果
は

た

す教育
きょういく

の役割
やくわり

と責任
せきにん

は極
きわ

めて大
おお

きい。 

 

 

Ⅱ．本市
ほ ん し

の外国人市民
がいこくじんしみん

の成り立ち
な  た  

と現状
げんじょう

 

１〔歴史的
れきしてき

な経緯
け い い

……在日
ざいにち

韓国
かんこく

・朝鮮人
ちょうせんじん

〕 

 川崎市
かわさきし

の外国人
がいこくじん

登録者
とうろくしゃ

は、現在
げんざい

２万人
まんにん

を超
こ

え、全人口
ぜんじんこう

の２％、国籍数
こくせきすう

では107か国
こく

を数
かぞ

えるようになっ

た（1997年
ねん

末
まつ

現在
げんざい

）。そのうち、韓国
かんこく

・朝鮮
ちょうせん

国籍者
こくせきしゃ

は、全外国人
ぜんがいこくじん

の45％を占
し

めており、本市
ほ ん し

は依然
い ぜ ん

として

韓国
かんこく

・朝鮮人
ちょうせんじん

の多住
たじゅう

地域
ち い き

といえる。 

 このように本市
ほ ん し

に韓国
かんこく

・朝鮮人
ちょうせんじん

が多
おお

く住
す

むようになったのは、京浜
けいひん

工業
こうぎょう

地帯
ち た い

の中核
ちゅうかく

都市
と し

である本市
ほ ん し

に

日本
に ほ ん

の植民地
しょくみんち

支配
し は い

によって工場
こうじょう

労働者
ろうどうしゃ

等
とう

としてつれてこられた結果
け っ か

である。 

 これらの人々
ひとびと

の多
おお

くは、今
いま

なお日常
にちじょう

生活
せいかつ

において深刻
しんこく

な民族
みんぞく

差別
さ べ つ

を受
う

けており、そのため学校
がっこう

や地域
ち い き

社会
しゃかい

において日本名
にほんめい

を名
な

のるなど、民族
みんぞく

としての自
みずか

らの存在
そんざい

を明
あき

らかにできないような場合
ば あ い

もある。 

 韓国
かんこく

・朝鮮人
ちょうせんじん

に対
たい

する差別
さ べ つ

や偏見
へんけん

は、本市
ほ ん し

だけでなく広
ひろ

く日本
に ほ ん

社会
しゃかい

に根強
ね づ よ

く存在
そんざい

しており、多
おお

くの韓国
かんこく

・

朝
ちょう

鮮人
せんじん

は教育
きょういく

、就労
しゅうろう

、福祉
ふ く し

等
とう

あらゆる生活面
せいかつめん

で厳
きび

しい民族
みんぞく

差別
さ べ つ

を受
う

け深刻
しんこく

な問題
もんだい

となっている。さらに

見落
み お

としてはならない重要
じゅうよう

なことは、これらの偏見
へんけん

が歴史的
れきしてき

に作
つく

られたものであるという点
てん

である。すな

わち、1910年
ねん

「韓国
かんこく

併合
へいごう

」により、日本
に ほ ん

が朝鮮
ちょうせん

を植民地
しょくみんち

として以来
い ら い

、一方
いっぽう

では多年
た ね ん

にわたり植民地
しょくみんち

支配
し は い

の

合理化
ご う り か

につながるような民族
みんぞく

優越
ゆうえつ

意識
い し き

を教育
きょういく

を通
つう

じて国民
こくみん

に浸透
しんとう

させ、他方
た ほ う

において朝鮮
ちょうせん

民族
みんぞく

固有
こ ゆ う

の

文化
ぶ ん か

や言語
げ ん ご

を否定
ひ て い

されるべきものであるかのごとくにとらえ、創
そう

氏
し

改名
かいめい

制度
せ い ど

などを通
つう

じて日本
に ほ ん

への同化
ど う か

政策
せいさく

を進
すす

めた結果
け っ か

生
う

まれたものである。 

 川崎市
かわさきし

教育
きょういく

委員会
いいんかい

は、こうした事実
じ じ つ

の持
も

つ意味
い み

を厳
きび

しく受
う

けとめ、教育
きょういく

の課題
か だ い

としてとらえ、本市
ほ ん し

における公教育
こうきょういく

を推進
すいしん

するにあたっては、市民
し み ん

一人
ひ と り

ひとりの差別
さ べ つ

解消
かいしょう

のための不断
ふ だ ん

の努力
どりょく

を促
うなが

してい

かなければならない。 
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２〔国際化
こくさいか

の動向
どうこう

 …… 世界
せ か い

各地
か く ち

からの外国人
がいこくじん

〕 

 近年
きんねん

、さまざまな分野
ぶ ん や

における国際化
こくさいか

の流
なが

れは世界
せ か い

各地
か く ち

で 著
いちじる

しく進展
しんてん

しており、日本
に ほ ん

においても、

1980年代
ねんだい

後半
こうはん

から、国際
こくさい

結婚
けっこん

や就学生
しゅうがくせい

・留学生
りゅうがくせい

等
とう

として新
あら

たに来日
らいにち

する外国人
がいこくじん

が増加
ぞ う か

している。加
くわ

え

て、1990年
ねん

の出 入 国
しゅつにゅうこく

管理
か ん り

法
ほう

の改正
かいせい

に伴
ともな

う日系
にっけい

労働者
ろうどうしゃ

や技能
ぎ の う

研修生
けんしゅうせい

の受入
う け い

れにより、さまざまな国
くに

の

外国人
がいこくじん

が生活
せいかつ

するようになっており、本
ほん

市
し

も例外
れいがい

ではない。また、数
かず

の上
うえ

では少
すく

ないが、中国
ちゅうごく

帰国
き こ く

関係者
かんけいしゃ

やインドシナ
い ん ど し な

難民
なんみん

として日本
に ほ ん

に定住
ていじゅう

するようになった人
ひと

たちもいる。このことは、さまざまな文化的
ぶんかてき

背景
はいけい

をもつ外国人
がいこくじん

が同
おな

じ地域
ち い き

社会
しゃかい

に暮
く

らし、また、日本語
に ほ ん ご

の理解
り か い

が十分
じゅうぶん

でない外国人
がいこくじん

も多数
た す う

生活
せいかつ

してい

ることを意味
い み

している。 

 これらの外国人
がいこくじん

は生活上
せいかつじょう

の不自由
ふ じ ゆ う

さをかかえながら、国籍
こくせき

条項
じょうこう

や在留
ざいりゅう

資格
し か く

による制限
せいげん

に加
くわ

え、人種
じんしゅ

や民族
みんぞく

等
とう

の違
ちが

いにより、さまざまな生活
せいかつ

の局面
きょくめん

において差別
さ べ つ

や偏見
へんけん

にさらされている。また、社会
しゃかい

参加
さ ん か

や

政治
せ い じ

参加
さ ん か

の権利
け ん り

も未
いま

だ十分
じゅうぶん

に保障
ほしょう

されているとはいえず、母語
ぼ ご

や母文化
ぼ ぶ ん か

＊等
とう

を表現
ひょうげん

したり学
まな

ぶことのでき

る場
ば

も限
かぎ

られたものになっている。 
 さらに配慮

はいりょ

しなければならないことは、国籍上
こくせきじょう

では見
み

えない民族的
みんぞくてき

・文化的
ぶんかてき

な側面
そくめん

として、国際
こくさい

結婚
けっこん

に

より生
う

まれた子
こ

や多文化
た ぶ ん か

を受
う

け継
つ

いでいる日本
に ほ ん

国籍者
こくせきしゃ

等
とう

が直面
ちょくめん

している問題
もんだい

がある。かれらは多文化
た ぶ ん か

を受
う

け継
つ

いでいることにより、本来
ほんらい

、文化
ぶ ん か

をつなぐ豊
ゆた

かな可能性
かのうせい

を有
ゆう

しているにもかかわらず、ともすると

日本人
にほんじん

と見
み

なされることにより、日本
に ほ ん

と異
こと

なる文化
ぶ ん か

の獲得
かくとく

や表現
ひょうげん

ができにくく、安定
あんてい

した自己
じ こ

の主体
しゅたい

形成
けいせい

にゆがみをもたらされかねない状 況
じょうきょう

に追
お

いやられている。これに似
に

た問題
もんだい

は、海外
かいがい

からの帰国
き こ く

児童
じ ど う

・生徒
せ い と

をめぐっても見受
み う

けられる。 
 このような新

あら

たな課題
か だ い

解決
かいけつ

にむけた取組
とりくみ

も、教育
きょういく

の役割
やくわり

として問
と

われている。 
 

Ⅲ．多文化共生
たぶんかきょうせい

の社会
しゃかい

をめざして 

 川崎市
かわさきし

教育
きょういく

委員会
いいんかい

は、これらの教育
きょういく

課題
か だ い

の解決
かいけつ

に向
む

け、まず、すべての子
こ

どもの学習権
がくしゅうけん

を保障
ほしょう

し、

教育
きょういく

の世界
せ か い

における内外人
ないがいじん

の平等
びょうどう

、人間
にんげん

平等
びょうどう

の原則
げんそく

の徹底
てってい

に努
つと

め、社会
しゃかい

における少数
しょうすう

の立場
た ち ば

の者
もの

（マイノリティ
ま い の り て ぃ

）の文化
ぶ ん か

を尊重
そんちょう

し、あわせて外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の社会
しゃかい

参加
さ ん か

を積極的
せっきょくてき

に支援
し え ん

していかなければな

らない。そして、在日
ざいにち

外国人
がいこくじん

が、民族的
みんぞくてき

自覚
じ か く

と誇
ほこ

りを持
も

ち自己
じ こ

を確立
かくりつ

し、市民
し み ん

として日本人
にほんじん

と連帯
れんたい

し、相互
そ う ご

の立場
た ち ば

を尊重
そんちょう

しつつともに生
い

きる地域
ち い き

社会
しゃかい

の創造
そうぞう

をめざして活動
かつどう

することを保障
ほしょう

しなければならない。こ

のことはまた、日本人
にほんじん

の人権
じんけん

意識
い し き

と国際
こくさい

感覚
かんかく

を高
たか

めることにもつながる。そして、このような環境
かんきょう

を整
ととの

えることは人間
にんげん

都市
と し

の創造
そうぞう

をめざす本市
ほ ん し

教育
きょういく

行政
ぎょうせい

の責務
せ き む

でもある。 
 在日

ざいにち

外国人
がいこくじん

教育
きょういく

は、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

の社会
しゃかい

をめざす教育
きょういく

の営
いとな

みでもあり、日本人
にほんじん

と外国人
がいこくじん

の双方
そうほう

の豊
ゆた

か

さを育
はぐく

み、違
ちが

いが豊
ゆた

かさとして響
ひび

き合
あ

う人間
にんげん

関係
かんけい

や社会
しゃかい

をつくりだしていくことをめざさなければならな

い。そのためには、日本
に ほ ん

社会
しゃかい

に根強
ね づ よ

い同化
ど う か

と排除
はいじょ

意識
い し き

からの脱却
だっきゃく

をはかり、過去
か こ

の歴史的経
れきしてきけい

緯
い

をしっかり

認識
にんしき

することが、偏見
へんけん

や差別
さ べ つ

意識
い し き

を取
と

り除
のぞ

く上
うえ

で欠
か

かせない視点
し て ん

となる。 
 さらに多文化

た ぶ ん か

共生
きょうせい

の社会
しゃかい

をめざす教育
きょういく

は、日本人
にほんじん

と外国人
がいこくじん

の間
あいだ

だけにかぎらず、あらゆる人
ひと

が、相互
そ う ご

の違
ちが

いを認
みと

め合
あ

い尊重
そんちょう

しあい、ともに生
い

きていく地域
ち い き

社会
しゃかい

をつくりあげていく力
ちから

になるように展開
てんかい

して

いかなければならない。 
 川崎市

かわさきし

教育
きょういく

委員会
いいんかい

は、以上
いじょう

のような認識
にんしき

に立脚
りっきゃく

して、教育
きょういく

の主体性
しゅたいせい

と責任
せきにん

のもとに、次
つぎ

に示
しめ

す基本
き ほ ん

事項
じ こ う

にのっとり、人権
じんけん

尊重
そんちょう

と国際
こくさい

理解
り か い

そして多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

をめざす在日
ざいにち

外国人
がいこくじん

教育
きょういく

を積極的
せっきょくてき

にすすめる。 
 

Ⅳ．教育関係者
きょういくかんけいしゃ

の役割
やくわり

とめざすべき方向性
ほうこうせい

 

１ 基本的
きほんてき

な考
かんが

え方
かた
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  (1) 国籍
こくせき

・民族
みんぞく

等
とう

にかかわらず、すべての子
こ

どもの学習権
がくしゅうけん

を保障
ほしょう

し、教育
きょういく

における内外人
ないがいじん

の平等
びょうどう

、

人間
にんげん

平等
びょうどう

の原則
げんそく

の徹底
てってい

に努
つと

める。 
  (2) 社会

しゃかい

における少数
しょうすう

の立場
た ち ば

の者
もの

（マイノリティ
ま い の り て ぃ

）の文化
ぶ ん か

を尊重
そんちょう

し、あわせて外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の積極的
せっきょくてき

な社会
しゃかい

参加
さ ん か

を支援
し え ん

する。 
  (3) 日本人

にほんじん

と外国人
がいこくじん

の相互
そ う ご

の豊
ゆた

かさにつながる共生
きょうせい

の教育
きょういく

をめざし、過去
か こ

の歴史的
れきしてき

な経緯
け い い

をしっか

りおさえ、同化
ど う か

や排除
はいじょ

意識
い し き

からの脱却
だっきゃく

をはかる。 
 
 ２ 教育

きょういく

行政
ぎょうせい

および教育
きょういく

関係者
かんけいしゃ

の取り組
と  く

み（注
ちゅう

：児童
じ ど う

の中
なか

には幼児
よ う じ

を含
ふく

む） 
  (1) 本市

ほ ん し

に在住
ざいじゅう

する児童
じ ど う

・生徒
せ い と

をはじめとする外国人
がいこくじん

の実態
じったい

把握
は あ く

に努
つと

める。 
  (2) 在日

ざいにち

外国人
がいこくじん

が民族的
みんぞくてき

自覚
じ か く

と誇
ほこ

りを培
つちか

い、生活
せいかつ

文化
ぶ ん か

の向上
こうじょう

をはかるための自主的
じしゅてき

活動
かつどう

に対
たい

して

支援
し え ん

協 力
きょうりょく

する。 
  (3) 研修会

けんしゅうかい

や研究会
けんきゅうかい

等
とう

を通
とお

して、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

への理解
り か い

を深
ふか

め、在日
ざいにち

外国人
がいこくじん

に対
たい

する正
ただ

しい

教育観
きょういくかん

の確立
かくりつ

と指導力
しどうりょく

の向 上
こうじょう

をはかる。 
  (4) 在日

ざいにち

外国人
がいこくじん

教育
きょういく

を充実
じゅうじつ

するために関係
かんけい

機関
き か ん

との連携
れんけい

を深
ふか

め、施策
し さ く

の拡充
かくじゅう

や推進
すいしん

体制
たいせい

の整備
せ い び

に

努
つと

め、各種
かくしゅ

資料
しりょう

を作成
さくせい

する。 
  (5) 児童

じ ど う

・生徒
せ い と

をはじめ、外国人
がいこくじん

保護者
ほ ご し ゃ

等
とう

の思
おも

いを大切
たいせつ

に受
う

けとめ、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

をめざす教育
きょういく

の推進
すいしん

に生
い

かすよう努
つと

める。 
  (6) 在日

ざいにち

外国人
がいこくじん

が、自由
じ ゆ う

に自
みずか

ら多様
た よ う

な生
い

き方
かた

を選択
せんたく

できるよう、進路
し ん ろ

保障
ほしょう

の取組
とりくみ

をすすめる。 
  (7) 戦後

せ ん ご

の困難
こんなん

な時代
じ だ い

から民族
みんぞく

教育
きょういく

を推進
すいしん

してきた市内
し な い

の外国人
がいこくじん

学校
がっこう

との交流
こうりゅう

を深
ふか

め促進
そくしん

する。 
 
 ３ 児童

じ ど う

・生徒
せ い と

に対
たい

して 
  (1) すべての児童

じ ど う

・生徒
せ い と

に対
たい

して、相互
そ う ご

の豊
ゆた

かな人間
にんげん

関係
かんけい

を育
はぐく

むように努
つと

め、違
ちが

いを認
みと

め合
あ

い尊重
そんちょう

し合う
あ

意識
い し き

や態度
た い ど

を培
つちか

う。 
  (2) すべての児童

じ ど う

・生徒
せ い と

に対
たい

して、命
いのち

を大切
たいせつ

にし、自分
じ ぶ ん

を信頼
しんらい

し、自分
じ ぶ ん

に誇
ほこ

りがもてるような支援
し え ん

と

生
い

きる力
ちから

の基礎
き そ

となる学力
がくりょく

の保障
ほしょう

に努
つと

める。 
  (3) すべての児童

じ ど う

・生徒
せ い と

に対
たい

して、豊
ゆた

かな人権
じんけん

意識
い し き

や感性
かんせい

を育
はぐく

み、民族
みんぞく

差別
さ べ つ

や偏見
へんけん

を見抜
み ぬ

き、それを

批判
ひ は ん

し、許
ゆる

さない力
ちから

を養
やしな

う。 
  (4) すべての児童

じ ど う

・生徒
せ い と

に対
たい

して、日本
に ほ ん

と外国
がいこく

、特
とく

に韓国
かんこく

・朝鮮
ちょうせん

との歴史的
れきしてき

・文化的
ぶんかてき

関係
かんけい

を理解
り か い

させ、

国際
こくさい

理解
り か い

、国際
こくさい

協 調
きょうちょう

の精神
せいしん

を養
やしな

うとともに、ともに生
い

きる態度
た い ど

を培
つちか

う。 
  (5) 在日

ざいにち

外国人
がいこくじん

児童
じ ど う

・生徒
せ い と

に対
たい

して、その民族
みんぞく

としての歴史
れ き し

・文化
ぶ ん か

・社会的
しゃかいてき

立場
た ち ば

を正
ただ

しく認識
にんしき

するこ

とを励
はげ

まし助
たす

け、自
みずか

ら本名
ほんみょう

を名
な

のり、民族
みんぞく

差別
さ べ つ

や偏見
へんけん

に負
ま

けない力
ちから

を身
み

につけることができる

よう支援
し え ん

する。 
  (6) 在日

ざいにち

外国人
がいこくじん

児童
じ ど う

・生徒
せ い と

に対
たい

して、自由
じ ゆ う

に自
みずか

ら多様
た よ う

な生
い

き方
かた

を選
せん

択
たく

し、たくましく生
い

きぬくことが

できるよう進路
し ん ろ

指導
し ど う

の充実
じゅうじつ

をはかる。 
  (7) 日本人

にほんじん

児童
じ ど う

・生徒
せ い と

に対
たい

して、これまでの歴史的経
れきしてきけい

緯
い

を踏
ふ

まえ、多様
た よ う

な文化
ぶ ん か

を学
まな

び受容
じゅよう

する教育
きょういく

活動
かつどう

を通
つう

じて、日本人
にほんじん

としての豊
ゆた

かな国際
こくさい

感覚
かんかく

を育
はぐく

む。 
 
 ４ すべての市民

し み ん

に対
たい

して 
  (1) 在日

ざいにち

外国人
がいこくじん

に対
たい

する差別
さ べ つ

や偏見
へんけん

を取
と

り除
のぞ

くための啓発
けいはつ

活動
かつどう

を推進
すいしん

する。 
  (2) 広

ひろ

く市民
し み ん

に対
たい

して、在日
ざいにち

外国人
がいこくじん

問題
もんだい

についての理解
り か い

を深
ふか

める学習
がくしゅう

活動
かつどう

を推進
すいしん

する。 
  (3) 日本人

にほんじん

と在日
ざいにち

外国人
がいこくじん

が、ともに手
て

をたずさえて地域
ち い き

社会
しゃかい

の創造
そうぞう

をめざす活動
かつどう

を推進
すいしん

する。 
 
   付記

ふ き

：具体的
ぐたいてき

課題
か だ い

については、計画的
けいかくてき

に推進
すいしん

する。 

52



人権
じんけん

に関
かん

する国際
こくさい

原則
げんそく

等
とう

を踏
ふ

まえながら、日本語
に ほ ん ご

教 育
きょういく

に関
かか

わるすべての人
ひと

が互
たが

いに 認
みとめ

め合
あ

い、

人権
じんけん

や多様性
たようせい

が尊 重
そんちょう

され、日本語
に ほ ん ご

教 育
きょういく

の取組
とりくみ

が多文化
た ぶ ん か

共 生
きょうせい

社会
しゃかい

の実現
じつげん

につながるよう、取組
とりくみ

の

推進
すいしん

に努
つと

めます。 

（７）川崎市
かわさきし

地域
ちいき

日本語
に ほ ん ご

教 育
きょういく

推進
すいしん

方針
ほうしん

 

川崎市
かわさきし

地域
ちいき

日本語
に ほ ん ご

教 育
きょういく

推進
すいしん

方針
ほうしん

* 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ６つの「施策
し さ く

の方向性
ほうこうせい

」における「施策
し さ く

の取組
とりくみ

内容
ないよう

」については、次
じ

ページ
ぺ ー じ

以降
い こ う

参 照
さんしょう

 

＜ 施策
しさく

の方向性
ほうこうせい

 ＞ 

（１）外国
がいこく

につながる幼児
よ う じ

、児童
じ ど う

、生徒
せ い と

等
とう

に対
たい

する日本語
に ほ ん ご

教育
きょういく

 

（２）外国人
がいこくじん

留学生
りゅうがくせい

等
とう

に対
たい

する日本語
に ほ ん ご

教育
きょういく

（３）外国人
がいこくじん

労働者
ろうどうしゃ

に対
たい

する日本語
に ほ ん ご

教育
きょういく

 

（４）難民
なんみん

等
とう

に対
たい

する日本語
に ほ ん ご

教育
きょういく

 

（５）地域
ち い き

における日本語
に ほ ん ご

教育
きょういく

 

言語
げんご

の習 得
しゅうとく

は、より深
ふか

く社会
しゃかい

に参加
さんか

し、より多
おお

くの場面
ばめん

で自分
じぶん

らしさを発揮
はっき

できるようになるた

めの手段
しゅだん

であることを認識
にんしき

するとともに、学 習 者
がくしゅうしゃ

が地域
ちいき

社会
しゃかい

に参加
さんか

しやすくなるよう、環 境
かんきょう

の

整備
せいび

に努
つと

めます。 

２ 社会
しゃかい

参加
さ ん か

の促進
そくしん

  

＜ 基本
きほん

目 標
もくひょう

 ＞ 

「多文化
た ぶ ん か

共 生
きょうせい

社会
しゃかい

」の実現
じつげん

に向
む

けて、外国人
がいこくじん

市民
しみん

が、日 常
にちじょう

生活
せいかつ

及
およ

び社会
しゃかい

生活
せいかつ

を円滑
えんかつ

に 営
いとな

み、

個人
こじん

として本来
ほんらい

もっている豊
ゆた

かな能 力
のうりょく

を発揮
はっき

して、市民
しみん

として主体的
しゅたいてき

に地域
ちいき

社会
しゃかい

に関
かか

わることができ

るよう、日本語
に ほ ん ご

教 育
きょういく

の推進
すいしん

に関
かん

する施策
しさく

を総合的
そうごうてき

かつ効果的
こうかてき

に推進
すいしん

します。 

３ 地域
ち い き

社会
しゃかい

との連携
れんけい

 

４ 日本語
に ほ ん ご

教 育
きょういく

に関
かか

わる者
もの

の能 力
のうりょく

及
およ

び資質
し し つ

の向 上
こうじょう

等
とう

 

５ 日本語
に ほ ん ご

教 育
きょういく

に関
かん

する情 報
じょうほう

の提 供
ていきょう

等
とう

 

６ 推進
すいしん

体制
たいせい

の整備
せ い び

 

＜ 基本
きほん

理念
りねん

 ＞ 

１ 日本語
に ほ ん ご

教 育
きょういく

の機会
き か い

の拡 充
かくじゅう

等
とう

 

２ 各主体
かくしゅたい

との連携
れんけい

 

１ 人権
じんけん

と多様性
たようせい

の尊 重
そんちょう

  

53



           
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）外国
がいこく

につながる幼児
よ う じ

、児童
じ ど う

、生徒
せ い と

等
とう

に対
たい

する日本語
に ほ ん ご

教育
きょういく

 

【施策
し さ く

の取組
とりくみ

内容
ないよう

】 

① 外国
がいこく

につながる児童
じ ど う

、生徒
せ い と

等
とう

に対
たい

して、生活
せいかつ

に必要
ひつよう

な日本語
に ほ ん ご

、学 習
がくしゅう

に必要
ひつよう

な日本語
に ほ ん ご

の習 得
しゅうとく

支援
し え ん

及
およ

び学 習
がくしゅう

支援
し え ん

の充 実
じゅうじつ

を図
はか

ります。 

② 外国
がいこく

につながる幼児
よ う じ

に対
たい

して、就 学
しゅうがく

につながる取組
とりくみ

を推進
すいしん

します。 

③ 幼児
よ う じ

、児童
じ ど う

、生徒
せ い と

等
とう

の保護者
ほ ご し ゃ

に対
たい

して、日本語
に ほ ん ご

学 習
がくしゅう

の必要性
ひつようせい

について周知
しゅうち

・啓発
けいはつ

に取
と

り組
く

み 

ます。 

④ 外国
がいこく

につながる児童
じ ど う

、生徒
せ い と

等
とう

の多様
た よ う

なニーズ
に ー ず

に対応
たいおう

した相談
そうだん

・支援
し え ん

の場
ば

の充 実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

１ 日本語
に ほ ん ご

教 育
きょういく

の機会
き か い

の拡 充
かくじゅう

等
とう

 

● ＜施策
しさく

の方向性
ほうこうせい

＞と【施策
しさく

の取組
とりくみ

内容
ないよう

】（見出
み だ

しまとめ） 

（２）外国人
がいこくじん

留学生
りゅうがくせい

等
とう

に対
たい

する日本語
に ほ ん ご

教育
きょういく

 

【施策
し さ く

の取組
とりくみ

内容
ないよう

】 

① 市内
し な い

の日本語
に ほ ん ご

学校
がっこう

や大学
だいがく

等
とう

との連携
れんけい

に努
つと

めます。 

② 外国人
がいこくじん

留学生
りゅうがくせい

等
とう

と地域
ち い き

が交 流
こうりゅう

する取組
とりくみ

を推進
すいしん

します。 

③ 留学生
りゅうがくせい

等
とう

の就 労
しゅうろう

に向
む

けた施策
し さ く

の充 実
じゅうじつ

を図
はか

ります。 

（３）外国人
がいこくじん

労働者
ろうどうしゃ

に対
たい

する日本語
に ほ ん ご

教育
きょういく

 

【施策
し さ く

の取組
とりくみ

内容
ないよう

】 

① 企業
きぎょう

・経済
けいざい

団体
だんたい

との連携
れんけい

に向
む

けた取組
とりくみ

を推進
すいしん

します。 

② 働
はたら

くための日本語
に ほ ん ご

や生活
せいかつ

に必要
ひつよう

な日本語
に ほ ん ご

の習 得
しゅうとく

を支援
し え ん

する取組
とりくみ

を推進
すいしん

します。 

③ 外国人
がいこくじん

労働者
ろうどうしゃ

のキャリアアップ
き ゃ り あ あ っ ぷ

を支援
し え ん

する取組
とりくみ

を推進
すいしん

します。 

（４）難民
なんみん

等
とう

に対
たい

する日本語
に ほ ん ご

教育
きょういく

 

【施策
し さ く

の取組
とりくみ

内容
ないよう

】 

① 日本
に ほ ん

での生活
せいかつ

を送
おく

るための基礎的
き そ て き

な日本語
に ほ ん ご

が習 得
しゅうとく

できるよう、日本語
に ほ ん ご

を学 習
がくしゅう

する場
ば

の提 供
ていきょう

や

情 報
じょうほう

提 供
ていきょう

を行
おこな

います。 

② 難民
なんみん

等
とう

を支援
し え ん

する団体
だんたい

等
とう

と連携
れんけい

を図
はか

り、支援
し え ん

ニーズ
に ー ず

に応
おう

じた施策
し さ く

の実施
じ っ し

に努
つと

めます。 

（５）地域
ち い き

における日本語
に ほ ん ご

教育
きょういく

 

【施策
し さ く

の取組
とりくみ

内容
ないよう

】 

① 多様
た よ う

なニーズ
に ー ず

に対応
たいおう

するため、ＩＣＴの活用
かつよう

を含
ふく

む様々
さまざま

な学 習
がくしゅう

機会
き か い

の拡 充
かくじゅう

を図
はか

ります。 

② 日本語
に ほ ん ご

学 習
がくしゅう

やその意義
い ぎ

に関
かん

する広報
こうほう

・啓発
けいはつ

の充 実
じゅうじつ

に向
む

けた取組
とりくみ

や市内
し な い

の日本語
に ほ ん ご

教 室
きょうしつ

等
とう

の

情 報
じょうほう

を一元化
いちげんか

し、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が日本語
に ほ ん ご

教 育
きょういく

の情 報
じょうほう

を得
え

ることができる環 境
かんきょう

整備
せ い び

に向
む

けた取組
とりくみ

を推進
すいしん

します。 

③ 日本語
に ほ ん ご

を学
まな

んできた外国人
がいこくじん

市民
し み ん

や様々
さまざま

な世代
せ だ い

による地域
ち い き

参加
さ ん か

を促進
そくしん

します。 

＜ 施策
しさく

の方向性
ほうこうせい

 ＞ 
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【施策
し さ く

の取組
とりくみ

内容
ないよう

】 

① 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が社会
しゃかい

に参加
さ ん か

して共 生
きょうせい

していくために、相互
そ う ご

理解
り か い

の促進
そくしん

を図
はか

ります。 

② 地域
ち い き

社会
しゃかい

における共 通
きょうつう

言語
げ ん ご

となる〈やさしい日本語
に ほ ん ご

〉の普及
ふきゅう

と活用
かつよう

を推進
すいしん

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策
し さ く

の取組
とりくみ

内容
ないよう

】 

① 総合
そうごう

調 整
ちょうせい

会議
か い ぎ

において各主体
かくしゅたい

との分野
ぶ ん や

横断的
おうだんてき

な連携
れんけい

・ 協 力
きょうりょく

を図
はか

ります。 

② 各分野
かくぶんや

における更
さら

なる連携
れんけい

・協 力
きょうりょく

を図
はか

るため取組
とりくみ

を推進
すいしん

します。 

２ 各主体
かくしゅたい

との連携
れんけい

 

３ 地域
ち い き

社会
しゃかい

との連携
れんけい

 

【施策
し さ く

の取組
とりくみ

内容
ないよう

】 

① 市内
し な い

の日本語
に ほ ん ご

教 育
きょういく

に関
かん

する情 報
じょうほう

を一元化
いちげんか

して提 供
ていきょう

します。 

② 多文化
た ぶ ん か

共 生
きょうせい

への理解
り か い

を深
ふか

める取組
とりくみ

を推進
すいしん

します。 

【施策
し さ く

の取組
とりくみ

内容
ないよう

】 

① 地域
ち い き

日本語
に ほ ん ご

教 育
きょういく

の総合的
そうごうてき

な体制
たいせい

づくりに向
む

けた取組
とりくみ

を推進
すいしん

します。 

② 国
くに

の動向
どうこう

を注視
ちゅうし

し、日本語
に ほ ん ご

教 育
きょういく

における最新
さいしん

の実態
じったい

や課題
か だ い

、ニーズ
に ー ず

等
とう

を把握
は あ く

するため、情 報
じょうほう

 

を収 集
しゅうしゅう

するとともに情 報
じょうほう

提 供
ていきょう

・発信
はっしん

に努
つと

めます。 

③ 国
くに

との連携
れんけい

を図
はか

るとともに、適切
てきせつ

な役割
やくわり

分担
ぶんたん

を踏
ふ

まえた地域日本語
に ほ ん ご

教 育
きょういく

の取組
とりくみ

を推進
すいしん

するた 

め、必要
ひつよう

な要望
ようぼう

や働
はたら

き掛
か

けをしていきます。  

【施策
し さ く

の取組
とりくみ

内容
ないよう

】 

① ボランティア
ぼ ら ん て ぃ あ

の養成
ようせい

やブラッシュアップ
ぶ ら っ し ゅ あ っ ぷ

のための機会
き か い

の提 供
ていきょう

とその充 実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

② 地域
ち い き

日本語
に ほ ん ご

ボランティア
ぼ ら ん て ぃ あ

として関
かか

わる人、これから関
かか

わりたい人
ひと

に向
む

けた情 報
じょうほう

を提 供
ていきょう

するた

めの取組
とりくみ

を推進
すいしん

します。 

４ 日本語
に ほ ん ご

教 育
きょういく

に関
かか

わる者
もの

の能 力
のうりょく

及
およ

び資質
し し つ

の向 上
こうじょう

等
とう

 

５ 日本語
に ほ ん ご

教 育
きょういく

に関
かん

する情 報
じょうほう

の提 供
ていきょう

等
とう

 

６ 推進
すいしん

体制
たいせい

の整備
せ い び
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４ 本市
ほ ん し

の外国人
がいこくじん

住民
じゅうみん

人口
じんこう

 
 
（１）国籍

こくせき

・地域
ちいき

別
べつ

外国人
がいこくじん

住 民
じゅうみん

人口
じんこう

の推移
すいい

 

 

2013.3 2014.3 2015.3 2016.3 2017.3 2018.3 2019.3 2020.3 2021.3 2022.3 2023.3 2023.12

(H25) (H26) (H27) (H28) (H29) (H30) (H31) (R2) (R3) (R4) (R5) (R5)

9,716 9,956 10,787 11,527 12,905 14,182 15,410 16,606 15,807 15,072 15,779 16,514

（中国
ちゅうごく

） （中国
ちゅうごく

） （中国
ちゅうごく

） （中国
ちゅうごく

） （中国
ちゅうごく

） （中国
ちゅうごく

） （中国
ちゅうごく

） （中国
ちゅうごく

） （中国
ちゅうごく

） （中国
ちゅうごく

） （中国
ちゅうごく

） （中国
ちゅうごく

）

8,060 7,922 7,812 7,842 7,979 7,558 7,621 7,663 7,355 7,089 7,297 7,188

（韓国
かんこく

・朝鮮
ちょうせん

） （韓国
かんこく

・朝鮮
ちょうせん

） （韓国
かんこく

・朝鮮
ちょうせん

） （韓国
かんこく

・朝鮮
ちょうせん

） （韓国
かんこく

・朝鮮
ちょうせん

） （韓国
かんこく

） （韓国
かんこく

） （韓国
かんこく

） （韓国
かんこく

） （韓国
かんこく

） （韓国
かんこく

） （韓国
かんこく

）

3,564 3,653 3,771 3,898 4,037 4,226 4,441 4,700 4,651 4,713 5,062 5,702

（フィリピン
ふ ぃ り ぴ ん

） （フィリピン
ふ ぃ り ぴ ん

） （フィリピン
ふ ぃ り ぴ ん

） （フィリピン
ふ ぃ り ぴ ん

） （フィリピン
ふ ぃ り ぴ ん

） （フィリピン
ふ ぃ り ぴ ん

） （フィリピン
ふ ぃ り ぴ ん

） （フィリピン
ふ ぃ り ぴ ん

） （フィリピン
ふ ぃ り ぴ ん

） （フィリピン
ふ ぃ り ぴ ん

） （フィリピン
ふ ぃ り ぴ ん

） （ベトナム
べ と な む

）

962 936 1,294 1,868 2,309 2,857 3,448 4,398 4,625 4,312 4,970 5,293

（インド
い ん ど

） （ベトナム
べ と な む

） （ベトナム
べ と な む

） （ベトナム
べ と な む

） （ベトナム
べ と な む

） （ベトナム
べ と な む

） （ベトナム
べ と な む

） （ベトナム
べ と な む

） （ベトナム
べ と な む

） （ベトナム
べ と な む

） （ベトナム
べ と な む

） （フィリピン
ふ ぃ り ぴ ん

）

774 807 774 841 938 1,129 1,295 1,541 1,556 1,607 1,920 2,277

（ブラジル
ぶ ら じ る

） （インド
い ん ど

） （インド
い ん ど

） （台湾
たいわん

） （ネパール
ね ぱ ー る

） （ネパール
ね ぱ ー る

） （ネパール
ね ぱ ー る

） （ネパール
ね ぱ ー る

） （ネパール
ね ぱ ー る

） （ネパール
ね ぱ ー る

） （ネパール
ね ぱ ー る

） （ネパール
ね ぱ ー る

）

773 756 745 826 937 1,069 1,208 1,431 1,323 1,293 1,522 1,578

（ベトナム
べ と な む

） （ブラジル
ぶ ら じ る

） （台湾
たいわん

） （インド
い ん ど

） （台湾
たいわん

） （インド
い ん ど

） （インド
い ん ど

） （インド
い ん ど

） （インド
い ん ど

） （インド
い ん ど

） （インド
い ん ど

） （インド
い ん ど

）

682 650 733 779 915 1,033 1,115 1,237 1,127 1,107 1,281 1,305

（米国
べいこく

） （米国
べいこく

） （米国
べいこく

） （米国
べいこく

） （インド
い ん ど

） （台湾
たいわん

） （台湾
たいわん

） （台湾
たいわん

） （台湾）
たいわん）

（台湾
たいわん

） （米国
べいこく

） （米国
べいこく

）

492 590 712 740 828 959 1,018 1,078 1,098 1,081 1,231 1,285

（ペルー
ぺ る ー

） （台湾
たいわん

） （ブラジル
ぶ ら じ る

） （ネパール
ね ぱ ー る

） （米国
べいこく

） （米国
べいこく

） （米国
べいこく

） （米国
べいこく

） （米国
べいこく

） （米国
べいこく

） （台湾
たいわん

） （台湾
たいわん

）

491 515 542 733 749 783 816 877 876 845 923 1,233

（タイ
た い

） （タイ
た い

） （タイ
た い

） （ブラジル
ぶ ら じ る

） （ブラジル
ぶ ら じ る

） （ブラジル
ぶ ら じ る

） （ブラジル
ぶ ら じ る

） （ブラジル
ぶ ら じ る

） （ブラジル
ぶ ら じ る

） （ブラジル
ぶ ら じ る

） （インドネシア
い ん ど ね し あ

） （インドネシア
い ん ど ね し あ

）

429 487 531 579 616 644 679 682 669 640 867 861

（台湾
たいわん

） （ペルー
ぺ る ー

） （ネパール
ね ぱ ー る

） （タイ
た い

） （タイ
た い

） （タイ
た い

） （タイ
た い

） （タイ
た い

） （インドネシア
い ん ど ね し あ

） （インドネシア
い ん ど ね し あ

） （ブラジル
ぶ ら じ る

） （ブラジル
ぶ ら じ る

）

その他
た

3,179 3,299 3,629 3,944 4,205 5,147 5,584 6,195 6,081 6,001 6,940 7,558

外国人総数
がいこくじん そう すう

29,122 29,571 31,330 33,577 36,418 39,587 42,635 46,408 45,168 43,760 47,792 50,794

外国人比率
が いこ く じ ん ひ り つ

2.17% 2.03% 2.13% 2.26% 2.43% 2.62% 2.80% 3.06% 2.93% 2.84% 3.10% 3.29%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

(各月
かくつき

末日
まつじつ

現在
げんざい

・人
にん

） 
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（２） 国籍
こくせき

・地域
ち い き

別
べつ

外国人
がいこくじん

住 民
じゅうみん

人口
じんこう

（全国籍
ぜんこくせき

・地域
ち い き

）   2023（令和
れ い わ

５）年
ねん

12月末日
がつまつじつ

現在
げんざい

 

 
№ 国籍

こくせき

/地域
ちいき

人
にん

№ 国籍
こくせき

/地域
ち いき

人
にん

№ 国籍
こくせき

/地域
ち いき

人
にん

1 中国
ちゅうごく

16,514 51 フィンランド
ふ ぃ ん ら ん ど

24 101 ハイチ
は い ち

3

2 韓国
かん こく

7,188 52 キルギス
き る ぎ す

23 102 ラトビア
ら と び あ

3

3 ベトナム
べ と な む

5,702 53 ラオス
ら お す

23 103 シエラレオネ
し え ら れ お ね

3

4 フィリピン
ふ ぃ り ぴ ん

5,293 54 モロッコ
も ろ っ こ

23 104 アゼルバイジャン
あ ぜ る ば い じ ゃ ん

3

5 ネパール
ね ぱ ー る

2,277 55 オーストリア
お ー す と り あ

21 105 アルバニア
あ る ば に あ

2

6 インド
い ん ど

1,578 56 アイルランド
あ い る ら ん ど

21 106 バーレーン
ば ー れ ー ん

2

7 米国
べい こく

1,305 57 エジプト
え じ ぷ と

21 107 中央アフリカ
ち ゅ う お う あ ふ りか

2

8 台湾
たいわん

1,285 58 ケニア
け に あ

20 108 エストニア
え す と に あ

2

9 インドネシア
い ん ど ね し あ

1,233 59 ポルトガル
ぽ る と が る

19 109 ガンビア
が ん び あ

2

10 ブラジル
ぶ ら じ る

861 60 カザフスタン
か ざ ふ す た ん

18 110 アイスランド
あ い す ら ん ど

2

11 ミャンマー
み ゃ ん ま ー

786 61 パラグアイ
ぱ ら ぐ あ い

18 111 ヨルダン
よ る だ ん

2

12 タイ
た い

746 62 ハンガリー
は ん が り ー

17 112 ミクロネシア
み く ろ ね し あ

2

13 ペルー
ぺ る ー

488 63 ジャマイカ
じ ゃ ま い か

17 113 モルドバ
も る ど ば

2

14 バングラデシュ
ば ん ぐ ら で し ゅ

434 64 チリ
ち り

16 114 パラオ
ぱ ら お

2

15 スリランカ
す り ら ん か

424 65 コンゴ民主共和国
こ ん ご み ん し ゅ き ょ う わ こ く

16 115 サウジアラビア
さ う じ あ ら び あ

2

16 朝鮮
ちょうせん

419 66 コートジボワール
こ ー と じ ぼ わ ー る

15 116 ウルグアイ
う る ぐ あ い

2

17 英国
えい こ く

379 67 シリア
し り あ

15 117 スロベニア
す ろ べ に あ

2

18 フランス
ふ ら ん す

313 68 ジンバブエ
じ ん ば ぶ え

13 118 スロバキア
す ろ ば き あ

2

19 モンゴル
も ん ご る

307 69 デンマーク
で ん ま ー く

11 119 パレスチナ
ぱ れ す ち な

2

20 マレーシア
ま れ ー し あ

304 70 ノルウェー
の る う ぇ ー

11 120 コソボ
こ そ ぼ

2

21 ロシア
ろ し あ

252 71 イスラエル
い す ら え る

10 121 アラブ首長国連邦
あ ら ぶしゅ ち ょう こ くれ ん ぽう

1

22 カナダ
か な だ

233 72 ブータン
ぶ ー た ん

9 122 ボツワナ
ぼ つ わ な

1

23 ドイツ
ど い つ

196 73 ギニア
ぎ に あ

9 123 バハマ
ば は ま

1

24 オーストラリア
お ー す と ら り あ

156 74 アルジェリア
あ る じ ぇ り あ

8 124 ベリーズ
べ り ー ず

1

25 カンボジア
か ん ぼ じ あ

152 75 カメルーン
か め る ー ん

8 125 ブルネイ
ぶ る ね い

1

26 パキスタン
ぱ き す た ん

113 76 キューバ
き ゅ ー ば

8 126 コンゴ共和国
こ ん ご き ょ う わ こ く

1

27 イタリア
い た り あ

106 77 ベナン
べ な ん

8 127 キプロス
き ぷ ろ す

1

28 イラン
い ら ん

86 78 ブルガリア
ぶ る が り あ

7 128 ドミニカ
ど み に か

1

29 スペイン
す ぺ い ん

82 79 コスタリカ
こ す た り か

7 129 エルサルバドル
え る さ る ば ど る

1

30 アルゼンチン
あ る ぜ ん ち ん

75 80 グアテマラ
ぐ あ て ま ら

7 130 ガイアナ
が い あ な

1

31 シンガポール
し ん が ぽ ー る

61 81 ベラルーシ
べ ら る ー し

6 131 クウェート
く う ぇ ー と

1

32 トルコ
と る こ

61 82 クロアチア
く ろ あ ち あ

6 132 レバノン
れ ば の ん

1

33 メキシコ
め き し こ

59 83 フィジー
ふ ぃ じ ー

6 133 ルクセンブルク
る く せ ん ぶ る く

1

34 ボリビア
ぼ り び あ

57 84 ギリシャ
ぎ り し ゃ

6 134 マダガスカル
ま だ が す か る

1

35 ガーナ
が ー な

56 85 リトアニア
り と あ に あ

6 135 オマーン
お ま ー ん

1

36 ニュージーランド
に ゅ ー じ ー ら ん ど

52 86 マラウイ
ま ら う い

6 136 モーリシャス
も ー り し ゃ す

1

37 ウズベキスタン
う ず べ き す た ん

50 87 タンザニア
た ん ざ に あ

6 137 モザンビーク
も ざ ん び ー く

1

38 スウェーデン
す う ぇ ー で ん

46 88 ベネズエラ
べ ね ず え ら

6 138 北マケドニア
き た ま け ど に あ

1

39 ナイジェリア
な い じ ぇ り あ

43 89 エクアドル
え く あ ど る

5 139 ニカラグア
に か ら ぐ あ

1

40 コロンビア
こ ろ ん び あ

41 90 ザンビア
ざ ん び あ

5 140 パナマ
ぱ な ま

1

41 ウクライナ
う く ら い な

40 91 チェコ
ち ぇ こ

4 141 スーダン
す ー だ ん

1

42 アフガニスタン
あ ふ が に す た ん

39 92 イラク
い ら く

4 142 タジキスタン
た じ き す た ん

1

43 ポーランド
ぽ ー ら ん ど

39 93 マリ
ま り

4 143 サモア
さ も あ

1

44 チュニジア
ち ゅ に じ あ

35 94 ルワンダ
る わ ん だ

4 144 アルメニア
あ る め に あ

1

45 オランダ
お ら ん だ

34 95 トリニダード
と り に だ ー ど

・トバゴ
と ば ご

4 145 ボスニア
ぼ す に あ

・ヘルツェゴビナ
へ る つ ぇ ご び な

1

46 南アフリカ共和国
みなみあ ふ りか き ょ う わ こ く

33 96 ウガンダ
う が ん だ

4 無国籍
む こく せ き

7

47 ルーマニア
る ー ま に あ

32 97 ブルキナファソ
ぶ る き な ふ ぁ そ

4 空欄
く う ら ん

※ 30

48 ベルギー
べ る ぎ ー

30 98 ジョージア
じ ょ ー じ あ

4

49 スイス
す い す

28 99 セルビア
せ る び あ

4

50 セネガル
せ ね が る

25 100 エチオピア
え ち お ぴ あ

3

※出生
しゅっしょう

による経過滞在者
け い か たい ざい しゃ

　　　　　　合計
ごう けい

　50,794人
にん
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（３） 区別
く べ つ

・主
おも

な国籍
こくせき

・地域
ち い き

別
べつ

 外国人
がいこくじん

住 民
じゅうみん

人口
じんこう

 

2023（令和
れ い わ

５）年
ねん

12月末日
がつまつじつ

現在
げんざい

 

  

 

 

 

川崎区
か わ さ き く

幸区
さいわいく

中原区
な か は ら く

高津区
た か つ く

宮前区
み や ま え く

多摩区
た ま く

麻生区
あ さ お く

市全体
し ぜ ん た い

6,496 2,419 2,144 1,564 1,164 1,524 1,203 16,514

（中国
ちゅうごく

） （中国
ちゅうごく

） （中国
ちゅうごく

） （中国
ちゅうごく

） (中国
ちゅうごく

） （中国
ちゅうごく

） （中国
ちゅうごく

） （中国
ちゅうごく

）
2,849 822 1,039 788 624 665 432 7,188

（韓国
かんこく

） （韓国
かんこく

） （韓国
かんこく

） （韓国
かんこく

） (韓国
かんこく

） （ベトナム
べ と な む

） （韓国
かんこく

） （韓国
かんこく

）
2,507 623 565 719 580 634 252 5,702

（ベトナム
べ と な む

） （ベトナム
べ と な む

、フィリピン
ふ ぃ り ぴ ん

） （フィリピン
ふ ぃ り ぴ ん

） （フィリピン
ふ ぃ り ぴ ん

） （フィリピン
ふ ぃ り ぴ ん

） （韓国
かんこく

） （ベトナム
べ と な む

） （ベトナム
べ と な む

）

2,024 447 690 518 584 248 5,293

（フィリピン
ふ ぃ り ぴ ん

） ―― （ベトナム
べ と な む

） （ベトナム
べ と な む

） （ベトナム
べ と な む

） （フィリピン
ふ ぃ り ぴ ん

） （インド
い ん ど

） （フィリピン
ふ ぃ り ぴ ん

）

738 539 331 260 237 283 198 2,277

（ネパール
ね ぱ ー る

） （ネパール
ね ぱ ー る

） （ネパール
ね ぱ ー る

） （ネパール
ね ぱ ー る

） （米国
べいこく

） （ネパール
ね ぱ ー る

） （フィリピン
ふ ぃ り ぴ ん

） （ネパール
ね ぱ ー る

）

629 176 300 256 212 178 150 1,578

（インド
い ん ど

） （インド
い ん ど

） （米国
べいこく

） （米国
べいこく

） （インドネシア
い ん ど ね し あ

） （米国
べい こく

） （米国
べい こく

） （インド
い ん ど

）
511 149 291 200 149 144 125 1,305

（ブラジル
ぶ ら じ る

） （台湾
たいわん

） （台湾
たいわん

） （インドネシア
い ん ど ね し あ

） （台湾
たいわん

） （インドネシア
い ん ど ね し あ

） （インドネシア
い ん ど ね し あ

） （米国
べい こく

）
307 100 171 185 103 122 122 1,285

8 （ペルー
ぺ る ー

） （ミャンマー
み ゃ ん ま ー

） （インドネシア
い ん ど ね し あ

） （インド
い ん ど

） （インド
い ん ど

） （台湾
たいわん

） （バングラデシュ
ば ん ぐ ら で し ゅ

） （台湾
たいわん

）
294 90 152 176 102 115 104 1,233

（台湾
たいわん

） （インドネシア
い ん ど ね し あ

） （インド
い ん ど

） （台湾
たいわん

） （ミャンマー
み ゃ ん ま ー

） （ミャンマー
み ゃ ん ま ー

） （台湾
たいわん

） （インドネシア
い ん ど ね し あ

）

291 87 108 89 93 90 58 861

（インドネシア
い ん ど ね し あ

） （米国
べいこく

） （タイ
た い

） （タイ
た い

） （タイ
た い

） （スリランカ
す り ら ん か

） （ミャンマー
み ゃ ん ま ー

） （ブラジル
ぶ ら じ る

）

他
た

の国籍
こ く せき

1,582 672 1,102 1,093 934 991 658 7,558

合計(人
ごうけい にん

 ） 18,228 6,300 6,650 6,020 4,716 5,330 3,550 50,794

割合
わりあい

（％） 35.9 12.4 13.1 11.9 9.3 10.5 7.0 100.0

10

3

4

5

6

7

1

2

9

川崎区

（かわさきく）

35.9%

幸区

（さいわいく）

12.4%

中原区

（なかはらく）

13.1%

高津区

（たかつく）

11.9%

宮前区

（みやまえく）

9.3%

多摩区

（たまく）

10.5%

麻生区

（あさおく）

7.0%

【区別
く べ つ

外国人
がいこくじん

住民
じゅうみん

人口
じんこう

比率
ひ り つ

】 
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５ 2019（令和元
れいわがん

）年度
ね ん ど

川崎市
かわさきし

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

意識
い し き

実態
じったい

調査
ちょうさ

結果
け っ か

（抜粋
ばっすい

） 

（１）市内
し な い

居 住
きょじゅう

年数
ねんすう

 

 2014（平成
へいせい

26）年
ねん

に実施
じ っ し

した同様
どうよう

の調査
ちょうさ

と比較
ひ か く

すると、居住
きょじゅう

年
ねん

数
すう

３年
ねん

未満
み ま ん

が全体
ぜんたい

の 35.9％か

ら 47.7％に増加
ぞ う か

していることから、新
あら

たな外国人
がいこくじん

住民
じゅうみん

が増加
ぞ う か

していることが読
よ

み取
と

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）市
し

のサービス
さ ー び す

・制度
せ い ど

の認知
に ん ち

・利用
り よ う

状 況
じょうきょう

 

 認知
に ん ち

・利用度
り よ う ど

が比較的
ひ か くて き

高
たか

いのは「保健所
ほ け んじ ょ

の健康
けんこう

診断
しんだん

」、市民館
し み んか ん

などで行
おこな

っている「識字
し き じ

・日本語
に ほ ん ご

学級
がっきゅう

」、川崎市
か わ さき し

ウェブサイト
う ぇ ぶ さ い と

上
じょう

の病
びょう

院
いん

検索
けんさく

システム
し す て む

「かわさきのお医者
い し ゃ

さん」である。国際
こくさい

交流
こうりゅう

センター
せ ん た ー

で行
おこな

っている外国人
がいこくじん

窓口
まどぐち

相談
そうだん

については、「利用
り よ う

したことがある」が 5.7％で、「知
し

っ

ているが利用
り よ う

したことがない」という回答
かいとう

が 34.9％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17.0%

14.5%

30.7%

21.4%

20.1%

26.0%

9.3%

11.4%

4.9%

6.6%

11.3%

13.2%

3.4%

5.2%

3.2%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2019（N=1,085）

2014（N=921）

1年より短い 1〜3年 4〜9年 10〜14年 15〜19年 20以上 生まれてからずっと 無回答

0.6%

1.7%

16.2%

3.1%

11.6%
2.6%

0.9%

5.7%

15.0%

19.0%

14.7%

28.0%

13.4%

16.8%

16.4%

16.7%

34.9%

29.7%

78.7%

81.7%

53.9%

81.0%

70.0%

79.1%

80.3%

57.7%

53.6%

1.7%

1.9%

1.8%

2.5%

1.6%

1.9%

2.1%

1.7%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人権オンブズパーソン（N=1,085）

多言語医療問診票（N=1,085）

保健所の健康診断（N=1,085）

市立病院への医療通訳派遣制度（MICかながわ）
（N=1,085）

かわさきのお医者さん（N=1,084）

川崎市居住支援制度（N=1,085）

サンキューコールかわさき（N=1,085）

外国人窓口相談コーナー（川崎市国際交流センター）
（N=1,084）

識字・日本語学級（市民館ほか）（N=1,085）

利用したことがある 知っているが利用したことはない 知らない 無回答
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（３）日 常
にちじょう

生活
せいかつ

に必要
ひつよう

な情 報
じょうほう

の入 手
にゅうしゅ

経路
け い ろ

（複数
ふくすう

回答
かいとう

） 

 「インターネット
い ん た ー ね っ と

」が 78.2％で最
もっと

も多
おお

く、次
つぎ

に「知
し

り合
あ

いから」が 63.8％、「自分
じ ぶ ん

の職場
しょくば

、

団体
だんたい

、学校
がっこう

」が 37.5％となっている。「市
し

のホームページ
ほ ー む ぺ ー じ

」「市
し

・区
く

の窓口
まどぐち

、市政
し せ い

だより」「国際
こくさい

交流
こうりゅう

センター
せ ん た ー

」などの回答
かいとう

は少
すく

なく、行政
ぎょうせい

関係
かんけい

の入手
にゅうしゅ

経路
け い ろ

はあまり活用
かつよう

されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）生活
せいかつ

で困
こま

ったときに相
そう

談
だん

する相手
あ い て

（複数
ふくすう

回答
かいとう

） 

 「家族
か ぞ く

・親戚
しんせき

」に相談
そうだん

するという回答
かいとう

が最
もっと

も多
おお

く、次
つ

いで「同国人
どうこくじん

の友人
ゆうじん

・知人
ち じ ん

」「日本人
に ほ んじ ん

の友人
ゆうじん

・知人
ち じ ん

」が多
おお

かった。「市
し

・区
く

の相談
そうだん

窓口
まどぐち

」「国際
こくさい

交流
こうりゅう

センター
せ ん た ー

」など行政
ぎょうせい

関係
かんけい

の相談
そうだん

窓口
まどぐち

に相談
そうだん

するという回答
かいとう

は少
すく

ない。 

 

0.6%

6.2%

3.1%

4.5%

1.4%

1.3%

7.8%

8.8%

51.1%

50.6%

60.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

無回答

困ったことはない

相談できる人はいない

その他

NPO・ボランティア・宗教団体

川崎市国際交流センター

市・区の相談窓口

同国人以外の友人・知人

同国人の友人・知人

日本人の友人・知人

家族・親戚

1.2%

4.8%

8.3%

3.9%

37.5%

8.6%

3.1%

21.5%

16.6%

28.5%

78.2%

5.4%

36.8%

63.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

無回答

その他

大使館、領事館

教会・宗教施設

自分の職場、団体、学校

回覧板

川崎市国際交流センター

市・区の窓口,市政だより

市のホームページ

SNS（Twitter，Facebook，Lineなど）

インターネット（検索）

ラジオ

テレビ

知りあいから
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（５）同居
どうきょ

している子
こ

どもの国籍
こくせき

 

 日本
に ほ ん

国籍
こくせき

を「持
も

っている」が 40.0％、「持
も

っていない」が 52.9％で、前回
ぜんかい

調査
ちょうさ

と比較
ひ か く

すると

「持
も

っている」が 10.7ポイント
ぽ い ん と

減
げん

少
しょう

し、「持
も

っていない」が 11.9ポイント
ぽ い ん と

増加
ぞ う か

している。これ

は、両親
りょうしん

ともに外
がい

国籍
こくせき

の家庭
か て い

の割合
わりあい

が増加
ぞ う か

していることによるものだと考
かんが

えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

（６）保護者
ほ ご し ゃ

として学校
がっこう

と進路
し ん ろ

について困
こま

っていること（複数
ふくすう

回答
かいとう

） 

 「日本
に ほ ん

の学校
がっこう

の仕組
し く

みがよくわからない」が 37人
にん

と最
もっと

も多
おお

く、次
つ

いで学費
が く ひ

が高
たか

い 34人
にん

、「進学
しんがく

できるかどうか不安
ふ あ ん

」が 32人
にん

と続
つづ

き、学校
がっこう

の仕組
し く

みや教育
きょういく

制度
せ い ど

に対
たい

する不安
ふ あ ん

が示
しめ

された。 

 

 

 

 

 

 

5

87

14

20

5

9

37

18

32

34

10

28

9

24

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

無回答

とくに困ったこと、不安なことはない

その他

仕事をさがす時、差別にあうのではないかと不安

不登校

進路について子どもと意見が合わない

日本の学校の仕組みがよくわからない

学習支援を利用したいが情報がない

進学できるかどうか不安

学費が高い

お弁当・給食のことで困っている

学校からのお知らせの内容がわからない

子どもとうまく言葉が通じない

先生とうまく意思が通じない

40.0%

50.7%

52.9%

41.0%

7.1%

8.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2019（N=605）

2014（N=556）

日本国籍を持っている 日本国籍を持っていない 無回答

人 
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（７）川崎市
かわさきし

での外国人
がいこくじん

市民
し み ん

への対応
たいおう

 

 いずれの項目
こうもく

でも、「とても重要
じゅうよう

である」と「重要
じゅうよう

である」の合計
ごうけい

が 7割
わり

を超
こ

えており、な

かでも「役所
やくしょ

での外国人
がいこくじん

市民
し み ん

への対応
たいおう

の整備
せ い び

」「職員
しょくいん

の外国人
がいこくじん

市民
し み ん

への理解
り か い

」が「とても重要
じゅうよう

である」という回答
かいとう

が多
おお

く見
み

られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）多言語
た げ ん ご

による情 報
じょうほう

提 供
ていきょう

について 

 「やさしい日本語
に ほ ん ご

」「るびつき日本語
に ほ ん ご

」「外国語
が い こく ご

への翻訳
ほんやく

」のいずれの項目
こうもく

ともに、回答者
かいとうしゃ

は

重要
じゅうよう

であると考
かんが

えている。「やさしい日本語
に ほ ん ご

」と「外国語
が い こく ご

への翻訳
ほんやく

」は前回
ぜんかい

調査
ちょうさ

より「とても

重要
じゅうよう

である」と「重要
じゅうよう

である」の合計
ごうけい

が増加
ぞ う か

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

35.0%

37.6%

35.2%

32.4%

34.2%

44.0%

44.6%

45.9%

35.0%

45.7%

47.6%

44.1%

7.5%

7.1%

18.9%

12.6%

9.2%

3.8%

9.7%

5.9%

8.3%

5.7%

5.7%

5.4%

3.2%

3.5%

2.6%

3.6%

3.3%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

HPの表記・内容を分かりやすく（N=1,085）

職員の外国人市民の理解（N=1,085）

ワンストップ機能（N=1,084）

役所内での多言語表示の増加（N=1,085）

通訳制度の充実（N=1,085）

役所での外国人への対応の整備（N=1,083）

とても重要である 重要である 重要ではない わからない 無回答

38.9%

34.2%

33.1%

30.1%

44.3%

36.6%

41.0%

42.7%

37.8%

41.2%

39.9%

44.6%

9.5%

11.0%

15.1%

12.9%

6.9%

7.6%

6.2%

5.9%

8.0%

8.4%

4.7%

5.1%

4.4%

6.3%

5.9%

7.5%

4.2%

6.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2019（N=1,085）

2014（N=921）

2019（N=1,083）

2014（N=921）

2019（N=1,084）

2014（N=921）

とても重要である 重要である 重要ではない わからない 無回答

やさしい日本語

るびつき日本語

外国語への翻訳
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（９）地域
ち い き

活動
かつどう

への参加
さ ん か

（複数
ふくすう

回答
かいとう

） 

  地域
ち い き

活動
かつどう

への参加
さ ん か

では「参加
さ ん か

している」は 25.3％で、活動
かつどう

内容
ないよう

としては「学校
がっこう

の保護者会
ほ ご し ゃ か い

」

が 12.4％で最
もっと

も高
たか

く、次
つ

いで「町内会
ちょうないかい

・ 自治会
じ ち か い

の活動
かつどう

」が 10.9％となっている。 

  また、「参加
さ ん か

していない」は 74.7％であったが、参加
さ ん か

していない人のうち、「参加
さ ん か

したい気持
き も

ちがある」人
ひと

が 67.9％で「参加
さ ん か

したいと思
おも

わない」人
ひと

の 32.1％よりも 35.8ポイント
ぽ い ん と

高
たか

かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参加している
25.3%

参加していない
74.7%参加していないが、参

加したい気持ちがある
67.9%

参加していないが、参加
したいと思わない

32.1%

2.6%

3.7%

6.8%

6.8%

12.4%

10.9%

0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0% 10.0% 12.0% 14.0%

その他の活動

支援を必要とする人たちのためのボランティア活動

教会など宗教施設での活動

異文化交流活動

学校の保護者会

町内会・自治会の活動

【参加
さ ん か

している活動
かつどう

】 

63



６ 用語
よ う ご

解説
かいせつ

（五十音
ごじゅうおん

順
じゅん

） 

医療
いりょう

通訳
つうやく

派遣
は け ん

システム
し す て む

 

 日本語
に ほ ん ご

を話
はな

すことができない外
がい

国籍
こくせき

患者
かんじゃ

が安心
あんしん

して医療
いりょう

を受
う

けられるよう、医療
いりょう

通訳
つうやく

相談
そうだん

窓口
まどぐち

にいる

コーディネーター
こ ー で ぃ ね ー た ー

が、協定
きょうてい

を結
むす

んでいる医療
いりょう

機関
き か ん

からの派遣
は け ん

依頼
い ら い

を受
う

け、依頼
い ら い

に対応
たいおう

できる医療
いりょう

通訳
つうやく

スタッフ
す た っ ふ

を

調整
ちょうせい

、派遣
は け ん

するシステム
し す て む

 

 

外国人
がいこくじん

高齢者
こうれいしゃ

福祉
ふ く し

手当
て あ て

 

戦前
せんぜん

に来日
らいにち

し、戦前
せんぜん

戦後
せ ん ご

を通
つう

じて川崎市
か わ さ き し

に居住
きょじゅう

している 1929（昭和
しょうわ

4）年
ねん

8月
がつ

15日
にち

以前
い ぜ ん

生
う

まれの外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に、

2023(令和
れ い わ

５)年度
ね ん ど

現在
げんざい

、月額
げつがく

22,000円
えん

の手当
て あ て

を支給
しきゅう

している。 

 

外国
がいこく

人材
じんざい

の受入
う け い

れ・共生
きょうせい

のための総合的
そうごうてき

対応
たいおう

策
さく

 

 2018(平成
へいせい

30)年
ねん

12月
がつ

に「外国
がいこく

人材
じんざい

の受入れ
う け い  

・ 共生
きょうせい

に関する
か ん   

関係
かんけい

閣僚
かくりょう

会議
か い ぎ

」にて決定
けってい

し、以降
い こ う

2023（令和
れ い わ

5）年
ねん

現在
げんざい

まで毎年
まいとし

改訂
かいてい

されている。外国
がいこく

人材
じんざい

の受入れ
う け い  

・共生
きょうせい

のための取組
とりくみ

を、政府
せ い ふ

一丸
いちがん

となって、より強 力
きょうりょく

に、かつ、包括的
ほうかつてき

に推進
すいしん

していく観点
かんてん

から、①外国人
がいこくじん

との共生
きょうせい

社会
しゃかい

の実現
じつげん

に向けた
む   

意見
い け ん

聴取
ちょうしゅ

・啓発
けいはつ

活動
かつどう

等
など

、②生活者
せいかつしゃ

としての外国人
がいこくじん

に対する
た い   

支援
し え ん

、③外国
がいこく

人材
じんざい

の適正
てきせい

・円滑
えんかつ

な受入れ
う け い  

の促進
そくしん

に向けた
む   

取組
とりくみ

及び
お よ  

、④新
あら

たな在留
ざいりゅう

管理
か ん り

体制
たいせい

の構築
こうちく

など、

外国人
がいこくじん

との共生
きょうせい

社会
しゃかい

の実現
じつげん

に向
む

けた環境
かんきょう

整備
せ い び

を推進
すいしん

し、今後
こ ん ご

も対応
たいおう

策
さく

の充実
じゅうじつ

を図
はか

ることとした。 

 

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

情報
じょうほう

コーナー
こ ー な ー

 

 「外国人
がいこくじん

市民
し み ん

への広報
こうほう

のあり方
かた

に関
かん

する考
かんが

え方
かた

」の中
なか

で設置
せ っ ち

がうたわれ、現在
げんざい

、各区
か く く

の区役所
くやくしょ

及
およ

び教育
きょういく

文化
ぶ ん か

会館
かいかん

、

市民館
しみんかん

、図書館
としょかん

、また、川崎区
かわさきく

の市
し

役所
やくしょ

本庁舎
ほんちょうしゃ

の情報
じょうほう

プラザ
ぷ ら ざ

と中原区
なかはらく

の国際
こくさい

交流
こうりゅう

センター
せ ん た ー

に設置
せ っ ち

されており、

外国人
がいこくじん

市民向
し み ん む

けの多言語広報資料
たげんごこうほうしりょう

及
およ

び「ひらがなのルビ
る び

」つき資料
しりょう

を置
お

いている。 

 

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に係
かか

る住民
じゅうみん

基本
き ほ ん

台帳
だいちょう

制度
せ い ど

 

 外国人
がいこくじん

住民
じゅうみん

も住民
じゅうみん

基本
き ほ ん

台帳
だいちょう

制度
せ い ど

の適用
てきよう

対象
たいしょう

に加
くわ

えた「住民
じゅうみん

基本
き ほ ん

台帳法
だいちょうほう

の一部
い ち ぶ

を改正
かいせい

する法律
ほうりつ

」が 2021

（平成
へいせい

24）年
ねん

7月
がつ

9 日
ここのか

に施行
せ こ う

され、中長期
ちゅうちょうき

在留者
ざいりゅうしゃ

及
およ

び特別
とくべつ

永住者
えいじゅうしゃ

等
とう

を対象
たいしょう

として住 民 票
じゅうみんひょう

が作成
さくせい

されることに

なった。        https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/zairyu/index.html 

 

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

への広報
こうほう

のあり方
かた

に関
かん

する考
かんが

え方
かた

 

 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

の 1996(平成
へいせい

8)年
ねん

度
ど

提言
ていげん

を受
う

け、当時
と う じ

の市民局
しみんきょく

及
およ

び関係
かんけい

部局
ぶきょく

職員
しょくいん

による「川崎市
か わ さ き し

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

広報
こうほう

研究
けんきゅう

委員会
いいんかい

」を設
もう

けて研究
けんきゅう

し、その報告
ほうこく

に基
もと

づき 1998(平成
へいせい

10)年
ねん

に施行
し こ う

した外国人
がいこくじん

市民
し み ん

への広報
こうほう

につい

ての考
かんが

え方
かた

 

 

外国人
がいこくじん

心身
しんしん

障害者
しょうがいしゃ

福祉
ふ く し

手当
て あ て

 

市内
し な い

に居住
きょじゅう

する外国人
がいこくじん

または外国人
がいこくじん

であった人
ひと

で、1982(昭和
しょうわ

57)年
ねん

1月
がつ

1
つい

日
たち

以前
い ぜ ん

に20
は

歳
たち

に達
たっ

しており、その日
ひ

以前
い ぜ ん

に心身
しんしん

障害者
しょうがいしゃ

であった人
ひと

及
およ

び同年
どうねん

1月
がつ

1
つい

日
たち

で 35歳
さい

に達
たっ

しており同年
どうねん

1月
がつ

1
つい

日
たち

～1986(昭和
しょうわ

61)年
ねん

3月
がつ

31日
にち

までに心身
しんしん

障害者
しょうがいしゃ

になった人
ひと

に、障害
しょうがい

の程度
て い ど

により月額
げつがく

44,500円
えん

又
また

は 32,500円
えん

（いずれも 2023(令和
れ い わ

５)年度
ね ん ど

現在
げんざい

）の手当
て あ て

を

支給
しきゅう

している。 

 

かながわ外国人
がいこくじん

すまいサポートセンター
さ ぽ ー と せ ん た ー

 

外国人
がいこくじん

の賃貸
ちんたい

住宅
じゅうたく

入居
にゅうきょ

を支援
し え ん

するために神奈川県
か な が わ け ん

、神奈川
か な が わ

県内
けんない

不動産
ふどうさん

業界
ぎょうかい

、民族
みんぞく

団体
だんたい

、ＮＧＯ等
とう

との協 力
きょうりょく

の

もとに設立
せつりつ

されたボランティア
ぼ ら ん て ぃ あ

団体
だんたい

。不動産店
ふどうさんてん

や保証
ほしょう

会社
がいしゃ

の紹介
しょうかい

、住
す

まいに関
かん

する相談
そうだん

などを多言語
た げ ん ご

で受
う

け付
つ

けて

いる。                                     http://sumasen.com/ 

 

川崎市
かわさきし

外国人
がいこくじん

教育
きょういく

基本
き ほ ん

方針
ほうしん

 ― 多文化共生
たぶんかきょうせい

の社会
しゃかい

をめざして ― 

1986(昭和
しょうわ

53)年
ねん

に「川崎市
か わ さ き し

在日
ざいにち

外国人
がいこくじん

教育
きょういく

基本
き ほ ん

方針
ほうしん

―主
しゅ

として在日
ざいにち

韓国
かんこく

・朝鮮人
ちょうせんじん

教育
きょういく

」が制定
せいてい

されたが、その

後
ご

、新
あたら

しく来住
らいじゅう

する外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の増加
ぞ う か

や国際的
こくさいてき

な人権
じんけん

保障
ほしょう

の潮 流
ちょうりゅう

等
とう

を踏
ふ

まえ、1998（平成
へいせい

10）年
ねん

に「川崎市
か わ さ き し

外国人
がいこくじん

教育
きょういく

基本
き ほ ん

方針
ほうしん

－多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

の社会
しゃかい

をめざして」と改定
かいてい

された。 
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川崎市
かわさきし

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

 

 本市
ほ ん し

の地域
ち い き

社会
しゃかい

の構成員
こうせいいん

である外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に 自
みずか

らに係
かか

る諸問題
しょもんだい

を調査
ちょうさ

審議
し ん ぎ

する機会
き か い

を保障
ほしょう

することにより、

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の市政
し せ い

参加
さ ん か

を推進
すいしん

し、もって相互
そ う ご

に理解
り か い

しあい、共
とも

に生
い

きる地域
ち い き

社会
しゃかい

の形成
けいせい

に寄与
き よ

することを目的
もくてき

とし

て、1996(平成
へいせい

8)年
ねん

に条例
じょうれい

で設置
せ っ ち

した。公募
こ う ぼ

による２年
ねん

任期
に ん き

の代表者
だいひょうしゃ

26名
めい

以内
い な い

で構成
こうせい

される。市長
しちょう

は報告
ほうこく

又
また

は意見
い け ん

の申出
もうしで

があったときは、これを尊重
そんちょう

することが条例
じょうれい

でうたわれている。第
だい

１期
き

から第
だい

13期
き

までに出
だ

された 55 の

提言
ていげん

は、担当
たんとう

する局
きょく

が決
き

められ、提言
ていげん

に即
そく

した施策
し さ く

の推進
すいしん

が図
はか

られている。 

http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/60-7-2-0-0-0-0-0-0-0.html 

 

川崎市
かわさきし

居住
きょじゅう

支援
し え ん

制度
せ い ど

 

アパート
あ ぱ ー と

などの民間
みんかん

賃貸
ちんたい

住宅
じゅうたく

を借
か

りる際
さい

に、外国人
がいこくじん

等
とう

で保
ほ

証人
しょうにん

が見
み

つからない場合
ば あ い

に、市
し

と協定
きょうてい

を結
むす

んだ保証
ほしょう

会社
がいしゃ

が、家賃
や ち ん

滞納
たいのう

などの金銭的
きんせんてき

な保証
ほしょう

を行
おこな

う制度
せ い ど

 

家賃
や ち ん

の支払
し は ら

いや入居後
にゅうきょご

の病気
びょうき

、事故
じ こ

などの家主
や ぬ し

がいだく不安
ふ あ ん

を軽減
けいげん

し、入居
にゅうきょ

機会
き か い

の確保
か く ほ

と安定
あんてい

した居住
きょじゅう

継続
けいぞく

を

支援
し え ん

する。                    http://www.city.kawasaki.jp/500/page/0000017768.html 

 

川崎市
かわさきし

国際
こくさい

交流
こうりゅう

センター
せ ん た ー

 

 国際
こくさい

交流
こうりゅう

の拠点
きょてん

施設
し せ つ

として 1994(平成
へいせい

6)年
ねん

に開館
かいかん

し、ホール
ほ ー る

や会議室
かいぎしつ

等
とう

を利用
り よ う

できるほか、ホテル
ほ て る

を併設
へいせつ

してい

る。多言語
た げ ん ご

の図書
と し ょ

・資料
しりょう

が豊富
ほ う ふ

にあり、国際
こくさい

交流
こうりゅう

に関
かか

わる各種
かくしゅ

イベント
い べ ん と

も開
ひら

かれている。また、2019（令和元
れいわがん

）年
ねん

に多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

総合
そうごう

相談
そうだん

ワンストップセンター
わ ん す と っ ぷ せ ん た ー

（外国人
がいこくじん

窓口
まどくち

相談
そうだん

）を開設
かいせつ

している。（川崎市
か わ さ き し

中原区木
な か は ら く き

月祗園町
づきぎおんちょう

2-2） 

 

川崎市
かわさきし

国際
こくさい

施策
し さ く

推進
すいしん

プラン
ぷ ら ん

 

 グローバル化
ぐ ろ ー ば る か

が加速
か そ く

し社会
しゃかい

経済
けいざい

状 況
じょうきょう

が大きく
お お き く

変化
へ ん か

する中
なか

で、本市
ほ ん し

が持続的
じぞくてき

に発展
はってん

するための基本的
きほんてき

な考
かんが

え方
かた

を

明確化
めいかくか

するとともに、様々
さまざま

な分野
ぶ ん や

にわたる国際
こくさい

施策
し さ く

を総合的
そうごうてき

に推進
すいしん

するため、2015（平成
へいせい

27）年 10月
がつ

に策定
さくてい

 

 

川崎市
かわさきし

差別
さ べ つ

のない人権
じんけん

尊重
そんちょう

のまちづくり条
じょう

例
れい

 

 全
すべ

ての市民
し み ん

が不当
ふ と う

な差別
さ べ つ

を受
う

けることなく、個人
こ じ ん

として尊重
そんちょう

され、生
い

き生
い

きと暮
く

らすことができる人権
じんけん

尊重
そんちょう

の

まちづくりを推進
すいしん

していくため、2019（令和元
れいわがん

）年
ねん

12月
がつ

16日
にち

に制定
せいてい

し、2020（令和
れ い わ

2）年
ねん

７月
がつ

１日
にち

に全面
ぜんめん

施行
し こ う

した。

主
おも

に「不当
ふ と う

な差別
さ べ つ

のない人権
じんけん

尊重
そんちょう

のまちづくりの推進
すいしん

」及
およ

び「本邦外
ほんぽうがい

出身者
しゅっしんしゃ

に対
たい

する不当
ふ と う

な差別的
さべつてき

言動
げんどう

の解消
かいしょう

に

向
む

けた取組
とりくみ

の推進
すいしん

」について定
さだ

めている。 

 

川崎市
かわさきし

自治
じ ち

基本
き ほ ん

条例
じょうれい

 

 市民
し み ん

自治
じ ち

の確立
かくりつ

を目的
もくてき

として、本市
ほ ん し

における自治
じ ち

の基本
き ほ ん

理念
り ね ん

と自治
じ ち

運営
うんえい

の３つの基本
き ほ ん

原則
げんそく

を定
さだ

めている。2005

（平成
へいせい

17）年
ねん

４月
がつ

施行
し こ う

。本条例
ほんじょうれい

で定義
て い ぎ

する「市民
し み ん

」は、地方
ち ほ う

自治法
じ ち ほ う

に定
さだ

める「住民
じゅうみん

」として、市内
し な い

に住所
じゅうしょ

を有
ゆう

する外国人
がいこくじん

市民
し み ん

を含
ふく

むと説
せつ

明
めい

されている。  

               http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/38-1-0-0-0-0-0-0-0-0.html 

 

川崎市
かわさきし

住宅
じゅうたく

基本
き ほ ん

条例
じょうれい

 

市民
し み ん

のゆとりある住
じゅう

生活
せいかつ

の安定
あんてい

向上
こうじょう

と福祉
ふ く し

の増進
ぞうしん

を図
はか

るため、2000(平成
へいせい

12)年
ねん

４月
がつ

に施行
し こ う

。高齢者
こうれいしゃ

、障害者
しょうがいしゃ

、

外国人
がいこくじん

であることを理由
り ゆ う

に民間
みんかん

賃貸
ちんたい

住宅
じゅうたく

への入居
にゅうきょ

の機会
き か い

が制約
せいやく

されてはならないこと、入居
にゅうきょ

に際
さい

して必要
ひつよう

な保証
ほしょう

制度
せ い ど

の整備
せ い び

、入居後
にゅうきょご

の安定的
あんていてき

な居住
きょじゅう

継続
けいぞく

支援
し え ん

制度
せ い ど

の整備
せ い び

等
とう

を定
さだ

めている。 

http://www.city.kawasaki.jp/kurashi/category/24-4-2-6-1-0-0-0-0-0.html 

 

川崎市
かわさきし

人権
じんけん

施策
し さ く

推進
すいしん

基本
き ほ ん

計画
けいかく

（人権
じんけん

かわさきイニシアチブ
い に し あ ち ぶ

） 
 2000（平成

へいせい

12）年
ねん

にすべての市民
し み ん

が等
ひと

しく人間
にんげん

として尊重
そんちょう

されることをあらゆる施策
し さ く

の基本
き ほ ん

として、人権
じんけん

施策
し さ く

を総合的
そうごうてき

に推進
すいしん

するための基本
き ほ ん

方向
ほうこう

を示
しめ

した「川崎市
かわさきし

人権
じんけん

施策
し さ く

推進
すいしん

指針
し し ん

」を策定後
さくていご

、2007（平成
へいせい

19）年
ねん

に「川崎
かわさき

市
し

人権
じんけん

施策
し さ く

推進
すいしん

基本
き ほ ん

計画
けいかく

」を策定
さくてい

。その後
ご

、2015（平成
へいせい

27）年
ねん

に「川崎市
かわさきし

人権
じんけん

施策
し さ く

推進
すいしん

基本
き ほ ん

計画
けいかく

『人権
じんけん

かわさき

イニシアチブ
い に し あ ち ぶ

』」を策定
さくてい

し、2019（令和元
れいわがん

）年
ねん

の「川崎市
かわさきし

差別
さべつ

のない人権
じんけん

尊 重
そんちょう

のまちづくり条 例
じょうれい

」の制定
せいてい

を受
う

け、2022（令和
れ い わ

4）年
ねん

に新
あら

たに策定
さくてい

        https://www.city.kawasaki.jp/250/page/0000138993.html 
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川崎市
かわさきし

地域
ちいき

日本語
に ほ ん ご

教 育
きょういく

推進
すいしん

方針
ほうしん

  

2019（令和元
れいわがん

）年
ねん

6月
がつ

に公布
こうふ

、施行
しこう

された「日本語
に ほ ん ご

教 育
きょういく

の推進
すいしん

に関する
か ん   

法律
ほうりつ

」において、地方
ちほう

公 共
こうきょう

団体
だんたい

には

地域
ちいき

の 状 況
じょうきょう

に応じた
お う   

施策
し さ く

の策定
さくてい

、実施
じ っ し

に努める
つ と   

ことが責務
せ き む

として定められ
さ だ    

、「多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

」の実現
じつげん

に向
む

け

て本市
ほ ん し

でも外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の現状
げんじょう

や日本語
に ほ ん ご

教育
きょういく

に関する
か ん   

実態
じったい

及び
お よ  

課題
か だ い

を改めて
あらた   

整理
せ い り

し、本市
ほ ん し

の実状
じつじょう

に応じた
お う   

取組
とりくみ

を

総合的
そうごうてき

かつ効果的
こうかてき

に推進
すいしん

するために、その基本的
きほんてき

な考え方
かんが  かた

や方向性
ほうこうせい

を示す
し め  

ものとして方針
ほうしん

を 2024（令和
れ い わ

6）年
ねん

3月
がつ

策定
さくてい

 

 

川崎市
かわさきし

ふれあい館
かん

 

1988（昭和
しょうわ

63）年
ねん

、日本人
にほんじん

と韓国
かんこく

・朝鮮人
ちょうせんじん

を主
しゅ

とする在日
ざいにち

外国人
がいこくじん

が、同
おな

じ川崎市
か わ さ き し

民
みん

として子
こ

どもからお年寄
と し よ

り

まで相互
そ う ご

のふれあいをすすめるためにつくられた。「桜本
さくらもと

こども文化
ぶ ん か

センター
せ ん た ー

」としての児童館
じどうかん

機能
き の う

と「ふれあい

館
かん

」としての社会
しゃかい

教育
きょういく

機能
き の う

を併
あわ

せ持
も

つ施設
し せ つ

で川崎市
かわさきし

が設置
せ っ ち

した。社会
しゃかい

福祉
ふ く し

法人
ほうじん

青丘社
せいきゅうしゃ

が指定
し て い

管
かん

理事
り じ

業者
ぎょうしゃ

とし

て、運営
うんえい

を行
おこな

っている。民族
みんぞく

文化
ぶ ん か

についての講座
こ う ざ

や各種
かくしゅ

行事
ぎょうじ

を行
おこな

っているほか、会
かい

議室
ぎ し つ

・文化
ぶ ん か

交流室
こうりゅうしつ

などの

利用
り よ う

もできる。（川崎市
か わ さ き し

川崎区
かわさきく

桜本
さくらもと

1-5-6）    https://www.city.kawasaki.jp/450/page/0000030095.html 

 

かわさき多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

プラザ
ぷ ら ざ

 

 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が多く
お お  

住む
す  

市
し

南部
な ん ぶ

において、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が安心
あんしん

・安全
あんぜん

に生活
せいかつ

するために必要
ひつよう

な情報
じょうほう

や行政
ぎょうせい

サービス
さ ー び す

を円滑
えんかつ

に提
てい

供し
きょう 

、取り残す
と  の こ  

ことのない外国人
がいこくじん

の相談
そうだん

支援
し え ん

体制
たいせい

を構築
こうちく

するため、川崎市
かわさきし

役所
やくしょ

第
だい

3庁舎
ちょうしゃ

に新た
あ ら  

に拠点
きょてん

を

設置
せ っ ち

（令和
れ い わ

6年度
ね ん ど

開設
かいせつ

予定
よ て い

） 

 

公益
こうえき

財団
ざいだん

法人
ほうじん

川崎市
かわさきし

国際交流協会
こくさいこうりゅうきょうかい

 

市民
し み ん

レベル
れ べ る

の国際
こくさい

交流
こうりゅう

活動
かつどう

を推進
すいしん

することにより、川崎市
か わ さ き し

の一層
いっそう

の国際化
こくさいか

を図
はか

り、国際
こくさい

相互
そ う ご

理解
り か い

の増進
ぞうしん

と友好
ゆうこう

親善
しんぜん

に寄与
き よ

し、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の実現
じつげん

をめざすことを目的
もくてき

として、1989(平成元
へいせいがん

)年
ねん

に設置
せ っ ち

された。現在
げんざい

は、

川崎市
かわさきし

国際
こくさい

交流
こうりゅう

センター
せ ん た ー

の管理
か ん り

運営
うんえい

も行
おこな

っている。              http://www.kian.or.jp/  

 

国際
こくさい

教 室
きょうしつ

 

 日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

が必要
ひつよう

な児童
じ ど う

生徒
せ い と

に、日本語
に ほ ん ご

の能力
のうりょく

を高
たか

める指導
し ど う

や日本語
に ほ ん ご

の能力
のうりょく

に応
おう

じた各教科
かくきょうか

等
とう

の指導
し ど う

などを

実施
じ っ し

する教室
きょうしつ

のこと。一
いっ

定数
ていすう

以上
いじょう

の対象
たいしょう

児童
じ ど う

生徒
せ い と

がいる学校
がっこう

に教員
きょういん

等
とう

が加配
か は い

され設置
せ っ ち

される。一人
ひ と り

ひとりに応
おう

じ

たきめ細
こま

やかな指導
し ど う

を実施
じ っ し

している。 

 

災害
さいがい

時
じ

多言語
た げ ん ご

支援
し え ん

センター
せ ん た ー

 

 災害
さいがい

時
じ

における情報
じょうほう

等
とう

の翻訳
ほんやく

や相談
そうだん

・問合
といあわ

せ等
とう

への対応
たいおう

などの外国人
がいこくじん

市民
し み ん

支援
し え ん

を円滑
えんかつ

に 行
おこな

うため、設置
せ っ ち

される

組織
そ し き

。本市
ほ ん し

と国際
こくさい

交流
こうりゅう

センター
せ ん た ー

指定
し て い

管
かん

理事
り じ

業者
ぎょうしゃ

が協定
きょうてい

を締結
ていけつ

し、「災
さい

害
がい

時
じ

多言語
た げ ん ご

支援
し え ん

センター
せ ん た ー

」の設置
せ っ ち

に関
かん

し、

必要
ひつよう

な事項
じ こ う

を定
さだ

めている。 

 
災害
さいがい

時
じ

要援護者
ようえんごしゃ

避難
ひ な ん

支援
し え ん

制度
せ い ど

 

 災害
さいがい

時
じ

に自力
じ り き

で避難
ひ な ん

することが困難
こんなん

な災害
さいがい

時
じ

要援護者
ようえんごしゃ

が事前
じ ぜ ん

に名簿
め い ぼ

登録
とうろく

申込
もうしこ

みを行
おこな

い、本市
ほ ん し

が地域
ち い き

の支援
し え ん

組織
そ し き

に

名簿
め い ぼ

を提
てい

供
きょう

し、地域
ち い き

において避難
ひ な ん

支援
し え ん

体制
たいせい

づくりを行
おこな

う制度
せ い ど

 

 

在県
ざいけん

外国人
がいこくじん

等
とう

特別
とくべつ

募集
ぼしゅう

制度
せ い ど

 

 神奈川県
か な が わ け ん

の公立
こうりつ

高校
こうこう

の一部
い ち ぶ

で、「在県
ざいけん

外国人
がいこくじん

等
とう

特別
とくべつ

募集
ぼしゅう

」を行
おこな

っている。志願
しがん

資格
しかく

は、入国後
にゅうこくご

の在留
ざいりゅう

期間
き か ん

が通算
つうさん

6年
ねん

以内
い な い

の外
がい

国籍
こくせき

を有
ゆう

する者
もの

（難民
なんみん

として認定
にんてい

された者
もの

を含
ふく

む。なお、日本
に ほ ん

国籍
こくせき

を取得
しゅとく

して 6年
ねん

以内
い な い

の者
もの

も外
がい

国籍
こくせき

を

有
ゆう

する者
もの

とみなす。）となっている。（2023（令和
れいわ

5）年
ねん

現在
げんざい

） 

 

在日
ざいにち

外国人
がいこくじん

母子
ぼ し

保健
ほ け ん

サービス
さ ー び す

事業
じぎょう

 

 1990年代
ねんだい

から保健所
ほけんじょ

で実施
じ っ し

する乳幼児
にゅうようじ

健診
けんしん

に外国人
がいこくじん

母子
ぼ し

の来
らい

所
しょ

が増
ふ

えたことから、市
し

内在住
ないざいじゅう

の外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が安心
あんしん

して妊娠
にんしん

・出産
しゅっさん

・子育
こ そ だ

てができるよう、外国語版
がいこくごばん

母子
ぼ し

健康
けんこう

手帳
てちょう

の無料
むりょう

配付
は い ふ

、並
なら

びに保健所
ほけんじょ

が実施
じ っ し

する事業
じぎょう

への通訳
つうやく

ボランティア
ぼ ら ん て ぃ あ

の派遣
は け ん

、外国人
がいこくじん

母子
ぼ し

育児
い く じ

教室
きょうしつ

、保健
ほ け ん

師
し

による訪問
ほうもん

等
とう

を行
おこな

っている。 
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自主
じ し ゅ

防災
ぼうさい

組織
そ し き

 

 地域
ち い き

住民
じゅうみん

が協 力
きょうりょく

して「自分
じ ぶ ん

たちの地域
ち い き

を自分
じ ぶ ん

たちで守
まも

る」ために立
た

ち上
あ

げる組織
そ し き

のこと。平常
へいじょう

時
じ

には災害
さいがい

に

備
そな

えた取組
とりくみ

を実践
じっせん

し、災害
さいがい

時
じ

には被害
ひ が い

を最小限
さいしょうげん

にくい止
と

めるための応急
おうきゅう

活動
かつどう

を行
おこな

う。 

 

市
し

職員
しょくいん

採用
さいよう

の国籍
こくせき

条項
じょうこう

 

本市
ほ ん し

では 1992（平成
へいせい

4）年
ねん

以降
い こ う

、国籍
こくせき

を問
と

わない「経営
けいえい

情報
じょうほう

」「国際
こくさい

」などの職種
しょくしゅ

を一般
いっぱん

事務職
じむしょく

に設
もう

けていたが、

1996（平成
へいせい

8）年
ねん

の試験
し け ん

から、消 防 職
しょうぼうしょく

を除
のぞ

いて国籍
こくせき

要件
ようけん

を撤廃
てっぱい

した。採用後
さいようご

の任用
にんよう

については、庁内
ちょうない

では市
し

の事務
じ む

事業
じぎょう

を 3,509 の職務
しょくむ

として整理
せ い り

しており、採用
さいよう

した外国籍
がいこくせき

職員
しょくいん

は、それらのうち「公権力
こうけんりょく

の行使
こ う し

」及
およ

び「 公
おおやけ

の

意思
い し

形成
けいせい

」に携
たずさ

わらないと判断
はんだん

される職務
しょくむ

に任用
にんよう

している。 

 

持続
じ ぞ く

可能
か の う

な開発
かいはつ

目標
もくひょう

（ＳＤＧｓ：Sustainable Development Goals） 

 2015（平成
へいせい

27）年
ねん

9月
がつ

の国連
こくれん

サミット
さ み っ と

で加盟
か め い

国
こく

の全会
ぜんかい

一致
い っ ち

で採択
さいたく

された「持続
じ ぞ く

可能
か の う

な開発
かいはつ

のための 2030アジェンダ
あ じ ぇ ん だ

」

に記載
き さ い

された、2030（令和
れ い わ

12）年
ねん

までに持続
じ ぞ く

可能
か の う

でよりよい世界
せ か い

を目指
め ざ

す国際
こくさい

目標
もくひょう

。17のゴール
ご ー る

・169のターゲット
た ー げ っ と

から構成
こうせい

され、地球上
ちきゅうじょう

の「誰
だれ

一人
ひ と り

取
と

り残
のこ

さない（leave no one behind）」ことを誓
ちか

っている。 

 参考出典 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/about/index.html 

 

出 入 国
しゅつにゅうこく

管理
か ん り

及
およ

び難民
なんみん

認定法
にんていほう

 

 日本
に ほ ん

国
こく

への出 入 国
しゅつにゅうこく

、日本
に ほ ん

に在留
ざいりゅう

する外国人
がいこくじん

の許可
き ょ か

要件
ようけん

や在留
ざいりゅう

資格
し か く

制度
せ い ど

と難民
なんみん

認定
にんてい

制度
せ い ど

を定
さだ

めた法律
ほうりつ

 

 

人権
じんけん

オンブズパーソン
お ん ぶ ず ぱ ー そ ん

 

2001(平成
へいせい

13)年
ねん

度
ど

に条例
じょうれい

で設置
せ っ ち

され、翌年
よくねん

、事業
じぎょう

を開始
か い し

した。子
こ

どもの権利
け ん り

の侵害
しんがい

と男女
だんじょ

平等
びょうどう

にかかわる人権
じんけん

侵害
しんがい

について、簡易
か ん い

に安心
あんしん

して相談
そうだん

や救済
きゅうさい

の申立
もうした

てができる。 

http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/59-2-0-0-0-0-0-0-0-0.html 

 

制度的
せいどてき

無年金者
むねんきんしゃ

 

国民
こくみん

年金
ねんきん

は 1981(昭和
しょうわ

56)年
ねん

の「難民
なんみん

の地位
ち い

に関
かん

する条約
じょうやく

」への加入
かにゅう

を契機
け い き

として、1982(昭和
しょうわ

57)年
ねん

から国籍
こくせき

要件
ようけん

が撤廃
てっぱい

されたが、その時点
じ て ん

で国民
こくみん

年金
ねんきん

の年齢
ねんれい

要件
ようけん

を満
み

たさない人
ひと

は加入
かにゅう

することができなかった。そのため、本市
ほ ん し

独
どく

自事業
じじぎょう

として外国人
がいこくじん

高齢者
こうれいしゃ

福祉
ふ く し

手当
て あ て

、外国人
がいこくじん

心身
しんしん

障害者
しょうがいしゃ

福祉
ふ く し

手当
て あ て

を該当者
がいとうしゃ

に支給
しきゅう

している。 

 

総合
そうごう

教育
きょういく

センター
せ ん た ー

 

川崎市
か わ さ き し

教育委員会
きょういくいいんかい

の総合的
そうごうてき

な研究
けんきゅう

・研修
けんしゅう

・相談
そうだん

機関
き か ん

。（川崎市
かわさきし

高津
た か つ

区溝口
くみぞのくち

6－9－3）https://kawasaki-edu.jp/       

 
脱退
だったい

一時金
いちじきん

制度
せ い ど

（国民
こくみん

年金
ねんきん

/厚生
こうせい

年金
ねんきん

）   

 日本
に ほ ん

で年金
ねんきん

に加入
かにゅう

していた外国人
がいこくじん

が、帰国
き こ く

するために年金
ねんきん

から脱退
だったい

する場合
ば あ い

、６か月
げつ

以上
いじょう

保険料
ほけんりょう

を納
おさ

めた人
ひと

は

帰国後
き こ く ご

2年
ねん

以内
い な い

に請求
せいきゅう

すれば「脱退
だったい

一時金
いちじきん

」を受
う

け取
と

ることができる。支給額
しきゅうがく

は被
ひ

保険者
ほけんしゃ

でいた期間
き か ん

によって異
こと

な

るが、被
ひ

保険者
ほけんしゃ

期間
き か ん

が３年
ねん

以上
いじょう

の場合
ば あ い

は一定額
いっていがく

となる。 

 

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

総合
そうごう

相談
そうだん

ワンストップセンター
わ ん す と っ ぷ せ ん た ー

（外国人
がいこくじん

窓口
まどくち

相談
そうだん

） 

 出 入 国
しゅつにゅうこく

管理
か ん り

及び
お よ  

難民
なんみん

認定法
にんていほう

等
とう

の改正
かいせい

に伴う
ともな 

国
くに

の総合的
そうごうてき

対応
たいおう

策
さく

とともに、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の実現
じつげん

に向けた
む   

取組
とりくみ

と

して、川崎市
かわさきし

国際
こくさい

交流
こうりゅう

センター
せ ん た ー

に設置
せ っ ち

されている外国人
がいこくじん

相談
そうだん

窓口
まどぐち

を拡充
かくじゅう

して、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に対して
た い   

情報
じょうほう

提供
ていきょう

及び
お よ  

相談
そうだん

を多言語
た げ ん ご

で行
おこな

う一元的
いちげんてき

相談
そうだん

窓口
まどぐち

を 2019（令和元
れいわがん

）年
ねん

に開設
かいせつ

した。 

 
多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

ふれあい事業
じぎょう

（旧
きゅう

民族
みんぞく

文化
ぶ ん か

講師
こ う し

ふれあい事業
じぎょう

） 

 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

等
とう

に、学校
がっこう

の授業
じゅぎょう

等
とう

において自
みずか

らの民族
みんぞく

文化
ぶ ん か

や国
くに

等
とう

について講義
こ う ぎ

や実演
じつえん

をしてもらうことで日本人
にほんじん

児童
じ ど う

生徒
せ い と

と外国人
がいこくじん

児童
じ ど う

生徒
せ い と

の双方
そうほう

に、文化
ぶ ん か

の相互
そ う ご

尊重
そんちょう

と多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

を築
きず

く意識
い し き

や態度
た い ど

を育
はぐく

むことをねらいと

する事業
じぎょう

。1997(平成
へいせい

9)年
ねん

度
ど

から講師
こ う し

派遣
は け ん

を行
おこな

っていた「民族
みんぞく

文化
ぶ ん か

講師
こ う し

ふれあい事業
じぎょう

」を、2021（令和
れいわ

3）年
ねん

に改 称
かいしょう

したもの 

 

 

67

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/about/index.html
http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/59-2-0-0-0-0-0-0-0-0.html
https://kawasaki-edu.jp/


地方
ち ほ う

参政権
さんせいけん

の実現
じつげん

 

 外国人
がいこくじん

の地方
ち ほ う

参政権
さんせいけん

は、専
もっぱ

ら国
くに

の立法
りっぽう

政策
せいさく

に関
かか

わる事柄
ことがら

であるが様々
さまざま

な考
かんが

えや意見
い け ん

があることなどを踏
ふ

まえ、

2023（令
れい

和
わ

５）年度
ね ん ど

の改定
かいてい

時点
じ て ん

で、国
くに

の動向
どうこう

等
とう

を注視
ちゅうし

している状 況
じょうきょう

である。今後
こ ん ご

、国
くに

において様々
さまざま

な議論
ぎ ろ ん

等
とう

が進
すす

んだ場合
ば あ い

は、必要
ひつよう

に応
おう

じて他
た

自治体
じ ち た い

とも連携
れんけい

し、国
くに

に働
はたら

きかけることを検討
けんとう

していく。 

 

中国
ちゅうごく

帰国者
きこくしゃ

 

 第二次
だ い に じ

世界
せ か い

大戦
たいせん

末期
ま っ き

及
およ

びそれ以降
い こ う

の混乱
こんらん

により、保護者
ほ ご し ゃ

と生別
せいべつ

あるいは離別
り べ つ

し中国
ちゅうごく

に残
のこ

された日本人
にほんじん

（「中国
ちゅうごく

残留
ざんりゅう

孤児
こ じ

」「中国
ちゅうごく

残留
ざんりゅう

婦人
ふ じ ん

」など）のうち、日本
に ほ ん

に帰国
き こ く

した人
ひと

たち。1972(昭和
しょうわ

47)年
ねん

の日中
にっちゅう

国交
こっこう

正常化
せいじょうか

を受
う

け、

1973(昭和
しょうわ

47)年
ねん

から国費
こ く ひ

負担
ふ た ん

による日本
に ほ ん

への帰国
き こ く

の道
みち

が開
ひら

かれた。 

 

特定
とくてい

技能
ぎ の う

 

 国内
こくない

人材
じんざい

を確保
か く ほ

することが困難
こんなん

な状 況
じょうきょう

にある産業
さんぎょう

分野
ぶ ん や

において、一定
いってい

の専門性
せんもんせい

・技能
ぎ の う

を有
ゆう

する外国人
がいこくじん

を受
う

け入
い

れることを目的
もくてき

として 2018(平成
へいせい

30)年
ねん

に可決
か け つ

・成立
せいりつ

した改正
かいせい

出入国管
しゅつにゅうこくかん

理法
り ほ う

により新
あら

たに創設
そうせつ

された在留
ざいりゅう

資格
し か く

。1

号
ごう

と 2号
ごう

があり、2号
ごう

のほうがより専門的
せんもんてき

な技能
ぎ の う

が必要
ひつよう

とされている。 

 

特別
とくべつ

永住
えいじゅう

資格
し か く

 

第二次
だ い に じ

世界
せ か い

大戦
たいせん

終結
しゅうけつ

以前
い ぜ ん

から日本
に ほ ん

に居住
きょじゅう

する 旧
きゅう

植民地
しょくみんち

（台湾
たいわん

及
およ

び朝鮮
ちょうせん

）出身者
しゅっしんしゃ

及
およ

びその子孫
し そ ん

に与
あた

えられる

在留
ざいりゅう

資格
し か く

。1952(昭和
しょうわ

27)年
ねん

のサンフランシスコ
さ ん ふ ら ん し す こ

平和
へ い わ

条約
じょうやく

の発効
はっこう

により、旧植民地
きゅうしょくみんち

出身者
しゅっしんしゃ

及
およ

びその子
こ

は日本
に ほ ん

国籍
こくせき

を失
うしな

ったが、出 入 国
しゅつにゅうこく

管理令
かんりれい

による在留
ざいりゅう

資格
し か く

で該当
がいとう

するものはなかったため、「別
べつ

に法律
ほうりつ

で定
さだ

めるところにより、

（中 略
ちゅうりゃく

）引
ひ

き続
つづ

き本邦
ほんぽう

に在留
ざいりゅう

することができる」とされた。その後
ご

、1965(昭和
しょうわ

40)年
ねん

の日韓
にっかん

地位
ち い

協定
きょうてい

により「協定
きょうてい

永住
えいじゅう

」が生
う

まれたが、それは「韓国籍
かんこくせき

」だけだった。1991(平成
へいせい

3)年
ねん

「日本国
にっぽんこく

との平和
へ い わ

条約
じょうやく

に基
もと

づき日本
に ほ ん

の国籍
こくせき

を

離脱
り だ つ

した者
もの

等
とう

の出 入 国
しゅつにゅうこく

管理
か ん り

に関
かん

する特例法
とくれいほう

」により、1992(平成
へいせい

4)年
ねん

に「特別
とくべつ

永住者
えいじゅうしゃ

」に一本化
いっぽんか

された。 

 

ＤＶ(ドメスティック
ど め す て ぃ っ く

・バイオレンス
ば い お れ ん す

) 

 配偶者
はいぐうしゃ

や交際
こうさい

相手
あ い て

等
とう

からの暴力
ぼうりょく

(精神的
せいしんてき

・性的
せいてき

・経済的
けいざいてき

暴力
ぼうりょく

なども含
ふく

む)を言
い

う。在留
ざいりゅう

資格
し か く

の不安定
ふあんてい

さや

異文化
い ぶ ん か

に対
たい

する偏見
へんけん

から、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

がＤＶを受
う

けた場合
ば あ い

、被害
ひ が い

が深刻化
しんこくか

しやすい。なお、市
し

では、ＤＶ被害者
ひがいしゃ

等
とう

の緊
きん

急一時
きゅういちじ

保護
ほ ご

施設
し せ つ

の運営
うんえい

を支援
し え ん

している。     http://www.city.kawasaki.jp/250/page/0000001084.html 

 

日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

等
とう

協 力 者
きょうりょくしゃ

の派遣
は け ん

制度
せ い ど

 

 1988（昭和
しょうわ

63）年度
ね ん ど

から事業化
じぎょうか

され、初期
しょき

段階
だんかい

の日本語
に ほ ん ご

習得
しゅうとく

のための協 力
きょうりょく

や適応
てきおう

のための相談
そうだん

として、母語
ぼ ご

が

話
はな

せる日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

等
とう

協 力 者
きょうりょくしゃ

を派遣
は け ん

していた制度
せ い ど

。2020（令和
れ い わ

２）年
ねん

に委託
い た く

事業
じぎょう

による日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

初期
し ょ き

支援員
しえんいん

の配置
は い ち

、

日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

巡回
じゅんかい

非常勤
ひじょうきん

講師
こ う し

の配置
は い ち

、国際
こくさい

教室
きょうしつ

の設置
せ っ ち

へと指導
し ど う

体制
たいせい

を拡充
かくじゅう

した。 

 

日本語
に ほ ん ご

指導
しどう

初期
しょき

支援員
しえんいん

 

 日本語
に ほ ん ご

指導
しどう

が必要
ひつよう

な児童
じどう

生徒
せいと

の学校
がっこう

生活
せいかつ

への適応
てきおう

と日本語
に ほ ん ご

指導
しどう

の初期
しょき

段階
だんかい

を支援
しえん

するための支援員
しえんいん

のこと。

委託
いたく

事業
じぎょう

により、児童
じどう

生徒
せいと

の母語
ぼ ご

を話
はな

せる支援員
しえんいん

を各学校
かくがっこう

に配置
はいち

している。 

 

日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

巡回
じゅんかい

非常勤
ひじょうきん

講師
こ う し

 

 日本語
に ほ ん ご

指導
しどう

が必要
ひつよう

な児童
じどう

生徒
せいと

が少 数
しょうすう

在籍
ざいせき

する学校
がっこう

について、巡 回
じゅんかい

指導
しどう

を 行
おこな

う非常勤
ひじょうきん

講師
こうし

のこと。一人
ひとり

ひと

りに応
おう

じたきめ細
こま

やかな指導
しどう

を実施
じっし

している。 

 

母語
ぼ ご

・母文化
ぼ ぶ ん か

 

 母語
ぼ ご

とは、人
ひと

が生後
せ い ご

に母親
ははおや

やその他
た

自分
じ ぶ ん

の属
ぞく

する言語
げ ん ご

社会
しゃかい

の成員
せいいん

との接触
せっしょく

により自然
し ぜ ん

に獲得
かくとく

する言語
げ ん ご

を言
い

う。

母語
ぼ ご

教育
きょういく

は、家族
か ぞ く

の結
むす

びつきを強
つよ

める上
うえ

でも、出身国
しゅっしんこく

の文化
ぶ ん か

である母文化
ぼ ぶ ん か

を継承
けいしょう

し文化的
ぶんかてき

アイデンティティ
あ い で ん て ぃ て ぃ

を

形成
けいせい

するためにも重要
じゅうよう

であるといわれている。また、第二
だ い に

言語
げ ん ご

としての日本語
に ほ ん ご

を習得
しゅうとく

する上
うえ

で、抽 象 的
ちゅうしょうてき

・論理的
ろんりてき

思考
し こ う

を形成
けいせい

するために体系的
たいけいてき

な母語
ぼ ご

教育
きょういく

が必要
ひつよう

であるとの学説
がくせつ

もある。 
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母子
ぼ し

健康
けんこう

手帳
てちょう

の副読本
ふくどくほん

（多言語
た げ ん ご

） 

 厚生
こうせい

労働
ろうどう

省令
しょうれい

に基
もと

づく母子
ぼ し

健康
けんこう

手帳
てちょう

の記録
き ろ く

ページ
ぺ ー じ

を、外国語
がいこくご

〔 英 語
え い ご

、中 国 語
ち ゅ う ご く ご

、ハ ン グ ル
は ん ぐ る

、ス ペ イ ン 語
す ぺ い ん ご

、

ポ ル ト ガ ル 語
ぽ る と が る ご

、イ ン ド ネ シ ア 語
い ん ど ね し あ ご

、タ ガ ロ グ 語
た が ろ ぐ ご

、タ イ 語
た い ご

、ベ ト ナ ム 語
べ と な む ご

、ネ パ ー ル 語
ね ぱ ー る ご

〕と日本語
に ほ ん ご

の

2か国語
こ く ご

で併記
へ い き

したもの。公 益
こ う え き

財 団
ざ い だ ん

法 人
ほ う じ ん

母 子
ぼ し

衛 生
え い せ い

研 究 会
けんきゅうかい

発 行
は っ こ う

 
 

 

ピクトグラム
ぴ く と ぐ ら む

 

 主
おも

に交通
こうつう

機関
き か ん

や公共
こうきょう

施設
し せ つ

などで使用
し よ う

される視覚
し か く

記号
き ご う

（サイン
さ い ん

）。一見
いっけん

してその表現
ひょうげん

内容
ないよう

を理解
り か い

できることから、

言語
げ ん ご

の制約
せいやく

を受
う

けることのない情報
じょうほう

提供
ていきょう

手段
しゅだん

として、利用
り よ う

が広
ひろ

がっている。 

 例
れい

） 

        （広域
こういき

避難
ひ な ん

場所
ば し ょ

）      （進入
しんにゅう

禁止
き ん し

）      （飲
の

めない） 

 

夜間
や か ん

学級
がっきゅう

   

 市内
し な い

唯一
ゆいいつ

の夜間
や か ん

学級
がっきゅう

が西中原
にしなかはら

中学校
ちゅうがっこう

にある（昭和
しょうわ

57年
ねん

開設
かいせつ

）。市内
し な い

在住
ざいじゅう

・在勤
ざいきん

、15歳
さい

以上
いじょう

で義務
ぎ む

教育
きょういく

未修了者
みしゅうりょうしゃ

等
とう

が対象
たいしょう

。年間
ねんかん

を通じて
つ う じ て

募集
ぼしゅう

を行
おこな

っている。 

 

〈やさしい日本語
に ほ ん ご

〉 

 普通
ふ つ う

の日本語
に ほ ん ご

よりも簡単
かんたん

で外国人
がいこくじん

にもわかりやすい日本語
に ほ ん ご

のことで、子
こ

どもや高齢者
こうれいしゃ

、障害
しょうがい

のある人
ひと

にも有効
ゆうこう

と

されている〈やさしい〉には、〈易
やさ

しい（簡単
かんたん

）〉と〈優
やさ

しい（相手
あ い て

を思
おも

いやる）〉という 2
ふた

つの意味
い み

が込
こ

められてい

る。2020（令和
れ い わ

2）年
ねん

8月
がつ

に、出 入 国
しゅつにゅうこく

在留
ざいりゅう

管理庁
かんりちょう

・文化庁
ぶんかちょう

が「在留
ざいりゅう

支援
し え ん

のためのやさしい日本語
に ほ ん ご

ガイドライン
が い ど ら い ん

」を

策定
さくてい

・公表
こうひょう

したことを受け、本市
ほ ん し

でもこれまでの本市
ほ ん し

の取組
とりくみ

で蓄積
ちくせき

されてきた知見
ち け ん

を踏
ふ

まえ 2021（令和
れ い わ

3）年
ねん

3月
がつ

に

「川崎市
かわさきし

〈やさしい日本語
に ほ ん ご

〉ガイドライン
が い ど ら い ん

」を策定
さくてい

し、2023（令和
れ い わ

5）年
ねん

3月
がつ

に第
だい

2版
はん

に改訂
かいてい
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川崎市
かわさきし

多文化共生社会推進指針
たぶんかきょうせいしゃかいすいしんししん

 

２０２３（令和
れ い わ

５）年度
ね ん ど

改定
かいてい

 

 

２０２４ (令和
れ い わ

６)年
ねん

３月
がつ

 

川崎市
かわさきし

市民
し み ん

文化
ぶ ん か

局
きょく

市民
し み ん

生活部
せいかつぶ

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

推進課
すいしんか

 

〒210－8577 川崎市
かわさきし

川崎区
かわさきく

宮本町
みやもとちょう

１番地
ば ん ち

 

Tel 044－200－2846 

Fax 044－200－3707    

e-mail 25gaikok@city.kawasaki.jp 
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